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　 本 書 は 、 「産業別 情報拠点 の育成 に関 す る調査 研 究 」 の一 環 で あ る情 報 ネ ッ ト

ワ ーク の基 本 構 想 を ま とめ るた め に11の 産業 団 体 を 中心 と した 産 業 情報 ネ ッ

トワー ク構 想 を事 例 と して と りま とめ た もの で あ る。

　 本 資 料 は 、 と くに 発展 性 の あ る情 報 ネ ッ トワ ーク を構 想 す る こ と と して 個 人

的 見地 か らの と りま とめ を依 頼 した もの で あ る。

　 な お、 と りま とめ にあ た っては 、 各 産 業 団 体 並 び に関係 各 位 にご協 力 い ただ

い た こ とを'感謝 す る 次第 で す。
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1.　 鉄 鋼 業 に お け る 情 報 ネッ トワー ク構 想

'

〆

∂

1.1　 業 界 活動 と情 報 流 通

　 我が国鉄鋼業は　戦後日本経済の高度成長期を背景に急成長を遂げ、 建設産業の「コメ」として、

安価で高品質の鉄 を造船、機械、電気、自動車等の鉄鋼需要産業へ提供 している。

　 昭和48年 には、1億1,932万 トンと史上最高の粗鋼生産を記録 したが、第1次 オイルシ ョッ

ク後の世界経済の長期低迷により量的拡大に終止符を打つに至っている。

　 我が国鉄鋼業の成長 とともに、業界をとりまく環境 も複雑、多様化 し、その影響力も国際的にな

　り、一つ一つの対応に的確さが求められるようになった。

　 国際的には、原料炭 ・鉄鋼石 ・石油等資源エネルギーの価格高騰、韓国 ・台湾等中進製鉄国の台

頭、円高問題、更には日米 ・日欧および欧米鉄鋼貿易紛争に代表される国際的鉄鋼貿易摩擦の発生

等幅広い問題を抱えている。

　 また国内的には、資源エネルギー価格高騰によるコス トアップ要因の操業方法の工夫等 による吸

収、産業構造変化による鉄鋼需要構造の変化への対応、公害規制等の環境問題等、解決を迫られて

いる問題は山積している。

　 鉄鋼業界は、 このような環境のもとで、海外製鉄資源の安定確保、輸出市場の開拓 ・確保、技術

革新によるコス トダウン達成による国際競争力の維持確保等国内外の諸問題に対 して、迅速 ・的確

に対処する必要に迫られている。

　 我が国鉄鋼業の国際的影響力の大きさを前提 とすれば、世界経済および国民経済という広い視野

で企業または業界の政策 ・意思決定 を行 うことが必要 となってきている。

　 企業 として、あるいは業界としての政策 ・意思決定を充分に且つ円滑に行 うためには、課題の分

析、必要情報の入手 ・整備 ・利用解析等の情報処理機能の強化が求められる。

　 更に、前述のような幅広い課題に対応するためには、業界が必要とする情報は、国内のみならず、

海外の情報にまで及び、その収集が大きな問題になってくる。　　　　　　　　　　　　　　 .

　 必要 とする情報が、政策 ・意思決定者にタイムリーに提供される体制が必要となる。その場合、

　1企業がgあ るいは1業 界が必要 とするあらゆる種類の情報 を収集 ・整備することは不可能であり、

関連業界が情報を提供 しあう体制が どうしても必要 となる。

1.2　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　 鉄 鋼 業 界 で は、 情報 ネ ッ トワーク を前 提 と した 「鉄鋼 情 報 シス テ ム(Steel　 Information-

　Systam=SIS)」 を開発 運 用 して い る。

　 鉄 鋼情 報 シス テ ム は、 「会員 会 社 お よび事 務局 で検 討 実 施 され る種 々の分 野 で の調査 ・研 究活 動

に用 い られ る プ ラン ニ ング情 報 を的確 に入 手 ・処 理 ・蓄積 す る。 更 に、業 界 全 体 の情報 処理 の省 力

一1一



化 、 コス ト削減、 情報 利 用 の 高 度化 を図 る こ とに よ り、 質 の高 い 調査 ・研 究 活動 を的 確 に実 施 す る

基 盤 を確 立 す る 」こ と を目的 と して設計 開発 され た シス テ ム で あ る。(詳 細 につ い ては、 昭和53

年 度 「産業 別情報 拠 点育 成 マ ス タ ー プ ラン基 礎 調査 報 告書 」=(財)日 本 情 報処 理 開発協 会 を参照

され た い。)

1.2.1　 業 界 内 ネ ッ トワー ク

　 素材 提 供産 業 と して の鉄 鋼業 界 の 政策 課題 に応 え る情 報 と して ニ ーズ の高 い ものは 、国 内的 には、

日本経 済 の 動向 、多 岐 に わた る鉄鋼 需要 産業 の動 向 、更 に海 外 の問題 と して は、 世 界各 国 の経 済 状

況 、世 界鉄 鋼 貿 易 の動 向 な ど広 範囲 に わた っ てい る。

　 企 業活 動 上、 これ らの企 業 外 情報 の入 手 ・利 用 では不 可 欠 の こ とで あるが 、必 要 とす る企業 外 情

報 を各 々の 企業 が入 手整 備 す る こ とは、 実際 上 困難 で ある し、業 界 全 体 で見 れば 、 そ こに は重 複 投

資 も起 り、 コス トも膨 大 な もの とな る。

　 そ こで、 「鉄 鋼情 報 シス テ ム 」では、 会 員 会社 各 社 が共 通 的 に利 用 す る企業 外 情報 の う ち基 礎 的

部 分(業 界 自主統 計 、 官公 庁統計 、 各 国 鉄鋼 貿易 統計 等)を 、各 企業 が別 個 に入 手整 備 す るの で は

な く、 一括 入 手 整備 して い る。

　 更 に、 「鉄 鋼情 報 シス テ ム 」で入 手整 備 してい る情報 を各企 業 の必要 に応 じて提供 して い る。

(図1-1)

　 鉄 鋼 情報 シス テ ム が会員 各 社 に情 報 を提 供 して いる形 態 は 次の3つ が あ る。

　 ①　 磁気 テ ー プ によ る提 供

　 　 鉄 鋼 情 報 システ ム と して入 手整 備 して いる情 報 を会員 各 社 の要 望 に応 じて磁気 テ ー プに コ ピー

　 して提 供 。

　 ②　 プ リン トア ウ トによ る提 供

　 　 鉄 鋼 情報 システ ムが整 備 した プ ログ ラ ム群 に より、 当連 盟 の コン ピ ュー タ で会員各 社 の要 望 に

　 ょ リプ リ ン トア ウ トして提 供 す る。

　 ③　 委員 会 に対 す る プ リン トア ウ ト

.　 政 策課 題 を検 討 す る各種 委 員 会 に対 して 当該 問題 検討 の ため の基 礎 資料 をプ リン トア ウ トして

　 提 供 す る。

　 更 に、 自主統 計 の う ち 「鉄 鋼 用 途別 受 注統 計 」は、 昭和52年 か ら磁 気 テ ー プ に よる各 社 か らの

統 計 報 告 を実 施 して お り、 鉄鋼 情報 システ ムの 目的 の1つ で あ る 「業 界 全体 と して情 報処 理 の要 員 、

機 材、 コス トの節 約 」を実 現 す る手段 と して会員 各社 と事務 局 との間 の効 率 的 な情 報 の流 通 は、 今

後 大 い に研究 さ れ る分野 で あ るとい え る。

」

1.22　 政 府 ・産業 間 の ネ ッ トワー ク

鉄 鋼業 界 は、 素材 提 供産 業 で あ るた め、 マ ク ロ経 済 指標 は も ちろん 、 多 くの鉄 鋼 需要 産 業 の動 向

には 多 大 の関心 を払 ってい る。
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ネ ッ トワ ー ク に よ り

SISi統 計集計 システム

　 　(鉄 連 統 計)

磁気テープ入手

』

　 　 　 入 力 デ ータ準 備

(コ ー ディング ・パンチな ど)

' 統 計 デ ータ

(鉄 連)

統 計 デ ータ

(外 部)

統 計 データ

(外部)

'

■

'

・各統 計 か らのつ ぎ足 し用 デ ータ作成

o基 本 フ ァイ ルへ の変 換

　 　 SIS

時 系 列統 計

アータベース

(基 本ファイル)

一
維 持 管理 プ ログ ラム

oデ ー タ ・チ ェ ッ ク

・デ ータ修 正

o索 引更新

o必 要系 列 の抜 き出 し

oサ ー ビス 用 テ ープ の コ ピー

。累 計化(四 半期 、 年 計、 年度)

・増減 率(前 月比 、 前年 同 月比)

。グ ラ フ化

。指数 化

。そ の他

図1-1　 S.,　ISの 会 員 各社 への情 報 提供
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　 当連 盟事 務 局 が 日常 の調査 研究 活 動 に 利用 してい る官公 庁統 計 は、 通 産 省、 経 済企 画 庁 等 の経 済

官庁 デ ータ を中 心 と して非 常 に多 岐 にわた って お り、官 公 庁 デ ータ に対 す る ニ ーズ は非 常 に高 い。

　 しか し当 連盟 事務 局 での デ ー タ利 用 の現 状 を見 る と、 そ の大部 分 は公表 された 印刷 物 か ら転 記 ●

組 み替 え を した利 用 に止 ま って お り、 磁 気 テ ー プ でデ ータ を入手 し、 コ ン ピ ュータ を活用 して の利

用 は次 の統計 にす ぎない 。

　①　大蔵省　「貿易統計月表 」(購 入)

　②　通産省　「鉄工業関連各種指数 」(購 入)

　政府官公庁統計を民間に磁気テープで公表する場合の問題には次のようなものが考えられる。

　 o　 公表情報の種類及び優先順

　 。　公表情報の範囲(デ ータ範囲、過年度データ等)

　 ・　 公表の窓口

　 o　公表の対価　等々

　情報 を公表する官公庁の側にも検討すべき事項はあろ うが、全てが同時に磁気テープ公表される

必要はな く、出来る情報か ら、順次磁気テープ公表が実施されることが望ましい。

　例えば、米国では政府保有デ ータは、国民共有のデータという前提に立って、プライバシーに触

れる部分を除いて、磁気テープ収録データを公表 している事実が ある。

も

、

1.2.5　 産業 間 ネ ッ トワー ク

　 鉄 鋼 情報 シス テ ムは、 情 報 の ネ ッ トワーク を前 提 と して構 築 され た シス テ ム に な っ てい る。

　 そ の第1の 理 由 は、 当該 産業 の情 報 を他 産 業 の 人 間 が的 確 に捕 捉 し、 イ ン プ ッ トし、 時間 経 過 を

追 ってそ の 情報 をメ インテ ナン スす る こ とは 不 可 能 で あ り、 それ を的確 に実 行 で きるの は唯 一 そ の

当 該産業 の人 間 だけ で ある こ とに よ る。

　従 って、 鉄鋼 情 報 システ ムが 自 ら扱 って い る情報 は、 鉄鋼 業 に直 接 関連 す る情 報 の整 備 に最 重 点

が 置 れ て い る。

　 勿論 、 鉄 鋼業 を分析 す る為 に必 要 な情 報 につ い ては、 印 刷物 か らイ ンプ ッ トして い る もの もあ る

が 、情 報 をチ ェ ック す る能 力 に欠 け る こ と もあ って、 業 界 自身 の情報 に比 して、 精 度 、 連続 性 の確

保 、 タ イ ム リー性等 万 全 を期 し難 いの が現 状 で あ る。

　 そ こで、鉄 鋼 情 報 システ ムの立 場 か ら期 待 す る こ とは、1つ で も多 くの産業 団 体 が 、 当該 産業 界

の情報 拠 点 と して の立 場 を確 立 し、 情報 交 換 ネ ッ トワー ク を成立 させ る こと で あ る。

　 現 状 で も、 印刷 物 ベ ース での情 報 交換 は、 そ れ を必 要 と して い る産業 界 同 志 で実 施 され て い る訳

で ある が、 デ ータ の利 用 度 、 正確 度 、 迅速 性 、 双 方 の省 力 化 とい った視 点 か ら1歩 進 ん で コン ビ

一 夕 ・リー ダ ブル な媒 体 で の情報 の交換 が望 ま しい
。

　 そ の際 に、 重 要 な こ とは、 相互 に提 供 で きる情 報 の範 囲 ・方 法 で、無 理 な く情 報 の交換 を進 め る

べ き で あ り、 使用 条 件 等 も明確 な形 に して お く必 要 が ある と考 え る。

、

も
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●

'

1.24　 　 海外情 報 ネ ッ トワー ク

　 我 が国鉄鋼 業 は、 生 産量 の約3割 を世 界各 国 に輸 出 して お り、 各 国 の鉄 鋼 業界 を始 め と して、 各

国経 済 に与 え る影 響 力 は 少 な くない 。

　 最 近 で は、世 界的 な景 気 後 退 の中 で、 日米、 日欧 、欧 米 の鉄鋼 貿 易摩 擦 が 顕在 化 して お り、更 に、

韓 国、 台湾等 の 中進 製 鉄国 の拾 頭 問題 もあ り、 我 が国 だ け の事情 で業界 が政 策決 定 す る こ とは不 可

能 に な って きて い る。

　 この よ うな現 状 の中 で、 求 め られ る ものの一 つ は、海 外 の正 確 で、迅 速性 の ある情報 で ある 。

　 鉄鋼 情 報 シス テ ムで は、 従来 か ら、 各 国鉄 鋼 連盟(各 国の鉄 鋼 業 界 の団 体 で、 当連盟 と同 様 の業

者 団 体)と 友好 関 係 を保 ってい たが、 西独鉄 鋼 連盟 と鉄 鋼 貿 易 の 磁気 テ ー プ に よ る情報 交換(1978

年 デ ータ よ り開 始)を 実 施 してい る。 こ の情 報 交換 の 内容 は、 日 ・独 両 鉄鋼 連 盟 が、 合意 した品 目

に限 って お り、 また 磁 気 テ ープ の内容 も、交換 のた め に新 た な作 業 を伴 わな い範 囲 とな って い る。

　 鉄 鋼 情 報 シス テ ムが現 在 磁気 テ ー プ で入 手 利用 してい る海 外 統 計 は、 図1-2の 通 りで ある。

　 本年 度 か ら購 入 を開始 した、 国連 貿 易統 計 は、 鉄鋼 輸 入 国、 中 進製 鉄 国 を中心 と して お り、 従 来

か らデ ータ整 備 を行 っ てい た先 進10カ 国 のデ ー タ と併 せ て マク ロな鉄鋼 貿 易 フ 占 一の分析 を行 う

ことに してい る。

■

ア メ リカ貿 易統 計

フ フ ンス

イ ギ リス

貿 易統 計

　 　 　 !1
　 　 !-
　 〆

西 ドイツ

鉄鋼連盟

(交換)

　　貿易統計

国際通貨基金

　 (IMF)

(購 入)

　 InternatiOnal

　 Financial

　 　 Statistics

(交 換)

　〈交渉中〉

各国貿易統計(25カ 国)

'

イギリス鉄鋼統計局

図1-2　 　海外統計入手の現状
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1.5　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　 情報 ネ ッ トワーク を形 成 す るに あた って、 情 報は、 コ ン ピ ュータ ・リーダ ブル な もの で な けれ ば な

らな い が、 各 情報 拠 点 が コ ン ピ ュータ を保 有 しなけ れば な らな い か とい うと必 ず しもそ うでは な い。

　 コン ピ ュー タ を保 有 す る こ とに なれ ば、 コ ン ピ ュータ を稼動 させ シス テ ム を維 持 させ るた め の専 門

要 員 が必 要 とな り、 各 拠 点 がそ れ らの要 員 を抱 え る こと にな るが、 それ は現 実 的 では な い。

　 ハ ー ドウ ェア を独 自に保 有 出来 る拠 点 は、 保 有す れ ば よ いが、 そ うでな い拠 点 は、 ソ フ トウ ェア だ

け を保 有 し・ ハ ー ドウ ェア は 、 他 機 関 あ るい は 民間 の情 報処 理産 業 を 利用 す る こ とで も十 分 情 報拠 点

と し ての 役割 は果 たせ る もの と考 え る。

も

、

1.4　 情 報 ネ ッ トワー ク に お け る期 待 と効果

　磁気媒体での情報入手が実現 した場合の効果について、(社)日 本鉄鋼連盟での実例で言えば次の

よ う で あ っ た 。

　 (社)日 本 鉄 鋼連 盟 では 、各 国 の鉄 鋼貿 易 を分析 す る た め に先 進 鉄鋼 国10カ 国(日 、 米 、 西独 、

英 、仏 、伊.オ ース トリア、 ス ウ ェーデ ン、 ベ ル ギ ー/ル クセ ン ブル グ、 オ ラ ンダ)の 鉄 鋼 貿易 デ ー

タ を イン プ ・ トし、 計2回 そ の 分析 結 果 を公 表 してい る。

　 これ らの国 の う ち、1978年 に 西独 鉄鋼 連 盟 との間 に磁 気 テ ープ に よるデ ータ 交換 が実 現 し、 印刷

物 か らの イ ン プ ッ ト方式 か ら磁気 テ ープ方式 に切 り換 えた が、 そ の 新 旧方式 を比較 したの が 図1-3

で ある。

印　刷　物

入　　　手 函 ドイツ

鉄鋼連盟

　 コ ー ドづけ

不 要 デ ータ削 除

(事 前 作 業)

(交 換)

デ ー タパ ンチ 費 用 ・ 18万 円/1回 無　料

印刷物入手から

データ確定まで
10日 即　口

吟

図1-3　 公 表 印刷 物 か らイ ンプ ッ トす る場 合 と磁気

　 　 　 　 テ ープ'で入 手 す る場 合 の比 較
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　 第1の 効果 は、 デ ータ を極 め て早 期 に利 用 可 能 とな った こと で ある。

　 第2の 効 果 は、 デ ータ をNO　 CHECKで 信頼 して利 用 で きる こ とで ある。

　 この効 果 ば非 常 に大 きい と言 え る。他 者 が 作 成発 表 したデ ータ を インプ ッ トす る こ とは、 万 全 の

CHECKを したつ もりで も必 ず とい って よい程 ミス が あ る もので あ る
。

　 第3の 効果 は、 利 用 す る情 報 の ボ リ ューム が多 け れ ば多 い程 、 必要 度が 高 けれ ば高 い程 、顕 著 に

表 われ る もの と思 われ る。

ψ

1.5　 情 報 ネ ッ トワー クに お け る問 題 点

　情報ネットワークが、精度の高い情報を各拠点間で有効に流通 し合うためには、様々なレベルでの

問 題点 が あ る。

　 1.5.1　 マ ネ ジ メ ン ト上 の 問 題 点

　 最 も重 要 な問 題 は、受 け 入 れ た情 報 の機 密 をどの よ うに して 保 つ か とい うことに ある。

　 即 ち、 ルーズ な管 理 体制 の下 で秘 扱 い情報 が漏 出 した り、 ま た逆 に これ を恐 れ て、全 体 に実 体 の と

もな わな い管 理 体制 が とられ た り、 一 環 した管 理 が行 われ ない事 が応 々 に して生 じ易 い。

　 これ ら の問題 は、 当該 組織 の内部 管理 体 制 の確 立 に よって、 解 決 し、 情報 拠 点 と して の 中立 性 と信

頼 度 を高 め る こ とが 重要 で あ る。

　 (社)日 本鉄鋼連盟では、情報の磁気テープによる公表および公表の範囲等の決定権は、情報の主

管 部 署 に あ る こと を明 記 した 「情 報利 用管理 に関 す る基 本 原則 」 を定 め運用 してい る。(表1-1参 照)

表1-1　 情報利用管理に関する基本原則

'

■　日本鉄鋼連盟の各委員会が業務の必要から事務局においてコンピュータ処理をしている情報

の利用 については、当該委員会でその取扱いを決定 し、委員会が定めた範囲で利用できる。

　　　　　　　　　　　　(情 報の主管は当該委員会)

2.日 本鉄鋼連盟の事務局業務の必要か ら事務局においてコンピュータ処理をしている情報の利用

　については、当該情報主管部でそρ取扱いを決定 し、主管部が定めた範囲で利用できる。

　　　　　　　　　　　　(情報 の主管は当該情報主管部)　 　　　　　　　　　　　　　 .

3.SISデ ータバンクに収録されている情報の利用者は、原則として業界内(日 本鉄鋼連盟会

員会社、鉄鋼関連団体および会員会社以外の当該統計報告会社)お よびネットワーク先とする。

ただし、利用者の範囲が限定される場合はSISに おける各情報ごとに利用者の範囲を明示す

　る。

　　　　　　　　　　　　(情 報の主管は情報システム部)

一7一



　 前記1.2.お よび3,の い ずれ の情報 利用 につ い て も提 供 を受 け た情 報 の全 部 もし くは1部 を、

第3者 に提供 しては な らない こ と とす る 。

　外部から契約により入手 している情報等については、情報源保護のため契約に定められた制

限を優先させるものとする。

　 前 記1.2.お よび3.に つ い て対 象 情 報 の範 囲 、 担 当部 門k・よびそ の責 任 者、 受 渡 しの 時期 とタ

イ ミング 等 の必要 事 項 は利 用 者 と 日本鉄 鋼 連 盟 との双 方 で確 認 し文書 を取 交 す こと と し、 ま た

日本鉄 鋼 連 盟 の コン ピ ュータ の運用 に関 す る費 用 は、 情報 処理 委 員 会 の定 め に よ り利 用者 が 負

担 す る こ と とす る。

`

　次いで重要なことは、情報の流通に際して関係者が、磁気媒体での情報流通の重大性に関心を寄せ、

情報提供の範囲、条件等 を明確にすることである。

　 (社)日 本鉄鋼連盟が受入れている磁気テープによる情報(購 入 と交換 を問わず)の 場合、第3者

への情報流出はしないような契約になっているが、情報拠点としての産業団体が契約の主体となった

場合会員企業がその第3者 にあたるか否か非常に重要なことであり、注意 を要する点である。

　 1.52　 技 術 上の 問題 点

　磁 気テ ー プ等 の 磁気媒 体 で情 報 が 流通 す るオ フ ライ ンの場 合 には、 技術 上の 問題 は な い と言 え よ う。

フ ァイ ル ・フォ ーマ ッ トが各 拠 点 で異 な って い よ うと も受 け入 れ の障 害 にな る程 の問 題 では な い。

　 1.5.5　 公共的データの利用

　鉄鋼業は、素材提供産業 としての性格か ら、必要 としている情報は幅広く、資源 ・エネルギー情報

か ら、鉄の需要産業 としての造船、自動車、産業機械、電機等に及んでいる。

　 このように、幅の広い分野に亘っての情報 を企業あるいは業界団体が的確に収集 ・整備するには自

ず と限界が ある。

　指定統計、承認統計等で収集 した膨大な量の情報保有者である政府が、それらの情報 を磁気媒体で

民間に提供できることになれば、民間が、政府データの収集に注入 している力を削減でき大いに助か

るので、提供体制の確立が望まれる。
◆
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2.プ ラ ン ト輸 出 産業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構 想

`

δ

21　 業 界 活 動 と 情 報 流 通

　 プ ラン トは、機 械 設 備 の ハ ー ド部 門 をベ ース と し、・これ に技 術 、 ノ ウハ ウの ソ フ ト部 門 を加 え た知

識 集 約 型 、技 術集 約 型 の シス テ ム商品 で ある。 従 って プ ラン ト輸 出は、機 械 シス テ ムの輸 出 とい うこ

とに な る。

　 この た め、 プ ラ ン ト輸 出 に関 連 す る産 業 もプ ロ ジ ェク トの調査、 企画 を担 当 す る コ ンサル テ ィング

企 業 ・ 機械 装 置 を設 計 す る エン ジ ニア リング企業 、 機械 設備 を製 作 す る機器 メ ー カ、 土 木 及 び 構築物

の施 工 を担 当す る土 木 建 設業 者 、 オ ル ガナイ ザ ー役 の総 合商社 等 、 多 くの異 業 種 か ら成 ってい る。換

言 すれ ば、 プ ラン ト輸 出産業 は、 一連 の知 識集 約 型 産 業群 、情 報 集 約型産業 群 の 上 に成 り立 ってい る

と言 え よ う。

　 ちなみ に、 プ ラン ト輸 出にか かわ る情報 と しては、 輸 出相 手 国 の需要 動 向(プ ロ ジ三 ク ト情 報)、

競 合 国企 業 の受 注動 向(競 合企 業 関 連 情報)、 資 機材 の調達 ル ー ト及 びそ の価 格(現 地 、 及 び 第3国

調達 可能 品情 報)は もと よ り、相 手 国 の政 治 制 度、 経 済 ・社 会体 制 、貿 易 為替 管 理 制 度、 金融制 度 、

税制 、 商 法、 労 働法 の諸 制 度、 関連 諸規 定 、 さ らには 風俗 習 慣等 に至 るまで の幅 広 い 情報 が 必要 とさ

れ て い る。

　 以 上 の よ うに関連 情報 は 、一 般 的 な もの か ら専 門的 な もの ま で広 範 にわ た って い るが、 これ らの情

報 は 商 社、 銀 行、 エ ン ジニ ア リング企業 等 の民 間 企業 、 日本貿易振興会 、ア ジア経 済研 究 所 、 日本 輸 出

入 銀 行等 の政府 機 関 、 日本機 械 輸 出組 合 等 の プ ラン ト輸 出関連 団体 等 によ り収 集 、 整 備 さ れ て い る。

　 しか しな が ら、 世 界情 勢 が 多 様化 し、複 雑 化 してい るだ け に情 報 基 盤の拡 充、 強 化 が一 層必 要 とさ

れ てい る。 と りわけ 、 プ ラン ト輸 出産業 に関連 す る政 府 関係機 関、業 界 団 体 で は、 関 連 情報 を個 々独

自 に収 集 提 供 してお り、 同様 の情 報 が重 複 してい る場 合 もあ って、 非効 率的 な運 営 が な さ れて い る。

今 後 は各 団体 の情報 収 集 、 加工 機能 を生 か し、分業 体制 を強 化す る と ともに、 当組 合 と して も、 プ ラ

ン ト輸 出振 興 の中心 的 な役 割 を果 す立 場 か ら、各 団 体 との連 携 を強化 し、 情 報 を一元 的 に収 集 して国

内、 輸入 相 手 国、競 合 国 に関 する情 報 の フ ァイ リン グ を行 い、 統一 的 な情報 提 供体 制 を整 える必 要 が

ある。

◆

2.2　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　 プ ラン ト輸出 が鉄 鋼 、 自動 車 、 電 子機 器 と並 ぶ 輸 出主 力商 品 とな る に至 り、 プ ラ ン ト産 業 関連 団体

の 組織 も拡 大、 強 化 さ れ て きて お り、情 報収 集 活動 も活発 にな って きてい る。 この 中 にあ って、 日本

機 械 輸 出 組 合 は機 器 メ ー カ 、 コ ンサ ル テ ィング ・エ ンジ ニア リング企 業、 商 社 をメンバ ー と し、 プ

ラ ン ト業 界 のほ ぼ全 体 を包 含 して い る こ とか ら、 関連 す る業界 団 体、 経 済団体 も多 く、 官公 庁 、 政府

機 関 との接 触 も深 く、情 報 の収 集面 では 、 量 的 に も質的 に もプ ラン ト業界 団 体 の 中 では 抜 きん 出て い
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る と言 え よ う。

　 他方 、 プ ラン トの1件 当 りの 金額 が大 き く、 リス ク も大 き い こ とか らプ ラン ト輸 出 の振 興 に は、政

府 の経 済協 力 の推 進、 輸 出保険 、 輸 出金融 等 の 制度 面 の改 善 策 や優 遇 策 が不 可 欠 で あ るた め、 日本機

械 輸 出組 合 は プ ラ ン ト業 界 を代 表 した立 場 か らプ ラン ト輸 出振 興 の ため の政 策 提言 や 要 望 を行 ってい

る。

　 また、 プ ラン ト ・プ ロ ジ ェク トの 大型 化 、 複雑 化 に伴 い、 我 が 国 と欧 米諸 国 との間 に第3国 市 場 に

お け る産 業協 力、 い わ ゆ る国 際 コ ン ソー シ ャム を形 成 す る気 運 が高 ま って きてい るが 、 日本 機械 輸 出

組合 では、 欧 州機 械 産 業界 との 国際 コン ソ ー シ ャム を推 進 す ぺ く、 そ の 窓 口 で あ る欧 州各 国業 界 団体

との交流 事 業 を推 進 し、情 報 交 換 に努 め てい る。

　 以 上 の よ うに 日本機 械 輸 出組 合 は、 プ ラ ン ト輸 出関係 業界 の総 意 をふ まえ て、 プ ラン ト輸 出産 業 全

体 の問題 、す な わ ち輸 出環境 整 備、 産 業 ・貿 易 ・政 策 ・リス ク対 策等 の政 府 に対 す る要 望 、 政府 の プ

ラン ト輸 出 を中心 と した貿 易政策 を推 進 す るため の 協力 を行 うた め、国 内外 の プ ラン ト基 礎 デ ータ を

網 羅 的 に収集 ・整 備 し、 各 種 政策 立案 の基 礎 資 料 と して活用 で き得 る形 に分類 、 蓄 積 す る と と もに、

プ ラ ン ト輸 出業 界 の実 情 に即 した政 府 の貿 易政策 立案 に資 す る ことが で きる よ う的確 な情報 を提 供 し

てい く立 場 に ある。

'日本機 械 輸 出組 合 を中 心 と した プ ラン ト輸 出 にか か わ る情報 源 の結 合 状況 及び 情報 の種 類 別結 合 状

況 は図2-1及 び 図2-2の と お りで あ る。

b

　 221　 業界内ネッ トワーク

　既述のごとくプラン ト輸出に関する情報は極めて広範にわたっており、日本機械輸出組合の情報拠

点 としての情報収集 ・提供体制は以下の通 りであるが、今後、情報の収集整備 を迅速化するためには、

データベースの量的、質的拡大をはかり、データベ ースによる情報交換 を推進する必要があろう。

(1)情 報収集体制

　①　プラント成約実績及びプラント引合、受注、敗退に関する情報については、会員企業からの実

績報告という形で情報収集 を行っている。②国内外経済産業動向、プラン ト輸出産業構造、経済 ・技

術協力及び海外投資の動向については、資料購入によりほぼ収集可能である。③プラン ト輸出に関連

する法規、金融 ・保険 ・税制等の諸制度に関する情報は、プラント業界の政策立案の場 として常に当

局 との接触をはかっており、委員会等の会議の場を通 じ、詳細情報 を入手することができる。④プラ

ン ト輸入国市場情報、先進競合国プラン ト輸出関連情報については、 日本機械輸出組合の海外事務所

(ベ ルギー、米国)の 情報収集や市場調査団ないし調査員の現地派遣による情報収集が中心となるが

特定テーマに関する情報については内外の専門調査機関を活用 し、収集活動 を行っている。

　プラン ト需要国の政治経済動向や先進競合国の輸出動向が我が国のプラント輸出企業の受注活動の

成否 と深いかかわり合いを持つようになっており、詳細な情報については、特定国及び特定問題にっ

いての多 くの情報 を蓄積 している海外の専門調査機関を活用する能力が今後問われてこよう。また、

これ らプラン ト関連情報については、JETROが 特 に多 くの海外事務所を通 じて広範な情報収集

も
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図2-1　 日本機械輸 出組合 を中心 とした プラ ン ト関連情 報源の結合状況
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図2-2　 日本機械輸出組合 を中心 としたプラン ト関連情報の種類別結合状況
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を行 っ てい るが 、 日本 機 会 輸 出組合 では、 資料 の購 入 又 は交 換 に よ って、 情報 を入 手 して お り、 こ う

した関 係 団体 との情 報 交換 に よる情 報収 集 も重 要 な収集 機能 の一 つ とな ってい る。

(2)情 報 提 供 体制

　 日本機 械 輸 出 組 合 の情報 提 供 先 と しては 、① プ ラン ト輸 出振興 策 に携 わ る政府 及び政 府 関係 機 関、

② エン ジニ ア リン グ企 業 、 機 器 メ ー カ、 商社 とい った プ ラン ト輸 出 関連企 業(会 員企 業)、 ③ 銀 行

土木 建 設企 業 、 輸送 会社 、 ④ プ ラン ト関連 業 界 団体 が あ る。

　 また、 プ ラン ト輸 出関 連 情報 及 び特 に必要 と思 われ る情 報 につ い ては 定期刊 行 物 と して、 政府 及 び

政 府 関 係 金融 機 関 、組 合員 に情報 提 供 を行 っ てい る。調 査研 究 報 告書 類 に関 して も、 不 定期 刊 行物 と

して提 供 して い る他 、JETROで 作 成 す る プ ラ ン ト関連 調査 報 告 書 につ い ては 日本 機械 輸 出組 合

のル ー トを通 じて 関係 組合 員 に配 付 さ れて い る。 また、 外部 の関連 企 業 及び団 体 につ い ては、 一 般公

開 が可 能な情 報 に限 りケ ースバ イケ ース で提 供 を行 って い る。

`

「

　 2.22　 政府 ・産業間ネッ トワーク

　プラン ト輸出は、政府の助成策や輸出施策が大きく影響するため、政府 ・業界の間に介在する業界

団体の役割は極めて重要である。日本機械輸出組合では、会員企業のニーズを絶えず把握 しこれをと

りまとめて業界の総意を代表 して要望等の形で実現方を政府 に働 きかけている。例えば、輸出金融、

保険、税制等の関連制度の改善、強化や経済協力、国際協調等の経済外交の推進を要望 してきている。

他方、政府としてもプラントの適切なる輸出振興をはかるためには、業界側の実情や動向 を掌握する

必要があることから日本機械輸出組合が会員等から収集 して、とりまとめた情報、資料 を有力データ

として活用 している。

　 なお、政府(通 産省)で はプラン トの輸出振興 をさらに総合的 に推進するため、去る昭和54年3

月にプラン ト輸出基本政策委員会(通 産省機械情報産業局長の諮問機関)を 設置 し、海外関連情報の

収集、整備体制確立等 を図 っている。

　同政策委員会は、プラント輸出に伴 うリスクが増大する傾向にあることから、海外情報のうちでも、

とりわけ、カン トリー ・リスク情報の収集体制の確立に力を入れているが、日本機械輸出組合では、

特定市場将来性分析調査委員会 を発足させて、このカン トリー・リスクの情報収集及び分析作業を担

当し、協力 している。

　 ちなみに同委員会の構成メンバーは以下の通 りである。

　　 (政 府及び政府機関)

　　　　通産省、JETRO、 日本輸出入銀行、海外経済協力基金

　　 (プ ラン ト関連業界団体)

　　　　 日本機械輸出組合、日本プラン ト協会　日本機械工業連合会、(社)日 本産業機械工業会、

　　　　 エンジニア リング振興協会

　　 (民 間企業)

　　　　総合商社(7社)、 機器メーカ(6社)、 エンジニアリング企業(4社)

ら
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　 2.2.5　 海 外 情 報 ネ ッ トワー ク

　 ブ ラ ン トの大型 化 に伴 い 国際 コ ン ソ ーシ ャムの 形 成 によ り為替 リスク の回 避 、調 達機 器 の相 互 補 完

に よる競 争力 強 化等 をは か るた め、 国 際 協 調 の体 制 の確立 が必要 とな って き てい る。

　 こ う した ことか ら 日本機 械輸 出 組合 では、 国際 コ ン ソー シ ャム形 成 を推 進 す る こ とが プ ラ ン ト輸 出

業界 の メ リ ッ トにな り、 ひい ては貿 易 摩 擦 を和 らげ るこ とが で き る との考 え 方 に立 ち、 欧 州 の機 械 業

界 団体 との交 流(情 報 交換 等)を 促 進 してい る。 す で にベ ル ギ ー とは 過去2回 、 定 期 協 議 を行 ってk・

り、 さら に、 オ ランダ 、英 国 と も本 年度 内 に第1回 の定期 協議 を開催 す る こ と と してい る。

　 ちなみ に、 日本 機械 輸 出組合 が交 流 を推 進 してい る 欧州 側 の機 械業 界団 体 は以 下 の通 りで ある。

ベ ル ギ ー

オ ランダ

英 　 　 国

西　　 独

ス ベ イ ン

フ フ ンス

イ タ リア

FABRIMETAL(ベ ル ギ ー機 械 ・金 属工業 連 合 会)

FME(金 属製 品電 機工 業 連 合 会)

EEF(機 械 工業 経 営 者連 盟)

VDMA(ド イ ツ機 械工 業 会)　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

SERCOBE(ス ペ イ ン設 備機 械 工 業 連 合会)

GEIF(フ ランス ・プ ラン ト産業 グ ル ー プ)

FIMTA(一 般機 械 工 業 連 盟)

ENI(全 国 炭化水 素公 社)

　 上 記 の欧 州 業 界 の ほ か に も日本機 械 輸 出 組合 と しては、 メキ シ コ、 ブ ラ ジルの 中進 国 との業 界 レベ

ル の交流 や 中国技 術 総 遣 口公 司 との交 流 も推 進 してい るが、 こ う した海外 の関 係業 界 団 体 と の交 流 を

通 じ、 今 後 は プ ロ ジェク トの 引合 、 カン ト リー ・リス ク等 の情 報 交換 を推 進 し、 相 互 に とって有 効 な

情報 収 集 整 備 体制 を確 立 す る こ と を 目指 してい る。

　 さ らに、 今 後、 海 外 との情 報交 換 機 能 を拡 充 す るた めに は、OECD、 　DAC等 の 国 際 機 関、世 界

銀行 等 の国 際 金融 機 関 か らの情 報 収 集 も活発 に行 う必要 が あろ う。

■

2.3　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　 日本 機 械 輸 出 組合 では、 統 計類 の収 集 整備 を重 点事 業 の1つ と して い るが、 すで に 「機 械 輸 出通 関

統 計 」にっ い て も、 昭和55年 度 よ り国連 統 計 か らOECD統 計(磁 気テ ープ)に 切 り替 え、 日本情

報 処 理 開 発 協会 の協 力 を得 て デ ー タベ ース化 す る こ と と した。 当該 輸 入統計 は、 世 界機 械 貿 易 の動 向

を把 握 す る た め、 従 来 手作業 に よ り作 成 してい た もの で あるが、 コ ン ピ ュー タ処 理 に よ り統 計 の作成

時期 も大幅 に短 縮 す る こ とが で き る こ と とな った 。

　 プ ラ ン ト関連 では 、世界 の プ ラン ト輸 出市 場 に おけ る我 が国 の位置 づけ、 世 界 の プ ラ ン ト需 要動 向、

先 進 国 との競 合 状 況等 を分析 す るた め に、1969年 か ら作成 してい る 「OECDプ ラン ト輸 出統計 」

を55年 度(1978年 版)か らコ ン ピ ュータ処 理 をす るこ とと し、 上記 輸入 統 計 と同様 に作 成時 期 を

大 幅 に早 め る こ とが 可能 とな った 。

　 なお、 当該 輸 出統 計の デ ー タベ ース化 に際 して は、 従来 の 「プ ラン ト成約 実績 表 」と と もに、 そ の
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システ ム設計 を 日本情 報 処理 開 発協 会 に委 託 した もの で ある。

　 ま た、 「プ ラ ン ト成 約実績 表 」は、 会員企 業 か らの成 約実 績 報 告(毎 月)に もとづ 獣 手 作業 で統

計 資料 を作 成 して いた もの で 、我 が国 プラ ン ト輸 出 の動 向 をほぼ掌 握 で き る資料 と して プ ラ ン ト関連

業界 に広 く利 用 さ れ てい る。 今回 の システ ム設 計 で は 、 当該 実 績報 告書 か ら、 機種 別 、 市 場 別、 資金

別輸 出実 績 な ど数 多 くの貴重 な資料 を導 き出す こ とが 可能 な こ とに鑑 み 、入 力 フォ ーマ ッ トを改 善 し、

さ らに各 種 各様 の詳 細 なデ ータ を作 成す る こと と した もの で あ る。

　 この プ ラ ン ト成 約 実 績表 に つい ては、 自主統計 の整 備 、 拡 充事 業 の一 環 と して55年 度購入が決定 し

てい る小型 コン ビ=一 夕 を用 い、56年 度 に コン ビ=一 夕処理 を行 うべ く検 討 中 で あ る。

`

2.4　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 期 待 と 効 果

　 情報 ネ ッ トワーク の拡 充 は、業 界 全 体 で考 え てみ れ ば、情 報 の収 集 作 成 を一 元 化 す る こ とに よ って、

情報 に対 す る重 複 的 投 資 を防 ぎ、 重点 投資 や 稀薄 な 分野 へ の投 資 を可能 と し、 情 報 の質 を向 上 させ る

ことにな るた め、 情 報 に対 す る投 資効果 を高 め、 さ らに情報 提 供 体 制 を整 備 す る ことに よっ て、 広 く

一般 に利 用 して も らう こ と も可 能 とな る
。

　 す なわ ち、 各 ネ ッ トワーク 毎 にみ る と次 の よ うな メ リ ッ トが 考え られ る。

　 ①企業 側 と して は、 輸 出戦 略 の立 案 に必要 な基 礎 情 報 を業界 団体 か ら入 手 す る こと によ っ て、 よ り

高 度 な分析 を可能 と し、従 来 、 基礎 デ ータ の作 成 に要 した労働 力 、 資 本 を他 分野 で効率 的 に活 用 で き

る。(業 界 内 ネ ッ トワ ーク)

　 ②政府 と しては 、業 界 の動 向 、 プ ラン ト輸 出 の 需要 及 び実 態 に関 す る基 礎 デ ー タ を業 界 団 体 か ら入

手 す る こ とに よ って、 よ り高 度 な産 業 、貿 易 政策 を推 進 す る こ とが で き る。(政 府 ・産 業 間 ネ ッ トワ

ーク)

　③ 業界 団体 に とって は、 他 業界 との 情報 交換 によ り、基 礎デ ータ を有 効 に活 用 し、 事 務 能 率 の 向 上、

省 力化、 迅速 化 に役 立 て る ことが で き、 高 度 な業 界 の施 策 を実 施 で き る。(産 業 間 ネ ッ トワ ーク)

　 ④ デ ータ を磁気 テ ープ化 す る こ とに よ り、 先 進 主要 国 との デ ータ ベ ース によ る情報 交 換 が 可 能 とな

り、 産業 協 力 を促 進 す る こ とが で き る。(海 外情 報 ネ ッ トワー ク)

,

2・5　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 問 題 点

情 報 ネ ッ トワーク に よ り情 報 に対 す る重 複 的投 資 を回避 し、 情 報 の効 率的 な活用 をは か る こと に よ

り情報基 盤 を拡 充 、 強化 す るた め に は、 次 の よ うな こ とが考 え られ る。

亀

◆

　 251　 マ ネ ジ メ ン ト上 の 問題 点 ・

　情 報管 理 上 の問 題 点 と しては、 次 の点 に留 意 す る必 要 が あろ う。

　 ①情 報 基盤 を拡 充 す るため には、 業界 の ニ ーズ を的 確 に把握 してニ ーズ に適応 した情 報 を収 集 す る

能 力、 さ らに 文字 情 報 につい ては キ ー ワー ドの 選 択 や抄 録 を作 成す る加 工能 力、 デ ー タ の保 守 とい っ

た管 理能 力 を有す る専 任者 の教 育 ない し養 成 が 必要 で ある。
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　②会員企業からの情報に基づきデータを作成する場合には、一般的な情報と、企業機密に属する情

報を峻別 し、一部限定又は条件付 きであっても個別企業からの情報が入手できるよう情報拠点として

の中立性と信頼度を高める必要がある。

8

■

　 2.5.2　 技 術 上の 問題 点

　 広範 かつ 大量 の情 報 を収 集 、整 備 す る だ めに は、 コ ン ピ ュータ ・システ ムの導入 に よ り情 報 の収 集

能 力、 加工 ・処 理 能力 、 さ らに は蓄 積 能力 とい った情 報 管理 能 力 を高 め る必 要 が ある。 しか しなが ら、

コ ン ピ ュータ ・シス テ ム の導 入 に あた っ ては
、 ① 情報 機 器や人 材 をいか に経済 的 に、 或 い は効 率 的 に

活用 す る か・ ② システ ム を効 率 運 用 す るた め のデ ータバ ンク や デ ータ フ ァイル を いか に整備
、更 新す

るか 、 ③ ア ウ トプ ッ トさ れ るデ ータ を情 報 ニ ーズ に合 致 させ、 しか も利 用 しや す い形 態 と してい か に

作 成、 保 存 す る か とい った点 が 問題 と して提 起 さ れ よ う。

■

　 2.5.5　 公共 的 デー タの 利 用

　 プ ラン ト輸 出 に関 して は・一 般 的 な情 報 か ら専 門 的 な情報 ま で多 岐 にわた ってい るが、 こ う した情

報 を企業や業界団体が収集、整備するのは能力的にも経済的にも限界がある。

　 と りわけ 、相 手 国 政府 、 あ るい は国 際機 関 のデ ータは民 間 ベ ース では入手 困難 な ケ ース もあ るの で、

政 府 間 あるい は政 府 一国 際 機 関 間 の情報 交 換等 に よ り今 後 と も情報 の収集、 整備 をは か り、 理 想 を言

えば米 国 商務 省 の よ うにで きる だけ 多 くのデ ータ ある いはデ ータベ ース を と り揃 え
、 民間 に提供 で き

る体制 を確 立 す る こ とが望 まれ る。

　 英 国 では 、 貿 易 省傘 下 のBOTB(British　 Overseas　 Trade　 Board)が 在 外 貿 易事 務所 か

ら引合 い及 び入 札 案 内・ 海 外 の代理 店 紹 介、 海 外大 型 プ ロジ ェク ト情報 な どの関 連情 報 を収 集
、 処 理

し、 コン ビ=一 夕 に内蔵 し、 輸 出情 報 サ ー ビス(EIS)を 窓 口 と して国 内輸 出業 者 の情報 ニ ーズ に

応 えて い る例 が み られ るが 、 我 が国 で も在 外 公館 の情 報 収集 機 能 の拡 充 が望 まれ る。

　 ま た、現 在 、 プ ラン ト統 計 に つい ては、 そ の範 囲や 分 類 が共通 してい ない こ と もあ って、 全世 界 的

な プラ ン ト統 計 を作成 す る こ とは 極 め て困難 な の が実 情 で ある 。 このた め、 プラ ン ト輸 出統 計 が整備

さ れ てい る我 が国 と しては・ で き る限 り多 くの国 が プ ラ ン トに関 す る統 計 や指 標 を作成 で き るよ う政

府 か ら相 手 国 政府 に対 し働 きか け を行 い、 必要 に応 じて統 計整 備 等 に協 力 す る こ とが望 まれ る
。
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3.　 建 設 機 械 産 業 と 情 報

5.1 前 提

　 5.1.1　 '80年 代の建設機械産業の動向　　　　　　　　.

　・80年代における我が国の建設機械産業は、国内的には市場の成熟による飽和状態への対応 を迫ら

れ、一方外的には本格的な国際化時代の到来を迎えることになろう。.国内市場においてはほとんどの

機種が成熟段階に達 し、ほぼ飽和状態の市場 となる一方、新規需要の要因であり、建設機械需要の牽

引力でもあった公共投資の伸びの鈍化 によって、成熟した産業として代替需要 を中心とした市場 とな

るであろ う。 このように国内需要は停滞化にある一方建設機械産業に対する社会的ニーズとしての省

力化、環境保全、安全性、省資源、省エネルギー等 も固定化 し、これらに対応 したキメの細かい企業

戦略が要求される時代 となる。

　外的には既に建設機械産業は品質、性能、価格においては欧米先進国の水準に達 しており、建設機

械 の供 給国 と して世 界的 なデ イス トリ ビ ュー シ ョン の展 開 を図 り、 本 格 的 な輸 出産 業 へ 転 化 す る時代

とな る。

　 新経済社会7カ 年計画C79年 ～'85年)に 基づく公的資本形成の伸びを前提とすると建設機械の

国 内需 要 は'79年 度 一'85年 度の 平均 伸率 は6.3%と な り、'76年 度 一一'79年 度 の伸 び 率29.0%に

達 し大 幅な鈍 化 とな る。ま た、 輸 出は 従来 の 主要 仕 向 先 で あ る中近 東、 東 南 ア ジア の主 要国 のG.D.P

ベ ース で試算 す る と'79年 度 ～'80年 度 の平 均 伸 び率 は10.4%C76年 度 ～'79年 度14.2%)と

な るが、 今 後 市場 と して の絶 対規 模 が 大 き く輸 出市場 と して の伸 びが 大 き く期 待 でき る ア メ リカ を中

心 と した 先進国 市 場 の需 要 の伸 び を勘 案 す る と、 従来 の伸 び を上回 る水 準 の伸 び が 見込 まれ る。

、

　 512　 情報管理の視点と課題

　以上'80年 代の建設機械産業における国内、海外の量的動向および市場の状況 を前提にすると、今

後 の情報 管理 の視 点 は、(1)内需 の喚 起 、(2)輸出 の拡 大 、(3)技術 開発 の3点 に集約 され 、 各 々 に対 応 し

た情 報 の収 集 と管理 、 分析 が重 要 な 課 題 とな ろ う。
喝

　(1)内 需の喚起

　 我 が国 の建 設機械 産 業 は'70年 代 に おい て、 住宅 建 設、 民間 設備 投 資 を中心 と した'72年 度 一'73

年 度 の成 長期k－よび 公共 投 資 を背 景 と した'77年 度 ～'80年 度 の第2次 成長 期 を迎 え、 短 期 間 に急 成

長 を遂 げ る に至 った 。 そ の結 果 、 市場 に おい ては 急速 な保 有 水準(資 本 ス トック)の 上昇 を もた らす

こ とに もな った 。 このた め 国内 市場 に お いて は'80年 代 は財 の需 要 と して は成 熟段 階 に達 す る時 代 と

み るこ とがで き る。 一 方 建 設機 械 は 財 の特 性 と して他 の投資 財 と比 べ、 稼動 条 件 が著 し く厳 しく、 製

品 の ライ フサ イク ルが 短 い こ とか ら、'80年 代 の 内需 は代替 需 要 を中心 と して推 移 しよ う。 また ユ ー

■
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δ

ザ 層 にお いて も土 木建 築 業者 が 主体 で ある もの の都 市型 土 木 工事 を反 映 した管 工 事業 、 電気 工 事業 、

或 い は造 園 業 、農 業 、 林 業等 幅 広 い広 が り をみせ てお り、 さ らに近 年 の特 徴 的 な点 と して レンタ ル業

(賃 貸業)が 台頭 して きた こ とが挙 げ られ る。従 って 内需 の 喚 起 とい う課題 におい て今 後特 に必 要 と

され る情 報 は 、基 本的 に は建 設工事 の動 向 が中心 とな るが 、 ライ フサイ クル に対応 した需要 を求 め る

た め のユ ーザ の企 業 行 動 、特 に30数 万 の建 設業 者 の うち90%以 上 を占め る中 小 建設業 者 に対 す る

ミク ロ情報 の 管理 を的 確 に把握 してい くこ とが基 本 的 な情 報 管理 の課 題 とな る。 また土 木 建設 業 者ユ

ーザ の経済 性 の追 求 に よる レン タ ル等 の利 用 の増 加 に よ って、 ユ ー ザ と しての レ ンタ ル業 の動 向 の把

握 等 が今後 の 新 しい情 報 管 理 の課 題 と して重要 とな る。

ぜ 　(2)輸 出の拡大

　'80年 代の国内市場は従来のような量的な拡大発展は期待できないことから、我が国建設機械産業

の今後の発展の課題は、従来以上のより本格的な輸出産業への転化であろう。近年我が国の建設機械

の国際競争力は総 じて強化されており、今後さらに海外市場 を開拓するための課題に対応 した基本的

な情報のターゲットは次のようなものである。

　　④ 輸出および海外生産のための能動的なミクロ情報の収集

　　◎　メーカの海外の直接拠点あるいは海外ローカルデ ィーラによるデ イス トリビューションの展

　　　開。

　　◎ アフターサービス、部品供給等のサービス体制の確立。

　　◎　資源開発への対応。

　今後、特に注目すべき市場情報としては石炭を中心 とした世界的な資源開発への対応であり、欧米

建設機械メーカと比べ、我が国建設機械産業の対応、特 に技術開発面が最 も遅れていることからして、

この分野の情報の収集が早急な課題 として挙げられる。

●

　 (3)技 術 開発

　 建 設機 械 は'70年 代 に 油圧 化 とい う技 術 革新 を経 て、 大 きな 成 長 を達 成 した。今 後 国 内的 には 社 会

的 ニ ーズ と して、 省 力 化 、 省 エ ネル ギ ー化 、無 振動 、 無 騒音 等 の無 公害 化、 省 力 化機械 と して の小型

建 設 機械 の多様 化 、 既 存機 械 の ア タ ッチ メン ト開発 に よ る多様 化 工 法 へ の対 応 、 電子 装 置 を組 み込 ん

だ制 動 シス テ ムの 開発 、 無 人化 等 が 今 後 の技術 開発 の課 題 と して 挙げ られ る。

　 また、 海 外 へ の対 応 と しては資 源 開発 、 大型 土 木 工事 等 の 新規 市 場 に対応 した超 大型 機械 す なわ ち

ダ ン プ トラ ック(積 載 能 力200t以 上)、 ブ ル ドーザ(総 重量80～100t)油 圧 シ ョベル(バ

ケ ッ ト容 量20～30　 mB)の 開発 、　k－よぴ農 業、 林 業等 の市 場 に 対応 した機 械 の 開発 、 さ らには機 械

施工のノウハウの供 与等が 、建 設機 械 の輸 出戦 略 を拡 大 す るに当 っ ての技 術的 課 題 と して 挙げ られ る。
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5.　2　 情 報 の体 系 化

521　 内的基本統計

　 停 滞 が予 想 さ れ る'80年 代 の 国 内市 場 に おい て 内需 を喚起 してい くこ とは建 設機械 業 界 に とって輸

出 を拡 大す る こ と と同 時 に'80年 代の 最 も大 きな 課 題 といえ よ う。

　 よ って国 内 的 に従来 以 上 に マク ロ、 ミク ロ情 報 の 体系 化 と整 備 が 目下 の課 題 といえ る 。す なわ ち内

的基 本統 計 を整備 す るに あた って は、特 に ミク ロ情 報 の収 集、 整 備 が さ れ なけ れば な らない 。現 状 で

は建 設 機械 産業 を取 りま く内 的統 計 につ い ては建 設機 械 産 業 の需 要動 向 を判 断 す る情 報 と しての基 本

的 なマ ク ロ情報 、 お よび需 要 を喚 起 して い くた め の市場 を中心 と した ミク ロ情 報 とに大 別 され る。

`

(1)マ クロ情報

　①　景気動向に関する情報

　　 イ、主要経済指標、　 ロ、長期経済計画、　 ハ、主要プロジェク ト計画(道 路、下水道、港湾

　　　等)

　②　建設工事動向に関す る情報

　　 イ、建設投資、公共投資動向、　 ロ、公共工事着工統計、.民間土木工事着工統計、

　　ハ、住宅および建築物着工統計、二、建設工事施工統計、建設工事受注統計、

　　ホ、民間設備投資の動向

　③　生産、販売動向に関する情報

　　イ、機械統計(通 産省)　 　　　 ロ、機械受注統計(経 済企画庁)

　　ハ、 日本貿易統計(大 蔵省)　 　 二、産業機械受注統計((社)日 本産業機械工業会)

　④　関連業界の動向に関する情報

　　 イ、生コン、セメン ト需要動向、ロ、石灰石生産、出荷統計∴

　　ハ、骨材生産現況

　⑤　価格動向に関する情報

　　 イ、卸売物価(日 本銀行)　 　　 ロ、建設資材物価動向、

　⑥　騒音、振動、安全等各種法的規制に関する情報

　　イ、道路交通法、　 ロ、労働安全衛生法、　 ハ、公害規制法、　 二、建築基準法、

　　 ホ、特定機械情報産業振興臨時措置法

■

■

　(2)　 ミク ロ情 報

　 マ ク ロ情報 に対 し、建 設機 械 産業 が今 後 の需 要 を喚起 してい く ミク ロ情 報 と して は、 以下 の もの が

主 要 な もの とな ろ う。特 に主要 ユ ーザ で あ る我 が 国建 設業 の かか え る問題 点 と して は、 建 設 労働者 の

不足 、(技 術 労働 者 の不 足)、 と高齢 化 の 進行 あるい は環境 規 制 の強 化等 が あげ られ 、 この よ うな客
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■

'

観情勢の中で、ユーザの企業行動は従来と異っていくことが考え られる。ユーザの企業行動の中で特

に重要 と考えられることは、省力化、 コス トパフォーマンスを以前にもま して強 く追求してい くこと

であり、これらに対応 したミクロ情報の収集が建設機械業界にとっての重要な課題であろう。

　①　販売動向に関する情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

　　　業界の自主統計の収集、整備

　　イ、出荷統計……国内(地 域別)、 海外(地 域別)

　　　　　　　　　 機種別、クラス別

　　ロ、中古車………下取状況、再販状況、在庫状況(機 種別、クラス別)

　②　需要業界の動向に関する情報

　　イ、建設業の建設労働人 口の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　'

　　ロ、建設機械保有状況、(ユ ーザ別)

　 ハ、建設機械稼動状況、(ユ ーザ別)

　　二、 レンタル(賃 貸)、 リースの使用状況

　　ホ、 レンタル、 リース業界の動向

　 へ、施工技術の動向

　③ 建設工事動向、他

　　イ、地域別、県別建設工事の形態と量的規模

　　ロ、圃場整備、森林伐採等農林業分野の動向

　　ハ・石油、食糧等の備蓄、石炭等代替エネルギー、海洋開発等新規分野の工事動向

　 る.2.2技 術 情 報

　 建 設 機械 の需要 先 は建 設 業 が 大 きな ウ ェイ トを 占め てい る。 この建 設産 業 は受 注産 業 で あ り、 建設

機 械 の使用 現 場 は千 差万 別 で あ ると い う特 性 を持 って い る。 従 って建 設業 者 は個 々の建 設工 事 に おい

て効 率 的施 工 、 生産性 向上 を 目指 してい る。 さ らに今後 は建設工 事 の増 大 が期 待 で きな い 環境 にお い

て は特 にコス トパ フォ ー マ ンス の高 い機 械 の 開発 が強 く要 請 され る で あろ う。 また 建 設 工事 は道 路、

ビル、 ダ ム等 の社 会 資本 の充 実 を目指 した工事 が 中心 にな る一 方 、 オ ペ レ ータ の生 命 の安 全性 の確 保

(人 間性 の尊重)、 無 騒 音 、無 振 動 な どの建 設 工事 の対社 会 的責任 が強 く要 求 され る とい う時代 に来

てい る。 さ らに これ らの 社 会 の大 きな 流 れ に対 し、都市 開発、 エ ネルギ ーの備 蓄 とい うよ うな新 しい

工 事 へ の対 応 も迫 られ てい る。以 上 の よ うに社 会 、人 間 をと りま く環境 が大 き く変 貌 しつつ あ る中で

建 設機 械 産業 に と って、 対 社会 、 対人 間 の 関 係 を含 めた技 術 開発 が 急速 に要 請 され る時代 が きて い る

とい え・ 今 後建 設機 械 産 業 に必 要 な技 術 情 報 と して は、 次 のよ うな もの が挙 げ られ よ う。

　 ①　 社 会的 ニ ーズ に関 す る情 報

　 　 イ、 省 資源、 省 エネ ル ギ ー に関 す る もの

　 　　 　 (例 、 低燃 費型 の省 エネ ル ギ ー機 械)

　 　 ロ、 社 会環境 の保 全 に関 する もの
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　　　 (例 、無振動、無騒音等公害防止機械)

　ハ、人間性 を尊重 した安全性に関するもの

　　　 (例 、運転操作機構の向上、 自動化等)

　二、慢性的労働力不足、高齢化の進行

②　新分野に関する情報

　イ、都市型土木工事に関するもの

　ロ、世界的な資源開発、海洋開発に関するもの

　ハ、エネルギー備蓄に関するもの

③　工事動向に関する情報

　イ、公共事業の質的変化に関するもの一 今後も公共投資が建設工事 を主導するものと考えられ

　　るが、今後特に留意すべきことは下水道、公園等の都市の再開発等工事の主体が人間環境、生

　　 活 環境 の改 善 に置 か れ る こと で あろ う。

　 ロ、 他 方、 資本 ス トック の進 ん で いる道 路、 電 力 関係 等 につ い て は既 存 ス トック の メイ ン テナ ン

　　 ス 工事 が増 加 して くる ことが予 想 さ れ る。

④ 　海 外 市場 に関 す る情 報

　　代替エネルギーを中心とした世界のエネルギー資源の開発に対応 した情報が必要とされる、特

　 に石油に代る石炭、原子力用の ウラン鉱石が資源開発の主役 となることが予想され、これらに対

　 し積極的な対応が望まれる。

⑤　技術イノベーション

　　 今 後予 想 され る建 設機 械 産業 の イ ノベ ーシ ョン は基 本的 には 既存 機 種 の応 用 、改 良、 さ らには

　 電子工 業 との 組 み 合せ に よ る こ とが予 想 さ れるが 具 体 的 には以 下 の点 が考 え られ よ う。

　 イ、 省 資 　 源 　 …… …標 準 化 の 推進 に よ って部 品の 互換 性 矯 め る こ と。

　 ロ、 省 エネ ル ギ ー … … …デ ィーゼ ル エン ジ ンの 低燃 費 の追 求 お よ,び油 圧機 器 も含 めた トータ ル と

　　　　　　　　　　　　 してのエネルギーコス トの低減

ハ、 大 型機械

二、 安 　全 　 性

ホ、 資源 開発

動力源としてのガスタービンの採用

電子工業 との結びつきによる自動制御装置等の組み込み。

資源開発において強 く求められるのは生産性の向上であり、特に大規模

な開発に当って超大型機械の開発が必要 とされる。

特に大型機械用の「超高圧の油圧機器 」また「マイコン等の電子機器の応用 」等についてはベーシ

ックな技術開発課題 として挙げ られる。

`

、

　 5.　2.　5海 外 情 報

　現在の我が国の機械産業が海外戦略を展開するに当って、必要かつ利用 している情報としては基本

的 には 次 の4点 が挙 げ られ る。

　 ① 販 売活 動 一 特 にデ ィス トリビ ュー シ ョン(販 売、 サ ー ビス、 部 品供 給、 フ ァイ ナ ンス)を 展

一22一



関す るに当 って の現 地 デ ィス トリ ピ ューシ ョの在 り方 に関 す る情 報。

　② 　海 外 需要 の把 握

　③ 　海 外 メー カ の動 向

　④　 現 地 生産 活 動

　 この うち① ②④ につ い ては 発展 途 上 国 、中 進 国、 先進 国 とい う各 々への 独 自 の対応 が必 要 とされ る。

●

,

　 ① 　販 売 活動 に関 す る情 報

　 販 売活 動 の基 本 とな るのは デ ィス トリビ ュー シ ョン の展 開 で あるが、 これ には 当該 国 に最 も適 合 し

た デ ィス トリビ ュー シ ョン に関 す る情報 拾 よび コンペ チ タ ー(競 争 者)で あ る海外 メー カの デ イス ト

リビ ュー シ ョンの 状 況 に 関す る情 報 が重 要 で ある 。具 体的 には コ ンペ チ タ ーの状況 と しては販 売 、 サ

ー ビス、部 品供 給 の各 々 の体制 お よび価 格 戦 略 と信 用供 与(リ ース)、 製 品戦略 等 で あ り、 ま た我 が

国 メ ー カ が 現 地 に 進 出 す るに 当っ ての 現 地 ロ ーカル ・デ ィー ラの分析(販 売力、 資金 力等)、 現 地

の規 格 、標 準化 等 が挙 げ られ る。 現 在 の とこ ろ コンペ チ タ ー訟 よび現地 ロー カル ・デ ィー ラに関 す る

情 報 ソース と して は メー カ独 自の企 業 活動 お よび 商社等 の マ ーケ ッテ ィン グ に よ るもの で あ り、一 般

情 報 と して入 手 で き る ものは 少 な い。 しか しな が らこれ らの情 報 は 輸 出戦略 を展 開 す る に当 って最 も

重要 でか つ効 果 的 な情 報 で あ り、 今 後 の情報 収 集 に関 す る大 きな課 題 と して、 対応 を迫 られ て い る。

　 ま た、 先進 国 につ い ては機 械 の安 全性 は必 須 条 件 とな っ てい るの で、規 格 、標 準 化 につい て よ り積

極 的 な情報 収 集 が必 要 とされ る。参 考 ま で に現 在 得 られ てい る規格 は次 の よ うな もので あ る。 国 際規

格としてのISO、 国 別規 格 と して のJIS(日 本)、ASTM(米 国)、BS(英 国)、DIN(西

独)、CSA(カ ナ ダ)、AS(オ ース トラ リア)、NF(フ ランス)、　GOST(ソ 連)。

　 ②　 海外 需要 の把 握 に関 す る情 報

　 国別 の需要 動 向 を、

　 　 イ、 建 設機 械 の 全機 種 にわ た って生産 活動 を行 ってい る国(ア メ リカ、 イ ギ リス、 西独 、 イ タ リ

　 　 　 ア、 フ ランス)

　 　 ロ、建 設機械 の一 部 機 種 を生 産 してい る国

　 　 　 　 (イ を除 く先 進 国 お よび 中 進 国)

　 　 ハ、 建 設機械 の 非 生産 国(主 と して発 展 途上 国)

に分類 す る必要 が あ る。 イ、 ロ、 に つい てはそ の国 の 国 内向 出荷 量 および輸 入 量 の合 計、 ま た ハ、 に

つ い ては輸 入量 の総 量 が そ の国 の需 要 規 模 とみ な す ことが で き る。 これ ら を把 握 す る際 の基 本的 な情

報 ソ ース と して は各 国 の政 府 ペ ース に よ る生産 、 出荷 統 計 お よび通 関統 計、 世 界 的 な もの と しては 国

連 統 計等 が あ る。

　 また、 将 来 の需 要 動 向 を把 握 して い く情報 と して は社会 、 経 済 発展 計画 等 の経 済 政策 で あ るが、 特

に先 進 国市 場(ア メ リカ、 ヨー ロ ッパ)の 資本 ス トックの水 準 が極 め て高 い国 々 に おい て は代替 需要

に関 す る情 報(例 、 更 新 のサ イク ル等)も 重要 とな って くる。経 済政 策 に関 す る具 体的 情 報 と して は

工 業 化計 画(プ ラン ト建 設等)、 資 源開発 計 画 、 イ ン フ ラ整備 計 画(住 宅 、道 路、 港 湾、 通 信、 学 校 、
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病 院 、 空港)、 農業 、 林業 等 の諸計 画 が挙 げ られ る。 これ らについ て現 在 我 が 国 で得 られ る情 報 ソー

ス と して は、JETRO、 ア ジア経 済 研 究 所 、 中東 経済 研 究 会、 ラテ ンア メ リカ協 会、 各 国 と 日本 と

の各 種 経済 委員 会等 で ある。 機 械 関連 業 界 と して は、 日本機械 輸 出組合 、 日本 プ ラン ト協 会 、 日本 機

械 連 合 会 で ある。 民間 の情 報 ソース と しては 銀行 、 商社 、 証券 会 社 お よび そ れ らに関 連 した各 種 経 済

研 究 所、 総 合 研究 所 等 で ある。 しか しこれ か ら得 られ る情報 は企 業 に とって は あ くまで マ ク ロ情 報 と

しての 位置 づ け で あ り、実 際 の 機械 需要 の把握 と販 売活 動 を推進 して い くに 当 っての ミク ロ情報 の収

集 と しては現 地 に おけ る市場 調 査 を各 企 業 も しくは業界 団体 と して推 進 して い く必要 性 が高 い 。 ◎

　 ③　 海外 メ ー カの動 向把 握

　 現 在 世界 の建設 機 械 の供 給 国 と して は ア メ リカ、 ヨ ーロ ッパ諸 国(西 独 、フランス 、イタ リア、 イ ギ

リス)と 我 が国 が挙 げ られ る。 特 にブ ル ドーザ では 米 国 のキ ャタ ピラー社 、 イ ンタ ーナ シ ョナ ル 八 一

ベ ス タ社 等 、 油圧 シ ョベ ル では デ マ ー グ、 ボ ク レン、 リップヘ ア、0&K社 等 の ヨー ロ ッパ の メー カ

が挙 げ られ る竺_/〆

　 特 にア メ リカ、 ヨー ロ ッパ の先 進 国 メー カ は国 内 の社 会資 本、 工業 化 等 が 進ん でい るた め 内需 の成

長 は停 滞 して お り、 早 くか ら海 外 市 場 を 目指 し、 そ の販 売戦 略、 現地 資本 進 出 を展 開 して い る。従 っ

て我 が国 の建 設 機械 産 業 が今 後本 格 的 な海 外 戦 略 を展 開 す る に当 って、最 も大 きな課 題 とな るの は こ

れ らの欧 米 メー カ との競 合 で あ り、 そ の 生産 活動 、 海 外 デ ィス トリビ ュー シ ョンの展 開 等 の動 向 は き

わ め て重 要 な情報 とな る。特 に欧米 メ ー カが世 界的 な資 源開 発 に対 し、超 大型 機 械 を以 て、 い ち早 く

対 応 して お り、 彼 らの技 術 開発 の動 向 一 新規 市 場 へ の早急 な対応 一 は我 が 国建 設 機械 産 業 が従 来

中 小型 機 を中心 に技 術 の高 度化 を図 っ て きた だけ に一 層 重要 な情 報 と して位 置 づ け られ よ う。 これ に

対 し現在 の我 が国 の建 設機 械 産 業 界 と して は、 個 別企 業 の マ ー ケテ ィング活 動 は別 と して、 欧 米 メー

カの動 向 に関 す る情 報 ソース は ほ とん どな い のが 実情 で あ る。 現在 業 界 と しての接 触 はな い が、海 外

建 設 機械 メー カの業 界団 体 と して はConstruction　 Industry　 Manufacturers　 Association

(米 国)、Fachgemeinschaft　 BAV　 and　 Bastoff　 Machinもn　 im　 UDMA　 (西 独)、

S　yndi　'c　at　Nati　 onal　 des　 Industries　 d　Eguipement　 MTPS'(仏)、

Federation　 of　 Manufactures　 of　 Construction　 Eguipment&Crames(英 国)

が あ り欧米 メ ーカの動 向 を調 査 す る基 本 的 な 情報 ソース と して、 今後 積極 的 な交 流 が 図 られ る こ とが

望 ま しい。

　④　海外生産活動

　我が国建設機械産業が本格的な輸出産業へ転化するに当って、現状は製品輸出を主体とするものの

今後予想される世界市場獲得競争の激化に対 し、既成マーケットを確保 してゆくため、また、先進国

進出に当って、国際摩擦 を回避する方法として、将来の重要な課題となるのは生産拠点を現地 に求め

ること(資 本進出)で あり、技術移転(技 術提携、合弁会社の設立、製造プラン トの輸出)に よる国

際戦略の積極的な展開であろう。特に資本進出による現地生産活動を実施するに当っての情報 として
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は、欧米先進工業国については、

　　⑤　建設機械の需給構造

　　⑤ デ ィス トリビューシ・ンの実態

　　◎　現地メーカとの競合条件

等が挙げられ、他方中進国、発展途上国については、

　　⑤ 経済発展段階

　　⑤　建設機械の需要動向

　　◎ 関連産業の発達状況

　　⑥ 　インフラ部門整備状況

　　⑤　企業設立 におけるその他条件(立 地、税制等)

が挙げられる。現地資本進出の是非については一般的には個別企業による自己の経営戦略の展開の一

環として検討されるが、建設機械業界全体を立脚点とすると、欧米系多国籍企業に対抗 しうる地域、

ないし当該国の機種別、規模別の単品輸入の状況、当該国の技術水準の状況、鋳鍛造品、熱処理部品

等関連産業の発達および技術水準の状況等海外直接生産に関するマ トリックスを作成 し、関連情報 を

収集 し、個別企業に対 し基本方向を提示 しうる体制の確立が課題 となる。

　以上、内的基本統計、技術情報、海外情報を体系化すると図3-1の とおりとなる。

5.5　 む 　 す 　 び

　 以 上 述 べ て きた よ う に、 今 後 の建 設 機械産 業 に と って の価 値 ある情報 と して は国 内、海 外 を問 わず 、

販 売活 動、 技 術 開 発 等 い ずれ を取 って もミク ロ情報 が 主体 とな り、 業界 に とって は まず ミク ロ情 報 の

収 集 に課題 が集 約 され よ う。 さ らに集 約 のた め の手 段 、 収 集 した 情 報 の加工、(分 析 、 整 理)お よび

有 効 な活 用 が情報 管理 の課 題 とな るで あろ う。 具 体的 には情 報 の収 集 には(社)日 本産 業 機械 工業 会

建 設 機械 情 報 管理 委 員 会等 に よ る積 極的 な収 集活 動 が望 まれ、 国 内、海 外 につ い て各 々の情 報 の ネ ッ

トワーク を形 成 してい く必 要 が ある。 また、 収 集 され た情報 の加 工(整 理 、 分析)は 極 め て高 水準 の

ノ ウハ ウが要 求 され、 企 業 活 動、 業 界活 動 の指針 とな る もの をア ウ トプ ッ トしてい か な け れ ばな らな

い 。 さ らに収 集 、 加 工 さ れ た情報 を活用 す るに当 って、 現在 考 え られ る基 本的 な課 題 と して は、 ア ウ

トプ ッ トさ れ たべ ー シ ゾク な情報 をも って、企 業 に対 し、基 本 方 向 を提示 してい く こと で ある。
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4.事 務機械産業 にお け る情報 ネ ッ トワー ク構想

4.1　 業 界活動 と情報 流通

　 事務 機 械 産業 が他 の産 業 と大 き く異 なっ て い る点 をまず挙 げ てみ よ う。

　 第1は 、 我 が 国 の事 務 機械 産 業 が 、電 気 機 械、 光学 機 械、 精 密 機械 、 輸 送機 械 な ど、 い くつ か の業

種 を異 にす る機 械 製造 業 の中か ら、 事務 機械 に関 す る部 分 を横断 的 に分 割 し、 再編 成 した製 造 業 で あ

り、 複合 業 種 型 製造 業 で あ る点 で あ る。

　 第2に は、事 務機 械 は最終 製 造 品 で ある ことか ら、 事 務機 械 を頂点 と して、 エネ ル ギ ー、 原材 料 、

部 品 、 設備 な どの供 給産 業 が 裾野 を形 成 してい る点 で ある。

　 第3に は、 事務 機械 産 業 が輸 出依 存型 産業 で あ る点 で あ る。

　 第4に は、 産業 界 そ の もの の歴 史が 極 め て 新 しい業 界 で あ り、 しか も形 成後 急 成長 型 産 業 で ある点

で あ る。

　 第5に は、 業界 を形 成 して い る メ ー カが、 専 業、 兼 業 メ ー カ混 在型 で あ る点 で あ る。

　第6に は 、 技術 開発 とそ の 導入 に おい て、 常 に世 界 の最 先端 を行 く もの で あ り、特 に エ レ ク トロニ

クス の発 展 に関 しては 、そ の最 先 端 技 術 の 一翼 を担 ってい る点 で あ る。

　 この よ うな特 質 をもつ産業 であ るが た め に、 そ の情報 流 通 も多岐 多方面 にわ た っ てお り、 業 界 と し

て受 け る イ ンパ ク トも非 常 に大 きな ものが ある とい え よ う。

　 特 に第3の 点 と して挙 げた、 輸 出依 存型 産 業 で あ る とい うこ とは、 我 が 国事 務機 械 産 業 が 、 世界 に

おけ る供 給 基 地 と して位 置 づ け られ る とこ ろか ら、 主 要仕 向地 で ある米 国 、欧 州 か らの イ ンパ ク トと、

価 格 帯 の低 い事務 機 械 で は我 が 国 と並 ぶ 供給 基 地 で あ る、 東 南 ア ジア諸 国 か らのイ ンパ ク トを、 無 視

で きな い とい う、 事務機 械 産業 界 固有 の情報 流通 につ い て、特 に留意 す る必要 が あ る。

　 こ れ らについ て、 以下 の情 報 ネ ッ トワー ク の項 で、 若干 述 べ る こ ど とす る。

◆

4.2　 情 報 ネ ッ トワー ク
●

4.2.1　 業 界 内 ネ ッ トワー ク

　 図4-1に 示 した もの は、 「事務 機 械 工業 界 を中心 と した情 報 源 の結 合 状況(1)」 で あ る。

　 事務 機械 工業 界 は社 団 法人 で あ り、 社 団 を形 成 す る会員 企業38社 か らな って い るが、 これ を とり

ま く情報 源 に つい て、 公 的機 関、 準公 的 機 関 、学 会、 調査 研 究機 関、 報道 機 関、 関 連業 界 団 体 、 関連

他 団 体 の7機 関 に大 別 して、 直 接 ・間 接 に情 報 源 と しての必 要性 を、 あ る程度 ウ ェイ トづけ して示 し

'て あ る
。

　 情報 のネ ッ トワー ク ●シス テム が最 終 的 に我 が 国 の 主要 産業 を網 羅 す る トータ ル シス テ ム を指 向す

る とす る な らば 、 これの サ ブ シ ステ ム と して と らえ られる こ とにな ろ う し、4・・1で も述 べた よ うに、

●
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事 務 機 械産 業 が他 の産業 界 と横 断的 な関 わ りあい を もって い るが 故 に、図4-1で も明 らか な よ うに.

他 産業 の情 報 拠 点 とな る部 分 も多 く包 含 し、 そ れ ら と密 接 な関 連 を もってい る こ と も当然 で あ ろ う。

この こと につ い ては 以 下 の情 報 ネ ッ トワーク 、 あるい は情報 ネ ッ トワーク とコ ン ピ ュータ の項 で触 れ

るが 、 事務 機 械 産 業 に おい て は、 こ と にこの 点 につ い て留 意 す る必要 が あ ろ う。　 　 　 　 　 　 ,

　 図4-1で は、 基 本的 に情 報 の流 れ と、そ の流 れの 中 に位 置 づけ られ る各 産業 、 も しくは 諸機 関 が

どの よ うな もの で ある か を提示 した もので あるが、 図 の基 本的 な考 え方 と しては4.1で 述 べ た 第1か

ら第6ま で の留 意点 を も とに した もの で あ るこ とは い うま で もない。

　 す なわ ち、 図 で は 事務 機械 産 業 を中心 と したネ ッ トワーク を示 しては あ るが 、 こ こに包 含 され る他

産業 界 と しては 、電 子 機 械 、 通信機 械 、 軽 印刷 機械 、 感 光 紙 な どが密接 な関 係 を もってい る もの と し

て挙 げ られ る し、 さ らに事 務 機械 産業 界 へ のサ プ ライ と して、 プラス チ ック、乾 電池 、鉄 鋼 、 石 油 と

い った業 界 も、 多 くの かか わ りあい を もってい る もの とい え よ う。

　 さ らに また、 事務 機械 そ の もの が、 ハ ー ドウ ェア と しての み存 立す る もの で な く、 ユ ー ザ で あ る一

般 企 業 での使 われ 方 、 す な わ ち ソフ トウ ェア 面か らの情 報 も無 視 で きない立 場 に あ るこ と を考 え れ ば、

コン ピ ュータ関 連 の ソ フ トウ ェア産 業 をは じめ とす る ソフ トウ ェア業界 につ い て も、"情報 ネ ッ トワ ー

ク か ら除 外 して考 え る ことは できな い 。

　 前 に も触 れ た よ うに、 事務 機械 産業 の歴 史が 新 しい とい うこ とは、流 通 チ ャネル が未整 備 で ある、

とい う こ とに もつ なが る こ とで あるが、 この点 か らは流 通 関 係 の各 種 団体 も情 報 ネ ッ トワ ーク か らは

無 視 で きな い と ころ で あろ う。

●

4.2.2　 政 府 ・産 業 間 ネ ッ トワー ク

　事 務機 械産 業 が い 誉や単 に我 が国 の産 業 と して のみ な らず、 世 界 の供給 基地 と して の地 位 を確 立 す

るに いた って い る こ とは 既 に述 べ た と おりで ある。

　 この ことは 当然 海 外 か らの種 々 なイ ンパ ク トを受け る立 場 に あ る産業 で あ る ことに もな るが、 同 時

に歴 史の新 しい急 成長 産 業 で あ るが た め に、 成長過 程 にお いて は国 の助成策 も と られ て きた ことが 、

今 日 をあ ら しめ て い る とい うこ と もで き よ う。

　 図4-2は 、 「事務 機 械工 業 会 を中 心 と した情 報源 の結 合状 況(n)」で あ るが、 こ こで グ ル ー ピ ング

され てい る公 的機 関、 団体等 は、 それ ぞ れ事務機 械 産 業 界 との ネ ッ トワーク を保 持 す る上 で、特 に密

接 な か か わ りあい を もつ もの を示 してい る。

　 ここで は主 た る 目的 が政府 ・産 業 間 ネ ッ トワーク で あ るので、 図 の左 の グル ープ、 す な わ ち政 府 を

中 心 とす る公 的 機 関 と、 事務 機械 産 業 との関 連 に つ いて 述 べ る ことにす る。

　 事務 機 械 産 業 そ の もの につ い て も、 また事 務機 械 工 業 会 そ の もの につい て も、 そ の所 管 す る と ころ

は通 商 産業 省 で あ る。

　 通 商 産業 省(以 下 通産 省 と略)は 、 直接 事 務機 械 産 業 界 に対 して の指導 監 督 と共 に、技 術 開 発 の 面

に お い て特 許 庁 、 工 業技 術 院等 の 立場 か らの指 導 育成 と、業 界 内部 とユ ーザ で ある一 般企 業 の合理 化

育成 の ため の 中小 企 業 庁、 ある いは1事 務機 械産 業界 に と どま るもの では な いが、 特 に省 資源 産 業 と
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しての事 務 機械 産 業 と して のか か わ りあい と して の資源 エネ ル ギ ー庁等 と、通 産 省 全 体 が 大 きな か か

わ り合 い を もってい る。

　 ま た、 度 々述 べ てい る が、 海 外 か らの イ ンパ ク トへ の対 応 と して、 直接 の政 府機 関 で は ない が、 日

本 貿 易振 興 会 も通 産 行 政 の一 翼 をに な っ て、 事務 機械 産業 との情 報 ネ ッ トワーク に は欠 くこ との で き

な い ポ イ ン トで あ る といえ よ う。

　 通 産 省 以外 の政府 機 関 と しては、 最近 の い わ ゆ るオ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン化 に伴 い、 事務 機械

も単 能機 か ら次 第 に複 合機 化 しつ つ あ るが、 特 に重視 しな けれ ば な らな い のは通 信 回 線 の 利 用 で あ り、

この面 か らの郵 政省 、 電 々公 社 は ネ ッ トワー ク と して は かな り高 い ウ ェイ トを もつ もの とい え よ う。

　 また 、直 接 的 な関 係 ではな い が、 政府 機 関 に対 して 行政 能 率 の面 で インパ ク トを与 え る行 政 管理 庁

や 、経 済 面 でマ ク ロな情 報 を得 るた め の経 済 企 画庁 、 日本 銀行 とい った諸機 関、 さ らには業 界 内 とユ

ー ザ との 関連 におけ る公 正 取 引委員 会
、 あ るいは そ の他 に も運輸 省、 労 働 省 等 との諸機 関 は、 政府 も

し くは 関連 諸機 関 と して情報 ネ ッ トワー ク に組込 まれ るべ き機 関 で ある とい え よ う。

●

4.2.3　 産 業 間 ネ ッ トワー ク

　 図4-2に お いて、 右 方 の 関連業 界団 体 は 同種 産 業 間 のネ ッ トワ ーク と して、 第1に 取 りあ げね ば

な らな い で あろ う。

　 事 務 機械 工業 会 も加盟 し、 我 が国 の機 械産 業 全 体 を包 含 す る 日本機 械 工業 連 合 会 や 、輸 出面 での 日

本 機 械 輸 出 組 合 は、 直接 に事務 機械 産 業 と結 び つ くとこ ろで ある。

　 前 に も述 べ た よ うに、 事 務機 械 産業 が 他 産業 と横 断 的 に結 びつ いてい る とい う点 と、 ある意 味 でア

セ ンブ ル産 業 で ある とい う点 か ら電 子 機械 工業 会、 日本 感光 紙 工 業 会、 通 信機械 工業 会、 日本 軽 印刷

工 業 会 等 の諸団 体 は、 ネ ッ トワーク と して も太 い ライ ンで結 び つけ られ るべ き もの で あろ う。

　 一 方 、 事 務機 械 工 業会 に加盟 して い る企業 も一 部 あるが、 事 務 機械 産 業 とは別 に存 在 してい る団体

と して、 日本和 文 タイ プ ライ タ ー工業 会 、 日本 マ イ ク ロ写 真工 業 会等 が あ り、 さ らに 、流 通 面 で は 日

本 事務 機流 通 団 体連 合 会、 日本文 具 卸売 連 合 会等 が挙 げ られ る。

　 さ らに、 事 務 機械 産 業 の発 祥 をた どる と、 電 子機 械 の分野 とは 別 に、 か って の文 房具 か らの流 れ を

探 る こ とが で き るが、 この面 か らは 日本 文具工 業 連 盟 も、情 報 ネ ッ トワーク に組 入 れ られ るべ きで あ

ろ う。

　 我 が 国 に は中央 に 日本 事務 機械 工業 会 が 事 務 機械 産 業 のま とめ を果 たす役 割 と して存 在 す るが、 そ

の一 方 で他 方 に もこの よ うな団 体 が幾 つ か存 在 してい る。 こ こでは そ の中 で活 発 に活 動 して い る団体

の1例 と して、 中部 事 務機 械 化協会 をと りあげ た が、 この よ うな地方 団体 との間 に も、 ネ ッ トワ ーク

化 は 必要 で ある と思 われ る。

　 ま た、 ソフ トウ ェアの 面 で は特 に最近 事 務 機 械産 業 もメ カニ カルな産 業 か ら、 エ レク トロニク ス を

多 く組込 ん だ い わゆ るメ カ トロニ クス産 業 へ と変 身 しつ つ あ り、 そ の方 面 で の連 携 と して機 械振 興 協

会 、 日本情 報 処 理 開発 協 会 を挙 げ て あ るが 、 将 来 は む しろ この方 面 での ネ ッ トワーク の拡 大 が考慮 さ

れ る必要 が あ る で あろ う。

●
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　 産業 間 とは い え な いが 、 ソフ トウ ェア とい う面 と、 技 術 開発、 動 向 とい う面 につい て は、 ユ ーザ で

あ る企 業 の ニ ーズ の把 握 や経 営 合理 化 へ の事 務 機 械 化 の済 用 とい う面 で、学 会 や調 査 研究 機 関 も、 事

務 機械 産 業 のネ ッ トワーク か らは落 とす こ との で きな い 分野 で ある といえ る。

　 図4-2の 上部 に は、 これ らをグ ル ー ピング して示 して お いた。 学 会 と しては、 い ま最 も話 題 とな

ってい るオ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン学 会が 、 直 接 事務 機 械 工業 会 な い し会 員 企業 で あ る産 業 界 と密

接 なか か わ り合 い を もってい るほ か、 コ ン ピ ュー タ関 連 で情 報処 理 学会、 メ カニ カル な面 か らの機械

学 会 、 ある いは 電子 写 真 学 会、 日本 経 営学 学 会 な ど もネ ッ トワ ーク に組 み入 れ られ るべ き で あろ う し、

各 種科 学技 術情 報 の提 供、 検 索 とい う面 で、 学会 とは い え ないが 、 日本科 学 技術 情 報 セ ン ター な ども

ウ ェ イ トの高 い 存在 で あ ろ う。

　 同様 な意 味 で は 日本 ドク メ ンテ ー シ ョン協 会 も この範 囲 に入 れ て しか るべ き で あ ろ う。

　 一 方、 調 査研 究 機 関 と しては、 こ こでは公 共 性 をもつ 社 団 あ るいは財 団 を主 と して取 りあげ てい る

が 、 同 時 に この 分野 で は事 務 機械 の普 及 の面 も併 せ て 日本経 営協 会 を、 また 工業 技 術 院 とのJIS規

格 の 面 で 日本規 格 協 会 を、 一 応紹 介 して お きた い。

　 もち ろん 図4-2に 示 す よ うに、 各 種 調査 研 究 機 関 は 多 くあ り、 いず れ もこれ らの団 体独 自の調 査

研 究 が行 われ てい る点 では、 ネ ッ トワーク に 組み 入 れ てお く必要 が あろ う。

4.2.4　 海 外 情報 ネ ッ トワー ク

　 事務 機 械 産業 が単 に 日本 の事 務 機 械 産業 で は な く、 全 世界 に対 しての供 給i基地 と して の役 割 を果 し

つ つ あ る こ とは 、今 ま でに も度 々触 れ て きた とこ ろで あ る。

　 した が っ て事 務機 械 産業 界 は、 ほ とん ど常 に とい って よい くらい、海 外 か らの イ ンパ ク トを受 け ざ

る を得 な い立場 に ある といえ る で あろ う。 これは 必 然 的 に、海 外 か らの情 報 も何 等 か の形 でネ ッ トワ

ー ク に組 み込 ん でおか ね ば
、相 手先 との無 用 な摩 擦 を引 き起 こす こと に もな って くる。 図4-2の 左

下 方 の グ ル ー ピ ン グ は 、海外 情 報 ネ ッ トワーク の一 端 を示 した もの で ある。

　 我 が 国事 務機 械 産 業 に とっ ての、 大 きな仕 向 地 と して は、や は り米 国 と ヨー ロ ッパ 諸 国 を挙 げ ね ば

な らな い。 これ らの諸 国 には 、我 が国 同 様 に事 務 機械 な らび に関連 団体 が多 く存 在 して お り、 これ ら

の す べ て を網 羅 す る ことは図 上 で も不 可 能 で ある の で、 そ の1例 と して幾 つ か の 団体 を表示 した もの で

で あ る。

　 今 日ま で比 較的 我 が 国事 務機 械 産 業 界 も し くは事 務機 械工 業 界 と接 触 の多 いの は、 や は り米 国 で あ

る。図 で も示 した よ うに、 各種 の メ ーカ団体 、 デ ィー ラー団体 が あるが、 事 務機 械 の供給 基 地 と して

の我 が 国 の立 場 か らいえぱ 、 直接 の か か わ り合 い はデ ィー ラ ー団体 で ある とい え るで あろ う。

　 これ らは直接 に事 務機 械 工業 会 に接 触 す る こ と もあ り、 また米国 商務 省 を通 じて、 我 が国通 産 省 へ

の イ ンパ ク トとな る こと もあ る。 ま た、 これ とは別 に、 日本貿 易振興 会 が海 外 の情 報 を収 集 して、直

接 事務 機 械 工 業 会へ 流 す場 合 もあれ ば、 通産 省 を経 由 す る場 合 もあ る。

　 この よ うに、海 外 情報 に つい ては、 我 が国 の 内部 におけ る情報 ネ ッ トワーク とは異 な った形 で、 ネ

ッ トワー ク も形 成 され る必 要 が あ る もの と思 わ れ る。
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　 図4-2で は これ 以外 の例 と して、 カ ナダ 、 ドイ ツ等 の諸 団 体 の1部 をと り あげ て あ るが、 これ ら

の諸 国(ヨ ー ロ ッパ の場 合 は ドイ ツ とい うよ りECあ るい は英 国等)に おい て も、現 在 の 米 国 との間

に おけ るよ うな、 ネ ッ トワ ーク を もつ必 要 が あ る もの と思 わ れ る。

　 さ らに、 輸 出 とい った問 題以 外 に、 事務 機械 の国 際 的 な標 準化 、 とい うよ うな問題 も既 に各 国 間 で

論 議 が され つ つ あ り、 国際 標準 化 組織 と我 が 国 のJIS規 格 との 関連 とい った情 報 ネ ッ トワー ク も、

今 後 ま す ます 重要 に な る もの と思 わ れ る。

　 海 外 情 報 ネ ッ トワ ーク につ い ては、 利 害 を異 に す る国 際的 な問題 を多 く含 むが 故 に、 今 後 そ の構築

に あた っては 種 々な角 度 か らの検 討 を必 要 とす る もの と思 われ る。

4.5　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　情 報 ネ ッ トワー ク の 目的 が 、情 報 所 有 機 関 相 互 の情 報 の流通 に あ る とすれ ば、 そ の情報 の授 受 は 必

ず し も コン ピ ュータ を利 用 しなけれ ば な らな い、 とい う もの で はな い。

　 もちろん 情 報 量 そ の もの が、 過去10年 間va　2倍 以 上 にな ってい る とい う事実 か ら、 大 容量 の記憶

を もつ コ ン ピ ュータ に これ らの情報 を記憶 させ 、 求 め る情 報 を瞬 時 に して呼 び お こす、 い わ ゆ るIR

(イ ン フ ォ ーメ ー シ ョン ・リ トリーバ ル)や 、 さ らに各 情 報源 間 をオ ン ライ ンの 回線 で結 ぶ な ど、 コ

ン ピ ュータ の果 たす 役割 は極 め て大 きい もの が あ る こ とは否 めな い事実 で ある。

　 しか しな が ら、 情報 の 中 に は必 ず し もコン ピ ュータ に よる必要 のな い もの 、 また情 報 源 の所 有 す る

情 報 量 が 小 さい た め、 あえ て コ ン ピ ュータ に記 憶 させ る必 要 のな い もの、 また報 告書 等 に と りま とめ

られ てい る もの等 の ある こ と も事実 で あ り、 これ らを情 報 ネ ッ トワーク の中 で どの よ うに位 置 づけ て

ゆ くか が今 後 の課 題 で あろ う。

　 図4-3は 、 この よ うな考 え方 に立 っ て、 画 いた もの で あ る。 ここ に示 され てい る各機 関、 団体 等

の う ち、 太 い点線 の表 示 の ある もの につ い て は、 事 務機 械 産 業界 、 あ るいは事 務機 械 工 業 会 に とっ て、

情報 の量 、 質 と もに 大 きい と思 われ る もの で あ り、 将来 に は コ ン ピ ュータ のオ ン ライ ン ネ ッ トワー ク

・シス テ ム を志 向 して よ い と考 え られ る もの で あ る。

4.　4　 情 報 ネ ッ トワー クに おけ る期待 と効 果

　 今 まで事 務 機械 産業 界 も中 心 とす る情報 ネ ッ トワーク の構 築 につ い て、具 体的 に構 図 を示 しな が ら

述 べ て きた が、 そ れ では この よ うな ネ ッ トワ ーク が構 築 さ れ た場 合 に 、 どの よ うな こ とが期 待 され る

の だ ろ うか 。

　 これ ま で に も触 れ て い る が、 事 務機 械産 業 特有 の 問題 を解 決 してい くた め には、 広 い視 野 に立 った

情 報活 動 が必 要 で あ る。 そ の た め には 関 連産 業 の み な らず、 最 終 消費階 層(エ ン ドユ ーザ)に いた る

まで の流通 や 、 苦 情 処理 とい った面 の情報 が国 内 では 求 め られ るで あろ うし、 海外 に お レて も前述 し

た よ うな種 々 の情 報 が得 られ な けれ ば、 今後 の事 務 機 械 産業 の発 展は望 むべ くもな い とい え る.であろ
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う。

　 そ して、 これ らの得 た情 報 に よ り事 務 機 械産 業 界 と して どの よ うに対処 す ぺ きか、 そ の対応 をまた

関連 諸 機 関、 諸 団体 に フ ィー ドバ ック して こそ、 情報 ネ ッ トワーク の効果 が発 揮 され る もの で あろ う。

4.5　 情 報 ネ ッ トワー クに お け る問題 点

◆

●

　 4.51　 マ ネ ジ メ ン ト上 の問 題 点

　情 報 ネ ッ トワーク につ い て の システ ム統 計 が で きた と して、現 実 にそ の構築 が行 わ れ る場 合 の問題

の最 大 の もの が、 マ ネ ジ メン トに関す る もの で あろ う。

　 この点 に関 して は幾 つ か の問題 点 を挙 げ る こ とが で き るが、 まず第1に 挙 げ る ものは 情 報 の選択 で

あろ う、 情報 は現 在地 球 の裏 側 の 出来 ご とで も、通 信衛 星や 各 種通 信 回線 を通 じて、 ほ とん ど瞬 時 に

して把 握 す る こ とが 可能 で ある。

　 しか し、 そ の情 報 が事 務 機 械産 業 に と って必要 か、 有用 か、 な どの選 択 は受 け る側 で行 わねば な ら

な い。 また そ の情報 の真 実 性 につ いて の検 討 も受 け る側 で の問題 で ある。 この よ うに、 受 け る側 で の

マ ネ ジ メ ン トの問 題 と して は、 マ ネ ジ メ ン トす る人 間 の質 に かか って くる もの とい わ ざる を得 な い で

あ ろ う。

　第2に は供 給 側 と して の問 題 で あ る。事 務 機械 工 業 会 を例 に とれ ば、 個 々 の企業 は競 争 の原理 の も

とに生 存 して お り、 そ こに はそ れぞ れ の企 業 秘 密 が あって、 す べ て を外 部 へ供給 す る こ とは不 可能 で

あ る 。 した が って マク ロな立 場 で どの よ うな情 報 を集 積 し、 そ れ を供給 す るか とい った こ と もあろ う。

　他 に もマネ ジ メ ン ト上 の問 題 点 は多 いが、 特 に列 挙 す れ ば以 上 の2点 とい うこ とが で きよ う。

　 4.52　 技 術上 の 問題

　 ネ ッ トワ ーク の コ ン ピ ュー タ化 の と こ ろで も述 べ た が、 将来 にわ た る情報 ネ ッ トワー クの構 築 の最

大 の問 題 は非 構造 的情 報 を どの よ うに 取扱 うか、 とい うこ とで あろ う。

　 構 造 的 情 報 つ ま リビ ッ ト化 、コンピュータ に よ って ネ ・ トワーク が組 め る情 報 は、 む しろ技 術 的 には

さ ほ ど困難 とは思 われ な い 。 しか し、 エ ン ドユ ーザ か らの ク レー ムや、 海外 か らの情 報 、 あ るいは報

告書 の 中 に盛 り込 まれ た情 報 な どを、 どの よ うにネ ッ トワーク に組 み入 れ て い くか が、 技術 的 な課 題

とな るの では な い だ ろ うか 。

　 4.5.5　 公共 的 デ ー タの 利用

　再 三 述 べ る よ うに、 事務 機 械 産業 は 各 産業 界 を横 断 してい る業 界 で ある。そ れ だ け に情報 源 も幅 広

い もの に な るの は当 然 で あ るが、特 に政 府 関 係 のデ ータ につ い て も、 幅広 く利 用 す べ き点 が 多い よ う

に思 われ る。

　 将来 に おい ては、 政 府 の各 省 庁 の コン ピ ュー タ と、事 務機 械 工業 会 と をオ ン ライ ンで結 び、 端 末機
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で政 府 の諸 デ ータ を呼 び 出 し・ これ を・・一 ド・ ピ ・イヒして 韻 企業 に役 立 て る とい
。た こ と も、 大 い

に検 討 す べ き で あろ うが・ 少 くと 醐 在 にお い て も
、 政 府 の ど こに、 どの よ うな デ ータ カ・あ 。 て、利

用 可能 な のか とい ・た こ との 明徹 提 供 の場(政 府 干・」行 物 セ ン タ ーの情 報 版)が ある こ とが 忙 しい

の ではな い か と思 われ る。

、

■
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5.電 子 産 業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構 想

◎

●

◆

5.1　 業界活動 と情報 流通

　 我が国電子産業は、戦後驚異的な発展をな し遂げ、生産規模をみると、国内の機械産業で自動車に

次 ぎ、世 界 の電 子 産業 に おい て もア メ リカ に次 ぐ規模 に達 し、1982年 には10兆 円 を超 え る もの

と予 想 され てお り、1980年 代 の我 が 国経 済 を牽 引す る分野 と して期 待 さ れ てい る
。

　 しか しな が ら一方 で・制 約 条 件 は これ ま で以 上 に多発 して お り、 成長 を確 保 してい くた め に、 多様

化 複雑 化 してい る環境 に対 応 で き る的確 な情 報 は不 可欠 な もの とな ってお り、 そ の ニ ーズ は一 層増 加

してい る。

　 電子産業に関する情報は、増大の一途にあるが、 こうした情報 を網羅的に収集 し、適切に材料を提

供 出来 る体 制作 りは、 業 界 団体 の大 きな 役割 で あ る と考 え る。

　 電子 産業 に関 す る情 報量 は、 次 の2点 が大 きな要 因 とな って増加 を示 して い る とい え る。

　　 。国際化(企 業 、 製 品)の 進 展 。

　　 。電子 技 術(新 製 品、 他 分野)の 用 途拡 大 。

　 電子 機 器 メ ー カの海 外 進 出 は、IBMの 例 が顕i著で あ るが、 我 が 国企 業 に おい て も、 生 産 あるい は

販 売拠 点 の海 外 へ の進 出は 非常 に活 発 で あ り、 東 南 ア ジア諸 国 を中 心 に して1960年 代 後半 か ら本

格 化 し、 今 日で は先進 国、 途 上 国 を問 わ ず全 世 界的 な範 囲 に広 が って い る。(昭 和54年 度 に調 査 し

た結 果 では、 会員 企業 の海 外 生 産 法 人数 は325で ある。)

　 また、 電 子 製品 は本来 国際 商 品 と して の特徴 を持 ってい る こ とか らも、 電 子 産業 は一 層 国際化 、 多

国 籍 化 が進 ん でお り、 無 国籍 化 して い る と も言 われ てい る。

　 この よ うに、 電 子産 業 が世 界 的 に 展開 す るこ とに よ って、情 報量 も膨 大 にな ってい るが、特 に、 民

生 用 電子 機器 部 門 にお いて は、 我 が 国が世 界 を リー ドす る立場 に あ り、 一 種 の責 任 にお い て、 的確 な

判 断 が求 め られ てい る。

　 さ らに、 情 報量 を加速 度 的 に増 加 させ てい る要 因 と して、 電子 技 術 の進 歩 と応 用範 囲 の拡 大 が挙 げ

られ る。本 来 の電 子機 器 は勿論 、 工 作 機械 、 自動 車、 時計 、 カ メラ等 を始 め と して、 合理 化 、 省 力化、

精 度 の向 上 とい った 目的 に よ る利 用 が、極 め て活発 化 して い る。

　 こ う した 環境 に即応 して、 会員 企業 が よ り高 度 に情報 を活用 す る システ ムの一 端 を担 うべ く、 今 後

の方 向 を次 の よ うにま とめ て み た。

5.　2　 基 本構 想 につ い て

　 「産業別情報拠点育成に関する調査研究 」を振り返ると、業界団体が情報拠点として機能の充実を

図 るのは 、

　 。情報機能の向上……業界全体の情報収集コス トの低減と情報網の拡大によって、より効率的に情
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報 を提 供 す る。

　 。情 報 の質 の 向上 ……経 営 に 直結 した情 報 を提 供 す る こ とに よっ て政 策 決 定 に寄 与 す る。

　 とい った成果 に よ って、業 界 全 体 さ らには個 別 企業 の レベ ル に おい て も、 政策 の決 定や 投 資 の合 理

化 に寄 与 し、業 界 団 体 の本 来 の 目的 で ある、業 界 の健 全 な発展 に貢献 す る ため で ある。

　 (社)日 本電 子機 械 工 業 会 が 情 報拠 点 と して の構 想 を具 体化 して ゆ くた めに は、 第1に 業界 の全 面

的、 積極 的 支援 の あ る こ とが 必 要条 件 では あるが 、 こ う した コ ンセ ンサ ス を得 るた め、 また得 られ て

か ら も、 工 業 会 内部 の企 画 推 進 体制 の確 立 が 前提 条件 とな る。 今 後 の具 体 化 は段 階 的 に次 の よ うな項

目が 考 え られ る。

　 (1)情 報収 集 体 制 の整 備

　 本 プ ロジ ェク トの一 連 の報 告書 に もふれ て あるが、 電 子産 業 の国 際化 が進 展 す る に伴 っ て、海 外 情

報 の収集 活 動 に対 す るニ ーズ は高 ま ってい る。 国際的 な 情報 収 集 ル ー トを考 え る場 合、 情 報 源 か らの

直接 収集 の シス テ ム も考 え られ るが、 先 に も述 べ た よ うに、 会 員企 業 の海 外 拠 点 の増加 、 あ るい は通

商問 題等 に よ って、 現 地 で の折 衝 事項 や 宣伝 活 動 等 が これ ま で以 上 に大 きな ウ ェイ トを占 めて い る。

このた め海 外事 務 所 の増 強 も、 並 行 して検討 して行 く ことが望 ま しい と考 え られ、 両者 の関 係 か らよ

り合理 的 な方法 を導 き出 す必 要 が あ る。

　 一 方、 国内 の情 報 につ い て は、 委員 会 を始 め と して、概 ね収 集 体制 は整 備 さ れ てい る もの と考 え ら

れ る ため、 今 後 は ニ ーズ に 沿 った 再整 備 、海 外 情報 との関連 とい った、 情 報収 集 の次 の ステ ップ で あ

る情報 処 理 に関す る検 討 が主 とな る。 た だ、 情 報拠 点 の機能 の うち資料 セ ンタ ー的 な面 を考 え る と、

蔵 書 の不 十 分 な点 が挙 げ られ る。

　 (2)情 報 処理 体制 の整 備

　 情 報量 の増大 に対 応 して、 情 報処 理 機 能 を整 備 充実 してい くた め に は、 や は リコ ン ピ ュ一夕 の本格

的 な活用 を、 これ まで に も増 して考 慮 す る必 要 が あ る。(社)日 本電 子 工 業振 興協 会 に おけ る業務 内

容 は表5-1と ほぼ 同様 で ある。

　 工 業 会 の情報 は、 主 に委 員 会 を通 じて得 る もの が、 質 ・量 と もに最 もウ ェイ トが 高 い。 現在200

の委 員 会 が運営 され てい るが 、 これ らの情報 を網 羅的 に整備 し、政 策 課 題 に対 応 した情報 と して提供

で き るシス テ ム の構 築 を第1に 考 え るべ きで あ る。 しか しなが な情 報 処 理機 械 化 の 先行 して い る(社)

日本鉄 鋼 連 盟 で もそ うで ある よ うに、 当面 は統 計情 報 の処 理 に関 す る シス テ ム の開発 が 中 心 に な る。

現 在、 具 体的 な検 討 を進 め て い るの は、 工業 会 で調 査 してい る産 業 用 電子 機器 に関 す る統 計 及 び通 関

統 計 の デ ータ ベ ース 化 で あ る。

　 手 作業 に代替 す る コ ン ピ ュータ の利 用 は、 昭和49年 に官庁統 計 を対 象 に してス タ ー トし、 経 常化

してい る。54年 度 、 本 プ ロジ ェク トの一 環 と して電 子機 器 パ イ ロ ッ ト ・シス テ ムの 開 発 を行 い、 統

計処 理 に関す る コ ン ピ ュー タ利 用 につ い ては 段 階 的 に質 の 向上 を 図 っ てい るが 、 今後 さ らに 高度 な予

測 ・分 析 に対 応 出来 る シス テ ムの 自己開 発、 さら には コン ピ ュータの 導 入 を念 頭 に おい た 、 情報 の一

元 化 を図 るため の検 討 に入 る段 階 と考 えら れ る。
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表5-1 団 体 の 主 要 な 業 務

団体業務 鑛(　 [ii襟:灘i∴ 供

　　　　　　　　　　　　　(意 思決定の場)

折衝(対 外部機関)　 　　　 業界の意思、結論の伝達と協力要請

　　　　　　　　　　　　　(対 官庁、他産業等)

　　　　　　　　　　　　 検討過程での意向打診および根回 し

　　　　　　　　　　　　　(対 会員会社、官庁、その他)

　　　　　　　　　　　　 情報収集、ヒヤリング

　　　　　　　　　　　　　(対 会員会社、官庁、その他)

'　 τ 三1欝欝:=1欝

情報の処理 ・提供　　　　　統計の調査、収集、集計、発表

　　　　　　　　　　　　　(統 計サービス)

　　　　　　　　　　　　 資料 ・情報 の収集、整理、保管、提供

　　　　　　　　　　　　　(資 料情報サービス)

　　　　　　　　　　　　 データの蓄積、加工、解析、処理、提供

　　　　　　　　　　　　　(情 報処理サービス)

P　 -E難i鑑
一

内部管理　　　　　　　　　予算管理

　　　　　　　　　　　　 人事管理

　　　　　　　　　　　　 庶務 ・文書等

(昭和53年 度 「産業別情報拠点育成に関する調査研究報告書」より)
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　 表5-2は 、 昭和52年 度 に行 った 「(社)日 本電 子機 械 工業 会 のエ レク トロニ クス工 業 新 分 野対

応 プ ロ ジ ェク トに関 す る調 査 」にお け る、 デ ータ ベ ース の構 築 案 で ある。 この調 査 の 目的 は、 今回 と

多少異 な るが、 電 算機 の導 入 を具体 的 に示 した最 初 の もの で ある。

　 (3)提 供 情報 の質 の 向 上

　 一 般 に業界 団 体 の収 集 す る情報 は、網 羅性 、 正 確性 の点 か らみ て、調 査機 関等 に比 べ よ り信頼 性 の

高 い もの が期待 出来 るが、 先 に述 べ た よ うに当 工業 会の 提供 す る情報 は、電子工 業界の政 策 決 定 に寄 与

す る こ と も目的 で あ り、 自 ら提供 す る情 報 を十 分 分析 し、 的 確 な判 断 を下 す事 に よ って情 報 内容 の向

上 、維 持 に努 め て行 く必要 が あ る。

　 情報 分 析 力 の蓄 積 に よ って、 質が 向 上 す る と共 に、 情報収 集 の段 階 か らニ ーズ に合致 した 的確 な情

報 の選 択 が 可能 にな り、 情 報 の 流 れ をよ り円滑 に させ る効 果 も考 え られ る。
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図5-1　 情 報 の 流 れ

　工業会の提供する情報は、最終的には、個別会員の独自の評価、分析により利用されるものである

が、さらに段階を経て、より高度な情報の活用や情報の作成 を図るため、(社)日 本電子機械工業会

はシンクタンク的機能を充実させて行 く方針をとるべきであると考える。

　以上のようなステ ップを踏んで、実施体制 を整えて行 くためには、基本構想の最初に述べた企画推

進部門や、同様に情報機能の中枢 をなし、特に情報の提供を担当する管理部門等の新 しい組織体制も

考慮される。その組織 と機能を図5-2に 示す。
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図5-2　 情報 機 能 拡 張 の例

　 現在 の工 業 会 にお け る コ ン ピ ュータ の利 用 は、 全 面外 注 で あ り、利 用 の 中心 は 調査 部 で あるが、 こ

れ ま で述 べ た よ うに情 報 の収 集 ・処 理 体 制 を構築 し、特 に コ ン ピ ュータ の導 入 まで考 え て行 く場 合 、

予 算 、 ス ペ ース、 人 員 等 の 面 で かな りの先 行 投資 を必要 と し、 全 組織 的 な問 題 であ るた め、工 業 会 内

部 の綿 密 な基 本計 画 の作 成 及び 業界 全体 の十 分 な理解 が必要 で ある。

■
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6.コ ン ピ ュー タ産 業の 情報 ネ ッ トワー ク構 想

■

●

は　　じ　 め　　に

　 コン ピュー タ産 業 は,本 来 な ら第2次 産業 と して一 般 の産業 別 分類 では,「 電気 機械 」 に,ま た電

子工 業 の 中 で も 「電 子 応用 装 置 」 に 属 してい る もの で ある。

　 1970年 代 の初 頭 に おい て,我 が 国 では情 報 化 の概念 が重要 視 されは じめ,と くに産 業 構 造 審議

会 が,「 情 報化 お よび 情報 産業 の あ り方 」 につ いて通 産大 臣 の答 甲 を行 った時 点か ら,こ の情 報化 に

必要 な コン ピュー タ お よび情 報処 理 サ ー ビス業 の提供 を行 う産 業 を総称 して 「情報産 業 」 と呼 び,新

しい産業 分 類 が用 い られ る に至 った。

　この情報産業の中核的位置を占めるのがコンピュータ産業であり,我 が国の情報化進展に大 きな役

割 を果 してい る。 しか しなが ら自 らの産 業 活動 を振 り返 ってみ る と重 要情 報 の生産,流 通 の合理 化 に

お い ては,こ の ツー ル で あ る コ ン ピ ュー タパ ワー を十分 活用 してい な いの が現状 で ある。

　将 来,我 が国 情 報 産業 の飛 躍的 発 展 をはか るた め に も,こ の コン ピュー タ産業 に関す る情 報流 通 の

促進 が 課題 で あ り,産 業 活 動 の 現状 認 識 と問題 点 の究 明 が急務 とな ってい る。

ふ

6.1　 業 界 活 動 と 情 報 流 通

　 我 が国 に おけ る コ ン ピ ュー タ産業 は,60年 代 か ら70年 代 にか け て急 速 に成 長 した。 この間,コ

ン ピュー タの著 しい 技 術 革新 に伴 って,そ の性能,機 能 は 飛躍 的 に向 上 し,市 場 の 需要拡 大 に よって

コン ピ ュー タの利 用 は,行 政,社 会,経 済,産 業,教 育,医 療 な ど あ らゆ る分 野 へ 波及 して い る。

　 つ ぎに,コ ン ピ ュー タ産業 の活 動状 況 とそ の特 徴 を述 べ る。

　(1)コ ン ピ ュー タ産 業 の 多 様性,特 異性

　 現在,コ ン ピ ュー タ産業 が市 場 へ 供給 してい るコ ン ピ ュー タ ・関連 機器 は,そ の用 途 に応 じ汎用 コ

ン ピュー タ をは じめ,専 用 コ ン ピ ュー タ(オ フ ィス コン ピ ュー タ,ミ ニ コン ピュー タ,パ ー ソナル コ

ン ピュー タ,工 業 用 コ ン ピ ュー タ),マ イク ロコン ピュー タ お よび 周 辺端 末 装置 な ど多彩 であ り,こ

れ らを個 別(専 業 メ ー カ)あ るい は総 合的(総 合 メー カ)に 提供 してい る内外 の企業 群 に よ って構

成 され てい る。 この産業 の供 給 形 態 は,素 材 と して コン ピュー タの メ イン フ レー ム,つ ま り,ハ ー ド

ウ ェアの製 造,販 売 を行 い,か っ 中間材 と してICやLSIお よび基 本 ソ フ トウ ェア(オ ペ レー テ ン

グ シス テ ム等)を 提 供 す る産 業 で あ る。

　一 方,コ/ピ ュ一 夕産 業 の世 界市 場 に あ っては,米 国企業 の寡 占化体 制(IBM1社 で世 界市 場 の

シ ェア数60%を 占有)に あ り,す で に我 が 国 の市場 におい て も米 国 の ビ ッグX-D6社(IBM,

UNIVAC,NCR,　 BURROUGHS,CDC,HIS)が 進 出 し,市 場 の開 拓 をはか ってい

る。 巨人 メー カIBM社 は ∫多国 籍 企 業 で あ り,す で に 日本 の生 産拠 点(日 本IBM社)を 設 け て国

内市 場 の供 給 は もと よ り,海 外 へ輸 出す る に至 ってい る。

　従 って,我 が国 にお け る コ ン ピ ュー タ産 業 の実態 は,国 産 メー カ と外 国 メー カ との競 合 に よる国 際
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的市場 を形 成 して,現 在 の情 報 化進 展 に大 き く貢 献 してい る。

　 国産 メー カは,汎 用 コン ピ ュー タの6社 を は じめ,専 用 コ ン ピ ュー タ メー カが約30社,周 辺 端末

装置 と関 連部 品 メー カを含 め る と約100社 を超 え る企業 群 が存 在 してい る。 これ ら産業 の成長 性 を

考 察す る と今後 と もこの 分 野 へ参 入 す る企 業 数 は,ま す ます増 加 の傾 向 に ある ことが予測 され て い る。

　 外 国 企業 にお いて も米 国 の メー カか ら欧 米 の 中堅 企業 に至 る まで参 入 して,す で に約20社 を超 え

て い る 。

　 以 上 の とお り,我 が国 の コン ピー ユタ産 業 は,他 産業 にはみ られ ない 多様性 とその 複雑 性 が あ り,

特 異 な産 業 形態 を呈 して い る。 と くに,こ れ らの情報 流通 の 内容 につ い て も企業 個 別 の戦 略 的 な ミク

ロ情 報 か ら産 業動 向 な ど全 体 を把握 す る マク ロ情報 まで様 々で あ る。 コン ピュー タ産 業 は,我 が 国 と

して歴史 が 浅 く,と くに技 術 開発,企 業 化 等 に おい ては,米 国 に比 べ て後進 的要 素 が あるた め,こ の

産業 の情 報流通 は,従 来 に おい て 消極 的 で あ り,内 外 の重要 情 報 は大 部 分 が閉 鎖 的 で あった。 この理

由は,重 要 情報 のほ とん どが外 国 企業 の新 製 品 開発 な どに よ る戦略 的 な情報 で あ り,高 価 な情報 と し

て一部 関 係者 のみ の 流通 で あ った。

　 しか し,最 近 は国産 メー カ もよ うや く産 業 基 盤 が醸成 し,か つ国 際競 争 力 の増 強 に よ って国産,外

資 系 とも ど も新 製 品動 向,技 術 動 向,企 業 動 向 な どの重 要情 報 に対 す る ニーズ も多 くな り,コ ン ピュ

ー タ産業 に関 す る内外 の情 報流 通 を本 格的 に検 討す べ き段 階 に き てい る
。

　 (2)コ ン ピュー タは技術 先端 産業 で あ る。

　 コ ン ピ ュー タの技術 は,半 導体 技 術,デ ィジ タル技術,制 御技 術,構 成部 品 技 術,デ ー タ伝送 技 術,

パ ター ン認 識技 術 ,ソ フ トウ ェア技 術,シ ス テ ム技 術,信 頼 性 技 術等,こ れ ら電 子 工業 の先 端技 術 で

あ り,か つ総合 技 術 が駆 使 され て い る。 と くに,こ れ らの技 術 革新 が 激 しく先端 的 で あ って一般 には

この技 術革新 のサ イ クル を世 代区 分 で表 わ してい る。 現在 は,超LSI(64Kビ ッ ト/チ ップ)を

実 装 した第4世 代 の計 算機 シス テ ムが,1980年 初 頭 に出現 し,こ の世 代 のサ イクル は5～8年 ご

とに更新 され て お り,そ の 時代 の先端 技 術 を象 徴 してい る。 これ らの先端 技 術 に関す る情 報 は,主 に

米国 等 か らの入 手 が多 く,か つ 戦略 的 な情 報 で あるた め,情 報 収集 に あた っては 問題 も多い 。

　 内外 の コン ピ ュー タ メー カは,こ の よ うな技 術革新 に対 して絶 えず 研 究開 発 に膨 大 な投 資 を行 って

お り,先 端 技術 に対 す る企業 の イ メー ジ は,ま さ し くサベ イパ ル 戦略 と もい われ てい る。 従 って,こ

れ ら海外 の先端 技術 に関 す る情 報収 集 は,当 産 業 界 に とって以 前 に も増 して重要 視 さ れ てい るが,現

実 には,こ の分 野 の情 報 は ます ます 潜在化 の 方 向 に あるた め,情 報 入手 に おい て も厳 しく険路 にな っ

て い る。

　(3)コ ン ピ ュー タ は知 識集 約産 業 で あ る。

　 コン ピ ュー タ産 業 は,情 報 化 を支 え る のみ で な く省資 源,無 公害,高 付 加価 値 に して典型 的 な知 識

集 約型 産 業 とい われ てい る。 また,コ ン ピ ュー タの利 用 に よ る波及効 果 は,自 ら産業 構 造 高度 化 の中

枢 を担 うほ か,他 産業 へ の シス テ ム高度 化 を促 進 し,社 会 お よび国 民生 活 の様 式 まで も変 遷 させ る大

きな インパ ク トを与 え てい る。 この た め コ ン ピュー タの重 要性 を認 識 させ る情 報 流通 が 必要 不可 欠で

あ り・例 え ば・ コン ピ ュー タの ハー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア に関す る豊 富 な教 育 情報,ア プ リケ_シ
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ヨン シス テ ム実 例,ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジな ど,多 種 の情報 流通 が,我 が 国 の健全 な情 報産 業 の

発展 に おい て今 後 の大 きな課題 で ある。

　 (4)コ ン ピ ュー タは高 成長 産 業 で ある。

　 昭和54年12月 末 に おけ る コ ン ピ ュー タ生 産額 は,1兆 円 の大 台 を超 え,約1兆L234億 円 と

な った。 この産 業 の成 長 は,対 前年 比 伸 び率 でみ る と約23%で,他 産業 には み られ ない 高成 長 が続

い て い る 。

　 一 方,通 産 省 では,我 が 国 の コン ピ ュー タ産 業 の振興 と健全 な情 報化 促 進(国 産,外 資 との シ ェア

バ ランス な ど)を はか る ため ,「 電子 計 算 機 納入 下 取調 査」 を実施 して お り,こ の統計 調査 に よる と

昭 和54年3月 ま でに実 動台数 は 約60,000台,販 売 金額 ベー ス で約3兆2.183億 円 の規模 に達

してい る。

　 これ らの統計 情 報 は,通 産 省 の 指定 統 計 で あっ て,そ の情 報 は通産 公 報等 の公 刊 紙 あるい は工 業

新 聞,専 門雑 誌 な どへ掲載 され一 般 へ の情 報 流通 が はか られ てい る。

　 また,　 (社)日 本 電 子工 業 振 興協 会(電 子 協)に おい て も,コ ン ピ ュー タ産業 界 の 団体 機 関 と して

通産 省 の統 計調 査 の対 象(主 に汎用 コン ピ ュー タ)を 補完 す る意 味 で次 の よ うな 専角 コン ピ ュー タの

自主統 計 調 査 を 実施 し てい る。

①

②

③

④

オ フ ィス コ ン ピュー タ(54年 度 出荷状 況)

　 台 数 　 　 20,828台 　 (前 年 伸 び 率 　 　64%)

　 金 　額 　 　 　L4.63億 円(　 　 〃　 　 　 70%)

ミニ コン ピュー タ:(54年 度 出荷 状 況)

　 台 　数 　 　 　 8,648台 　 (前 年 伸 び 率116%)

　 金 額 　　 1.270億 円(　 〃 　 　 16%)

マ イ ク ロ コン ピュー タ:(54年 度 出荷 状況)

　 台　数

　 金　額 　 　 　 1.217億 円(前 年 伸 び 率1

周 辺 端 末 装 置 　:(54年 度 出荷 状 況)

　台 数 　 656,768台 　 (前 年 伸 び 率.70.7%)

　金 額 　　 7,261億 円(　 〃 　 　 29.5%)

(マ イク ロプ ロセ ッサ+LSIメ モ リ約21百 万 個)

　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 93%)

6.　2　 情 報 ネ ッ トワ ー ク

　 6.2.1　 業界 内 ネ ッ トワー ク

　 電 子協 は,昭 和33年3月 に政 府 の電 子 工業 振 興 政策(コ ン ピュー タ な どの産 業 用 電 子機 器 を主体)

に呼応 して,我 が 国電 子工 業 の有 力会 員(メ ー カ)に よ って設立 された。 以 来,電 子 協 は,政 府 施策

の趣 旨にそ って,電 子 技術 の向上,電 子機 器 の開発,電 子工業 の合理化 な ど,っ ぎの とお り我 が国 電

子 工業 の振 興,発 展 に資 してい る。

　(1)会 員 構 成 に よ る情報 拠 点
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　 電子 協 の会 員 は,現 在,正 会 員(電 子機 器 製 造企 業)94社,賛 助会 員(非 製造 企 業,団 体機 関 等)

54社 が 入会 し,こ の会 員 構成 によ る事業 運 営 と と もに政 府 お よび業 界間相 互 の情 報拠 点 と して の役

割 を担 ってい る。

　 会員 の うち,コ ン ピュー タ ・関連 機 器 企業 の会 員 は,全 体 の う ち約40%を 占め,そ の他 は電 子 機

器 関係,電 子 部 品 ・材 料 関 係 とな ってい る。

　 会 員 お よび 賛 助会 員 へ の情 報 拠点,サ ー ビス等 の主 な 内容 は,つ ぎの とお りで あ る。

　 ① 電子 工 業 の う ち,と くに コ ン ピュー タ ・シス テ ム,産 業 ・社 会 開発 シス テ ム,高 性 能 電子材 料

　 　 等 の 内外 にお け る動 向調 査

　 ② 電 子 機 器産 業 の 生産,輸 出入,出 荷 状況,需 要 予 測等 に よ る統 計 調 査

　 ③ 電 子 関 連機 器(コ ン ビ ュー 久 工 業 シス テ ム,電 子 応用 機器,電 子部 品材 料等)の 技 術 開発,

　 　改 良,信 頼 性 な どの技 術 向上,生 産 の 合理 化,普 及 促進 等 の調 査 研 究

　 ④ 電 子 機器 の税 制 対策(優 遇措置),特 許 対 策 標 準化 推 進,そ の 他業 界 の問題 解 決策,将 来 の

　 　長 期 展 望,展 示 会,講 演 会 に よる国 産機 器 の普 及策 等

　 ⑤ 海 外 途上 国 へ の情 報 化協 力

(2)部 会 ・委員 会 を中心 とす る情 報拠 点

　 電子 協 では,コ ン ピ ュー タ ・関連 機器 産業 の情報 拠 点 と して重要 な位 置付 け,役 割 を担 って お り,

この中 心 とな るの が,部 会 ・委員会 の組織 体制 で ある 。(図6-1　 参照)

　 各部 会 ・委 員会 に おい て は,そ れ ぞ れ国 産企 業 の産 業 基 盤強 化 の た めの振 興政 策,内 外 のハ ー ドウ

ェア,ソ フ トウ ェアの 技術 開発動 向,市 場動 向,標 準 化,安 全 化,特 許 対策 な どにつ い てそ れ ぞれ 年

度 計画 に基 づ き調 査 研 究 が行 われ,そ の成 果 を報告 書 に と りま とめ てい る。

　 これ らの 報 告書 類 が電 子 協 の情 報 流通 と して会員 をは じめ,関 係官庁,関 連機 関 等 へ それ ぞ れ提 供

してい る。 また,必 要 に応 じて ユー ザ,一 般 へ も業 界 情報 と して一 部公 表 し,ニ ーズ に対 応 して い る。

　 と くに業 界 の積極 的PRの 一 環 と して,コ ン ピュー タ ・シス テ ム の製品 一覧,周 辺端 末装置 ガ イ ド

ブ ック,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ ・デ ー タブ ック 等 を刊 行 し,ユ ー ザ な ど各 方面 へ国 産製 品 の情報 提 供,

サ ー ビス な どを 図 っ てい る。

　 また,電 子 協 の 会員 に対 す る メイ ンサー ビス と し ては,機 関 紙 「電 子 工業 月報 」 の定 期 刊 行 が あ り,

コン ピ ュー タは じめ関連 電 子 機器 の トピ ックス,前 記 委員 会 に よる成果 報 告,斯 界 専 門 家 に よ る話 題

寄 稿 解 説等,広 く電子 工 業 分野 の 重要情 報 を集 約 した公的機 関紙 とな って い る。

　 この機 関紙 は,会 員 へ の情 報 サー ビスの み な らず,電 子 協 の公的 情報 流 通 と して関係 官庁 は じめ,

関 連団 体機 関 の相 互 の情 報 交流,調 査 活動 な ど,電 子 協 の位置 付 け を明確 にす る重要 な 役割 を果 して

い る(図6-2　 参照)。
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図6-1　 部会 ・委員会運営図(昭 和55年 度)
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図6-2　 電子協を中心 とする国内の主な情報源
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　 6.2.2　 政 府 ・ 産業 間 ネ ッ トワー ク

　 通産 省 では 、 コン ピュー タの重 要 性 と将 来性 を見通 し、 昭 和20年 代 後 半 か らハ ー ドウ ェア の試作 、

開発 、 企業 化等 の産 業 振 興 策 を講 じて お り、 そ の開発 普 及 のた め の制 度 化、 資金 確保 、 利用 高 度化 計

画 な ど、 国 産業 界 と一 丸 とな って、 コン ピュー タ産 業 の 基 盤 強化 を図 っ て い る 。電 子協 で は、 この

政府?産 業 間 の ポ リ シ イ ボ ー ド機 能 と産 業 振 興 策 の情 報 拠点 と して各種 の調 査活 動 を実 施 して い

る。

　 この よ うな、 コ ン ピュー タ産 業 に おけ る官 民一体 化 に よ る強 力 な産 業 振 興政 策 の背景 には、 米 国等

先進 国 の企業 格 差、技 術 格 差 が大 き く、 この 格差 是 正 の た め に西 欧 主要 国 は も とよ り、 我 が国 で も コ

ン ピ ュー タ産業 の特 異性 と、 将来の技術立国 としての 姿勢 を反 映 す るた め に、 政府 の コン ピ ュー タ産 業

に対 す る種 々の支 援 、 強 化 を 図 っ て お り、例 えば、 補 助金 の交 付、 行 政 指 導 な どが実 施 され てい る。

　 これ らの官 民一 体 化 に よる共 同 プ ロ ジ ェク トの主 な 内容 は 、 つ ぎの とお りで あ る。

　(1)産 業 振興 、基 盤強 化 等補 助金(通 産 省)

　 　① 国 産 電子 計 算機 セ ン ター の開 設

　 　② 大型 計 算機 の研究 開 発(FONTAC)

　 　③IBM370シ ステ ムの新 シ リー ズ開 発(Mシ リー ズ、　ACOSシ リーズ、　COSMOシ リ

　 　 　 ー ズ)

　 　 ④ 超LSIの 研究 開発

　 　⑤ 次世 代 基 本技 術 の 開発(OS、 新 周辺 端末 技 術 等)

　 (2)大 型 プ ロジ ェク ト(工 技 院)

　 　 ① 超 高性 能電 子 計 算機 の研究 開発(昭41～46年 度:約100億 円)

　 　 ② パ ター ン情 報 処 理 シス テ ムの研究 開 発(昭46--55年 度:約220億 円)

　 　 ③ 科学 技 術用 高速計 算 機 シス テ ムの研 究 開発(昭56-63年 度:約310億 円)

　 上記 の 研 究開 発 は、 我 が 国 のナ シ 。ナル プ ロジ ェク トと して、 官 民 の共 同研 究 で あ り、 これ らの 研

究 成 果 は 、 米 国 の技 術 レベ ル に十 分 対 応 で きる もの で あ り、 か つ技術 格 差 の是正 の た め に も大 きな

期 待 がか け られ てい る。

　 しか しな が ら、 米 国 で は絶 えず宇 宙開発 や軍 の 各 プ ロジ ェク トによ る膨 大 な研究 開発 投 資 が行 われ

て お り、 これ らの先 端 技 術 の 開発 競争 は、 終 点 の な い戦 い とい われ てい る。 この ため に も我 が国 と し

ては政 府 をは じめ産 業 界 が総 力 をあげ て、 この大 型 プ ロジ ェク トを強 力 に推 進 す るな ど、 共 同研 究 体

制 の確 立 が、 今後 と も必 要 不可 欠 で あ る。

'

`

　 6.2.5　 海外 情 報 ネ ッ トワー ク

海外 に おけ る情 報 収集 は、 個 々の テー マ に よ って も異 な るが、 現状 の主 な機能 を述 べ る と次 の と お

りであ る。

(1)海 外 駐在 員 に よる情 報

　 東 欧 、 欧米 、東 南 ア ジア等 の コン ピ ュータ関 連 産 業、 コ ン ピェ一 夕の 利用 状況
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　 (2)　 日本 貿 易振 興会(JETRO)の 情報

　 匡 関 係 諸 国 の経済 状況 、 コン ピ ュー タ関連 統計

　 (3)海 外 関連 団体 機関 との情報 交 換(資 料等)

　 　 o　 標準 化 関 係(ISO,　 IEC,　 CBEMA,　 ECMA)

　 　 o　 安 全化 関係(IEC,　 CSPR,　 VDE,　 BSI)

　 (4)専 門調 査員 お よび調 査(視 察)団 の派 遣 に よ る情 報

　 t特 定 命 題 に よる専門 技 術者 の派 遣 あ るいは 専 門 家チ ー ムの欧米 派遣

　 (5)委 員 会等 の調査 研 究 に よる情 報

　 　 海 外 の関連 文 献 ・資料 に基 づ く重 要情 報 の体 系 的整 理

　 (6)外 部専 門 調査 機 関 へ の委託 調査 に よ る情 報

　 {必 要 に 応 じ、特 定 テ ーマに 基 づ く海外 重 要情 報 の と りま とめ

　 以上 の海外 情 報 の収 集 、分析 結 果 は 、 と りあえず 関係 部 門へ報告 す るほか 、 内容 如何 によ っては、

会 員 あるい は、一 般 へ報 告書 、講 演会 等 を通 して公表 す る機会 もある。

●

6.　5　 情報 ネ ッ トワー ク化 へ の 課 題

　 6.5.1　 情 報 の的確 性 、速 応性 、簡 便 性

　 我 が国 の コ ン ピ ュー タ業 界 は 、前述 の とお り欧 米 の 主力 メー カが進 出 して お り、 す でに業 界情報 は

国 際性 を もってい る と もいえ よ う。 このた め、 業 界 の関連 情報 につい ては 、 企業 の 健全 な競栄 競存 の

た め に も情報 の的 確性 が要 求 され て こよ う。 さ らに、 国産 、外国 メー カ と もに相 互 の競 合 に必要 な産

業 デ ー タは も とよ り、 ユー ザ ニー ズ に対 す る速 応性 が戦 略上 か ら最 も重 視 され て こ よ うq従 っ て、種

々の情 報(又 は デ ー タ)を 十 分 戦 略 的 に利用 し易 くす るため に も個 々の情 報 ごとに デ ー タベ ース化 が

必 要 で あ り、 この簡 便性 に対 す る ニ ーズが 高 ま っ てこ よ う。

　 コ ン ピ ュー タ産業 の関連 情報 は 、 当初 に おい て業 界 自か らの重要 情 報 デー タの収集 な ど、整 理 を図

って きた が、 これ ら各 種 デー タの蓄 積 と内容 の充 実化 に伴 って他 産業 か らの ニーズ も多 く、市 場 の利

用 形 態 、需 要予 測 、産業 構 造 な ど、 よ り高 度 なデー タサー ビス が要 求 され て くる もの と予 想 され る。

　 一 方 、 コ ン ピ ュー タの技 術進 歩 は 、将 来 にお い て も飛躍的 展 開が予 測 され るが、 我 が国 の コン ピ ュ

ー タ メー カは、 ユー ザ シス テ ムの ニー ズ を早急 に キ ャッチ ア ップす る と と もに新 技 術 の実 装 に よる コ

ス ト ・パ フォー マ ンスの優 れ た シス テ ム開 発 が 大 きな課 題 であ る。

　 この た め、 電子 協 にお い ては'、常 時 、 コ ン ピ ュー タ産 業 の最新 情 報 を整 備 す る のは も と よ り、 デ ー

タベ ース化 とネ ッ トワ ーク化 に よ り情 報 の有 効活 用 を 図 る ことは 、 業 界 団体 の 使 命 で ある と考 え る。

　 6.る.2　 情 報 サ ー ビス体 制の 整 備

　コン ピ ュー タ産業 は、 歴史 的 に も新 しい 産 業 で あ って、 この産業 界 の情 報 拠点 と して電 子協 の位置

付 け、機 能 、組 織 体制 は緒 につ い たば か りで あ る。 最近 の コン ピ ュー タ関 連 の 必要 な情報 量 は、ます



ます 増大 し、 そ の範 囲 も広範 に亘 ってい るの で、 これ ら関連 団 体 との相 互協 力 を行 い、まず、 情 報網

のデー タ整 備 や、 情 報 の 入手 経 路 を明確 にす る な ど重 要 情報 に対 す る二 重投 資 の無 駄 を省 くこ とが先

決 で あ る。 さ らに、 入手 した各 種情 報 を体 系的 に整理 分析 し、 電 子協 では 、会員 をは じめ関 係官 庁、

関 連団体 へ の情 報 ニー ズ に応 じ迅 速 に加工 し提 供 す るサ ー ビス 体 制 が必要 で ある。

　従 って、 電子 協 で は 、 このデ ー タ整 備 をは じめ るに当 り、 各 種 統計 デ ー タの一 元的 管 理 と と もに、

デー タベー ス化 のた め の組 織 体制 の 確立 、予 算 化 が今後 の課 題 で ある。

'
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ス　 エ ネル ギー 情 報 ネ ッ トワー ク構 想

7.1　 産 業 活 動 と エ ネ ル ギ ー 情 報 流 通

　 1973年 の第1次 石 油危 機 を契機 と して、 産 業 活動 ひ ろ くは社会 活動 の血 液 で あ る エネル ギー の

もつ重要 性 に、 深 い認 識 の 目が よ うや く払 われ る に至 った。そ の後 事 態 は一層 深 刻化 し、OPEC諸

国 の強 行 値 上 げ と不安 定 な 中東政 治情 勢 に よる供給 不安 とい う爆弾 を抱 え る石 油 に対 して
、 代替 エネ

ル ギー の開発 と効率 的 エネ ル ギー の使 用 を二柱 とす る脱石 油 の道 が全世 界 を通 じて 指 向 され てい る
。

　 特 に 日本 の よ うな石油 の99%を 輸 入 石油 に依 存す る加 工貿 易国 では、 エネル ギ ー 問題 を率 先 して

分 析 し、 国 際間 に対処 して いか なけれ ば な らない 。 さ もなけれ ば、 エネル ギー 資 源 を海 外 か ら導 入 す

る無理 が 、 日本 を して再 び国 際 的 に孤 立 せ しめ る虞 れ無 き に しも非 ず で あ ろ う
。

　 さて、 エネ ル ギー問題 を的確 に把 握 し分 析 して い くため には、 何 とい って も確 度 の 高い基 礎 デー タ

の整 備 が 不可 欠 で あ る。基礎 デー タは 、大 き く言 って、統 計数 値 情報 の形 で提 供 され る定量的 デー タ

と文章情 報 の形 で提 供 され る定性 的 デー タ とに二 分 され る。 文章情 報 にっ い ては 、'「産業 別 情報拠 点

パ イロ ッ トシス テ ムの研 究開 発 」 にお いて言 及す るの で
、 本論 で は、 統計数 値情 報 の 面 か ら考 察す る。

　 エネ ル ギー 基礎統 計 は 、 エ ネル ギー 統計 月報 、 ガス 事業統 計 月報、 電 力調 査 統 計 月報 な ど各種 月報

とそれ ぞ れ の年 報 の形 で、 通商 産 業 省 か ら公 表 され てい る。 この エネ ル ギー基 礎 統計 に基 づい て、(財)

日本 エネル ギー 経済 研 究所 が 作成 してい る エ ネル ギー バ ラ ンス表 を表7-1に 示 す。 エネ ル ギー バ ラ

ンス表 は、社 会 の各 種活 動 部 門 を通 して、1次 エ ネル ギー が生産 あ るい は輸 入 され 、2次 エネ ルギー

に転 換 され、 最 終 消費 され てい く様 を、 定 量 的 に マ トリックス表 示 した もの で ある。

　 エ ネル ギー 問題 を的確 に把 握 し、 分析 す るた め には、個 々の エネル ギー基 礎 統 計 を月ペ ー スで収集

す る だけ で な く、 この よ うな エ ネル ギー ・バ ランス表 の形 で社会 全 体 の エ ネル ギー ・フ ロー を おさえ

てい くこ とが不 可 欠 で あ る。 エネ ル ギー基 礎統計 も、 このエ ネル ギー ・バ ラ ンス 表 を構 成 す るた め に

どの よ うな統計 が必 要 か とい う観 点 か ら基 本 的 には収集 され るべ きで あろ う。

　 政府 公 式 統計 か ら作成 した エネ ル ギ ー ・バ ランス表 の紹介 を行 ったが 、 この エネ ル ギー ・バ ランス

表 に も現状 で は い くつ も問 題点 が あ る とい わね ば な らない。 列記 す る と、

　 1.現 在 の政 府公 式統 計 は 、 供給 者 サ イ ドか らの供給 統計 で、 最終 消費 者 サ イ ドの 消費統 計 でな い

　 　 　た め、 現 状 とズ レが生 じる。

　 2.自 家 発 電 の燃料 源 、発 電量 あ るい は民 生部 門 割振 のため の エネ ル ギー 基 礎統 計 な どの整備 が不

　 　 　十分 なた め、 この 面 で の エネ ル ギー ・フ ロー を十 分把握 で きない 。

　 3.産 業 部 門 を現在 の エネ ル ギー ・バ ランス表 よ りもさ らに細分 類 しよ う と して も、 現 在 の政 府 公

　 　 　式 統 計 で は不可 能 で あ る。

な どの点 が 挙げ られ る。
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　 現在 の緊 迫 したエ ネ ルギ ー情勢 の もとで は、 各産 業 部 門 の エネ ル ギー収 支 を一 層細 か く分 析 し、 民

生 ・交通 部 門 の細 目の エネ ルギ ー需 要 を把 握 し
、 エ ネル ギー の代 替 関 係 を的 確 巨 さ えざ 将 来 に徹

る必 要 が あ る と言 ・て 醐 言 で は なか ろ う・本 論 の主 旨は、 この よ う媚 的 のた め に、 エネ 、レギ_情

報 ネ ・ トワー ク を齢 し・産 業 働 ひ ろ くは社会 醐 の血 液 で あ るエ ネ・レギ_の 流通 の 鵬 イヒと糖

の効 率 化 を図 ろ う、 と主張 す る点 にあ る。

7.2　 エ ネル ギー 情 報 ネ ッ トワー ク

　 エネ ル ギー 情報 ネ ッ トワー ク の構想 図 を図7-1に 示 す 。以 下情 報 の各 次元 に応 じて、 ネ ッ トワー

ク につ い て詳 説 す る。

σ

　 7.2.1　 産 業 別 ネ ッ トワ ー・一ーク

　 エネルギー基礎統計は、基本的には下部構造組織体から種々のエネルギー統計の積み上げにより、

国家 レベル の統 計 に形成 され る。 従 って、 こ の産 業 別 ネ ッ トワ ーク と次の 地方 官庁 別 ネ ッ トワ ーク は
、

エネ ル ギ ー統 計 情 報 の 根 幹 をな す最 も重 要 な もの であ る
。

産 業別 ネ パ ワー ク の頂 点 す な わ ちネ ・ ト・一 クの メイ ン・ ン ピ ・一 夕は洛 麟 界 を主導 す る業

界団体(例 え ば、 鉄 鋼業 界 は鉄 鋼連 盟 、 石油 業 界 は 石油 連 盟、 電 力業 界 は電気 事 業連 合会)が 管理 し

こ こへそ の業 界 に所 属す る会 社 の 会社 内 の合 計 デ ー タ あるいは 平均 デー タ を集 積 す る
。 そ の 目的 は、

一 つ には
、 こ こで業 界 内の合 計 デー タ あるい は平 均 デ ー タ を作成 し、 国家 レベ ルの 合計 デー タ ある い

は平均 デー タ を作成 す るた めの基 礎 デ ー タ とす る こ とで ある
。 また一 つ には、 業 界 内 で のデ ー タに基

づい て、業 界 内 の エ ネル ギー 需給 全体 計 画 を策 定 し、 そ の産業 活動 の 円滑化 を図 る こ とで あ る。

　 この よ うな構造 は、 業 界 に所属 す る会 社 レベ ル の範 囲 では、 す でに で きあが ってい る よ うに思 われ

る。す な わ ち、個 々 の会 社 は メイ ン コン ピ ュー タ を本社 に設置 し
、各 工場 、 各支 社 と結 び、 種 々の情

報 を往来 させ 、会 社 全体 の経 営計画 の策定 を行 って い るは ず で あ る。

　 7.2.2　 地 方 官庁 別 ネ ッ トワー ク

　 エネル ギー の場 合 には 、産業 活動 面 の他 に、家 庭 用 の電 力消 費 とか灯 油 消費 な ど民生 活 動面 で の エ

ネル ギー 消費 を把握 す る こ とが 必要 で ある。 こ の 役.割 を 担 うた め には、 各県 庁 をネ ッ トワー クの頂

点 と して、 市 町村 レベ ル か らデー タ を集積 しなけれ ば な らない 。

　 各地 方 自治体 の エ ネル ギー 消 費計 画策 定 の た め に も、 この よ うな基 礎 デ ー タ を集 積 した メイ ンデー

タバ ンク を持 ち、 ネ ッ トワー ク を構 成 す る こ とは必 要 で あろ う。

㊨

　 7.2.5　 政 府 ・産業 間 、政府 ・地方 官庁 間 ネ ッ トワー ク

　 産業 別 ネ ッ トワー ク で集積 された業 界 内 の合 計 デ ー タ あ るいは平 均 デー タ の う ち、国 家 レベ ル の エ

ネル ギー統 計 に必要 な基 礎 デー タが、政 府 の ネ ッ トワー クの メイ ン コン ピ ュー タ のデー タバ ンク に格

納 され る。地 方 官庁 別 の ネ ッ トワー ク も同様 に、国 家 レベ ル の エネル ギー統 計 に必要 な基 礎 デ_タ を
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政 府 ネ ッ トワー クの メイ ン コン ピ ュー タ に格納 す る。 これ らの デー タに基 づ い て政 府 は、 国 家 レベ ル

の エネ ルギ ー統 計 を作 成 し、 これ らを逆 に政府 ・産業 間 、政府 ・地 方官 庁 間 ネ ッ トワー ク を通 して、

末端 まで流通 させ る体 制 を取 る ことが肝 要 で あ る。

　 また これ らの基礎 デー タに基 づ い て、業 界 ネ ッ トワー クの メイ ン コン ピュー タや地 方 官庁 ネ ッ トワ

ー クの メ イ ンコ ン ビ一 夕 と対 話 しな が ら
、 国 家 レベ ル の エ ネル ギー需 給 の標 準 予 測 を策 定 す る こ とも

政府 ネ ッ トワー クの メイ ンコ ン ピ ュー タの大 きな仕事 で あ る。

これ まで、 たび た び政 府 ネ ッ トワー ク とい う言 葉 を使用 してきたが 、 政 府 の各 省庁 が それ ぞ れ コン ピ

ュー タ を持 ち、 自省 のデ ー タ をデー タバ ンク化 し、 これ らの コン ピュー タを ネ ッ トワー ク化 す る こ と

が、是 非 と もな され るべ き こ とでは なか ろ うか。 この ネ ッ トワー ク の頂 点 に政府 情 報 セ ン ター の メ イ

ン コ ン ピュー タが位 置 し、 各 省 庁 の種 々 のデ ー タ を 自在 に共用 で きる よ うに なれ ば、 これ だ け で も大

変 な効 果 が期 待 され るはず で あ る。

●

■

　 7.2.4　 産業 間 、地方 官庁 間ネ ッ トワー ク

　 縦 のネ ッ トワー ク を構 成す る こ とに よ り、国 家 レベ ル、 業 界 レベ ル、地 方官 庁 レベ ル な ど種 々 の階

層 でのデー タが、 それ ぞれ のネ ッ トワー クの 中心 の コン ピ ュー タ に格 納 され る こ とにな る。 これ らは

国 家、 業 界、 地 方 官庁 で独 自性 を もつ もの で あるが、 あ る意 味 で は平均 標準 化 され たデー タで そ の中

の ミク ロ単 位 の独 自性 は打 ち消 され てい る。 従 って この よ うなネ ッ トワー ク化 で共通 の土俵 が で き、

ギ ブ ・ア ン ド ・テ ェイク に よる情報 交 換 の可 能性 が生 まれ る と言 え よ う。 これが、 産業 間 ネ ッ トワー

ク、 地方官 庁間 ネ ッ トワー ク な ど横 ネ ッ トワー ク の基 盤 とな る もので ある。

　 エネ ルギー 有 効 利 用 の面 か ら考 え る と、 この横 ネ ッ トワー ク で流通 す る エネ ルギー 情報 の分析 か ら

産 業 間 で の廃熱 の有 効利 用、 自家発 電 の 有効 利用 とい った方 策 が具体 的 に実現 され た り、 不 足 エ ネル

ギー 物品 の地 方間 あ るいは産 業 間 で の 円滑化 が図 られ た りす る こ とが望 ま しい。

　 実 際 に 、 エネ ル ギー面 では 、今後 ます ま す海外 か らの供給 に厳 しい条 件 が 課 せ られ る こ とに なろ う。

我 が国 で使 用 で き る総 エ ネル ギー量 が枠付 け られ るこ とに なれ ば、 その 総枠 の中 で、 各社 会 活動 部 門

の主張 をぶ つ け あ って、 分配 してい かねぱ な る まい。 この た めに は、 この よ うなデ ー タ ・ネ ッ トワー

ク を構成 し、産 業 間 相互 、 地 方官 庁 相 互 をネ ッ トワー クで結 び 、 さ らに政府 と結 ん で、 互 いの 主張 を

ぶつ け あ え る共 通 の土 俵(場)を 用意 してお くことは 不可 欠 であ ろ う。

7.2.5　 海 外 エ ネル ギー情 報 ネ ッ トワー ク

　 エ ネル ギー 問題 は、単 に国 内だけ の総 枠 の 問題 では な く、地球 全 体 に対 して総 枠 が はめ られ て い て

それ を各 国 か い か に分 配 して効率 的 に使 用 す るか とい う問題 に発 展 してい る。石 油 を凌 駕 す る よ うな

代替 エネ ル ギー 源が 開発 され ない 限 り、 この事 情 は ます ます 深刻 化 す るで あろ う。従 って国 内の エ ネ

ル ギー情 報 を ミク ロ ・レベ ル か ら集 積 す るだ け で な く、 海外 のエ ネル ギー 情 報 を集積 す る こ とが 不可

欠 で ある。

　 このた め には 、官 は もとよ り民 も、 それ ぞ れ の レベル に対応 す る海 外 団体 と交渉 を持 ち、種 々の情

づ
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報 を入手 しなけ れ ば な らな い。情 報 入手 の 交 渉先 と しては、 政府 は、 国連 、OECD、 　 IEA 、　OP

EC、 各 国 エネ ル ギー省 庁、 業 界 団体 は、 各国 の対 応 す る業 界団 体、 民間 研 究機 関 が考 え られ る。 こ

の 情報 交 換 の 基盤 とな るの は、 ギブ ・ア ン ド・デ ェイク の精 神 で あろ う。結 局 の と ころ、 日本 国 内で

確 固 た る情 報 ネ ッ トワー ク 網 を形 成 し、情 報 交 換 に 耐え うるデー タを集積 しなけ れ ば な らな い とい う

一 点 へ
、 話 は戻 る こ とにな る。

、

●

7.5　 エ ネル ギー情 報 ネ ッ トワ ー ク とコ ン ピ ュー タ

　 す でに述 べ て きた よ うに、 エ ネル ギー 情 報 ネ ッ トワー ク では、 一 台 の超 大型 コン ピュー タ を中央 に

セ ッ トし、 これ と末端 端 末 を結 ぶ端 末 ネ ッ トワー ク では な く、 各業界 、各 省 庁、 各 会社 、 各 地 方官 庁

が 独 自の コ ン ピ ュー タ を持 ち、 これ が ネ ッ トワー ク を結 ぶ コン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク に すべ きで あ

る と考 え る。 これ は各 レベ ル 内で の機 密 を守 るた め で、各 レベル は、 レベ ル 内 の ミク ロの独 自性 を打

ち消 して マク ロデー タ と して、 それ ぞ れ の上 の レベ ルヘ デ一 夕 を送 れ ば よい。 また各 レベ ル が コ ン ピ

ュー タ を持 つ(こ れは 独 自のデ ー タバ ンク を持 つ こ とを意 味 す る)こ とに よ り
、 上 の レベ ル か ら リタ

ー ンされ るデ ー タ と独 自の ミク 『デ ー タ を併 せ て、 独 自の分析 を行 うこ とが可能 とな るは ず で あ る。

　 た だ し、 各 レベ ル で持 つ デー タバ ンク の構 造 とデ ー タバ ンク を管理 す る ソフ トウ ェアは 、集 積 した

国 家 レベ ル のデー タが標 準 化 され る よ うに、共 通 の もの を使 用 す るの が望 ま しい。 従 って、 デ ー タバ

ンク 管理 ソフ トウ ェア に関 しては、 各 レベ ル がそ れぞ れ 開発 す るよ りも、 国 が種 々の コン ピ ュー タで

汎用的 に使 用 で き る精 巧 な もの を開発 す る必 要 が あろ う。 各 デー タを分析 、応 用 す る ソフ トウ ェア は

もちろん 各 レベ ル が独 自 に開発 すれ ば よい。

　 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クで は、異 機 種 コ ン ピ ュー タ間 の情 報転送 が大 きな問題 の一 つ で あるが

最近 は コー ド変 換器 が発達 して きてい るの で、 ネ ッ トワー ク を組 む上 では あま り大 きな障害 に な らな

い とみ られ る。

■

,

7.4　 エ ネル ギー情 報 ネ ッ トワー クに お け る期 待 と効果

　 この エ ネ ル ギー 情 報 ネ ッ トワー ク が で き る こ とに よ って最 も期 待 され る点 は、 エネ ル ギー に関連 し

た社 会 の種 々の活動 部 門間 での対話 径 路 が形 成 され る ことで ある。 エ ネル ギー の問題 は
、 総 枠 の限 定

され る問 題 で あるか ら、 そ の枠 に入 る エネ ル ギー需 給 の 計画 を策 定 しなけれ ば な らない 。基 礎 デー タ

をデー タバ ンク化 し、 そ れ に基 づ く合理 的 な主張 を出 し合 って は、 コン ピュー タ を利 用 した数 学 的手

法 で積 算 とバ ラ ンス を繰 り返 し、す べ て に納得 の い く線 を 出す とい う操作 が必要 にな るの で は ない だ

ろ うか 。

　 こ う した ネ ッ トワー ク を形 成 す る こ とで、 デー タの標 準 化 が行 われ、 これ まで パ ラパ ラ に採 取 され

てい た 統計 に統 一観 が生 まれ る こ とが期 待 され る。 この ことに よ り、例 えば、 最 初 に示 した エネ ル ギ

ー ・バ ランス 表 の基 礎統 計 は 一層 信頼 度 の 高 い もの とな るで あろ う
。

　 これ ま で各 社 ご とには独 自の デー タ をコ ン ピ ュー タ に入れ 、各 会 社 プラ ン トの エネ ル ギー収 支 の計

算 を して きた と考 え られ るが 、産業 間 のネ ッ トワー ク を形 成 す る ことで、 エネ ル ギー ・ア ナ リシスの
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手法 な ど を用 い・ よ り境 界 を広 げ て、 エネル ギー収 支 の 分析 が可 能 に な る と考 え られ る。

7.5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク にお け る問 題 点
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 /

　 7.5.1　 マ ネ ジ メ ン ト上 の問 題

　 エネ ル ギー情 報 ネ ッ トワー ク を マネ ジメ ン トす る上 で一 番 問題 に な るのは 、 デー タ に関 して必 要 な

機 密 をいか に守 るか とい うことで あ る。 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク の形 で 考 え てい るか ら、 各 レベ

ル で 自 レベ ル に必要 なデー タ を整備 し、・管 理 す る体 制 を取 る こ とが 可能 で あ る。従 って、 そ れ らの中

か ら レベ ル全 体 の集 合 デー タ あるい は平均 デー タの み を よ り高 い レベ ル のデー タバ ンク に格納 す る と

い うこ とで 、 ある程 度 は機 密 を保 つ こ とが で きる。

　 しか しなが ら、 この よ うな条 件 下 にあ る と して も、 高 位 の レベ ルは低 位 の レベル に対 して、 どの よ

うな デー タ を要 求 す るか とい うこ とを明確 なデ ィス カ ッシ ン を通 して決 定 し、 そ れ以 上 の デー タ を要

求 しない体 制 を敷 くこ とが 必要 で あ る。

　 この よ うなコ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク を運 営 す る基 本精 神は 、 や は りギ ブ ・ア ン ド ・テ ェイク に

あ る と考 え られ る。従 って、 高位 の レベ ル が低 位 の レベ ル に対 して、 自 レベ ル に必要 な基 礎 デー タ を

一 方的 に要 求 す る だけ で な く
、 高位 の レベ ル が集 めた基 礎 デ ー タ に基 づい て行 った種 々の分 析 結 果、

予測 結 果 を低 位 の レベ ル に十分 サ ー ビス で きる よ うな マ ネ ジ メ ン ト体制 を組む こ とが重 要 で ある。

　 この よ うな ネ ッ トワーク を形 成 す る意 義 が発 揮 さ れ るのは 、 なん とい って も、 そ れ を通 して流 す べ

きデー タベ ー ス が存在 して こそ で あ る。 そ の意 味 か ら、 デー タベー ス の作成 、 更新 、 修 正 をス ムー ス

に行 い、 デ ー タベ ー ス を有 用 な状 態 に維 持 で きる マネ ジ メン ト体制 を敷 くこ とが 重要 な ポ イ ン トと な

る。

■

　 7.5.2　 技 術 上 の 問 題

　 最近 は イ ン ター フ ェー スの進 歩 が め ざ ま し く、 コ ン ピ ュー タの相違 がネ ッ トワー ク形 成 の た め に絶

対 に乗 り越 え られ ない 障害 で ある とい う時 代 は去 った よ うに思 われ る』 しか しなが ら、 コ ン ピュー タ

・ネ ッ トワー ク を組 む上 では
、 中心 に超大 型 コン ピュー タ を一 台置 い た端 末 ネ ッ トワー ク と異 な り、

異機 種 コ ン ピ ュー タ間 の通 信関 係 を どの よ うに組む か とい うこ とが技 術上 最 も大 きい問題 で ある。

　 デー タベ ー ス ・マ ネ ジ メン ト ・ソ フ トウ ェア は、 レベ ル に よ って異 な った ソ フ トウ ェア を使 用 しな

け れ ば な らな い必 然 性 は ない 。 これ に関 して は、国 が多 大 の費 用 をかけ て、 汎用 性 の 高 い 、 きわめ て

優 秀 な ソ フ トウ ェア を開発 す る のが望 ま しい と考 え る。 各 レベ ル は デー タベ ース を利 用 す る た めの、

ア プ リケー シ ョン ・ソ フ トウ ェアの 開発 に力 をそ そ ぐべ きで あろ う。

　 す で に述 べ た よ うに、誤 りの ない有 用 なデー タベ ース を即 時 性 を もっ て作 成 す る こ とが急 所 で ある。

従 って、 ソ フ トウ ェア の開 発 に よ りデー タ ・イ ン プ ッ ト、 デ ー タ ・チ ェック の作 業 をで き るか ぎ り自

動 化 し、人 力 の 負担 が かか らない よ うにす る必要 が ある。 このた め に も、 デ ー タベ ー ス ・マネ ジ メン

ト ・ソ フ トウ ェア は いい もの を開発 しな けれ ば な らない 。

ψ
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8.化 学 産 業 にお け る情 報 ネ ッ トワー ク構 想

8.1　 業 界 活 動 と情報 流通

■

●

、

　 8.1.1　 化 学 産 業 の アイ デ ンテ ィテ ィと情 報

　 化 学産 業 の情 報 流 通 を考 え る場 合 、最大 の問 題 は化 学産 業 それ 自身 に関す る定 義 が必 ず しも明 確 で

ない こ とで ある。 日本標 準 産業 分 類 によれ ば、化 学 産業 は 「化 学 的処 理 を主 な製 造過 程 とす る事業 所

お よび これ らの化 学 的処 理 に よ って得 られ た物質 の混合 、 叉 は最 終処理 を行 う事 業所 の う ち他 の 中分

類 に特 掲 され ない もの 」 とな ってい る。一 般 に産 業 を分 類す る場 合、 需要 の側 か らみ て用途 がほ ぼ同

じで密 接 な代 替 関 係 に あ り、特 定 の市場 を構 成す る商 品群 を一 つの産業 とす るか、 あ るい は供給 の側

か らみ て 生産 され る財 の生産 技 術上 の類似 性 を基 準 と して類別 す るか のい ずれ か の方 法 が と られ るが

化学 産業 の場 合 は 、 「化 学反 応 」 とい う技 術上 の類似 性 を基 準 と してい る点 で、後 者 の基 準 に よる分

類 とみ なす こ とが で きる。 しか し、 形式 的 な定 義 の一意性 は そ こまでで あ って、 具 体 的 な産業 の概 念

とい うこ とに な る と、 そ ¢～イメー ジは拡 散 し、 多 元的 に なる。

　 第1は 、 生 産 技術 上 の類似 性 を もった周 辺 関連産 業 の 存在 で あ る。標 準産 業分 類 に よれば、 他 の中

(大)分 類 に特 掲 され る もの と して 「鉄 、 非鉄 金 属 の製 錬及 び 合 金、核燃 料 の製 造 」(鉄 鋼業 又 は非

鉄金 属 製造 業 に)、　 「石 油精 製 又 は コー クス製 造 」(石 油 ・石 炭製 品製 造業 に)、　 「ア ル コー ル 飲料 、

調味 料 、 ゼ ラチ ン を原 料 とす る菓子 、動 植物 油 脂 の製 造 及 び食用 油 脂 の精製 」(食 料 品 ・た ば こ製造

業 に)、　 「硫 黄 の蒸 溜 」(鉱 業 に)、 「ガ ラス の製 造 、 石灰 石 、 ドロマ イ トの ほ う焼 」(窯 業 ・土石

製 品製 造業 に)、 「ゴ ム製品 製造 」(ゴ ム製 品 製造 業 に)な どが挙 げ られ てい る。 これ らの部 門 は 、

「化学 反 応 」技 術 を利 用 してい る とい う意 味 で広義 には化 学産 業 の一部 門 とみ なす こ とが で きる。事

実 企業 単 位 で考 え る と、 化 学 とアル ミ(つ い最 近分 類 され た が)、 化学 とセ メン ト、化 学(ソ ー ダ)

とガ ラス、化 学 とコー ク ス、化 学 とアル コー ル とい った兼業 は例 外 的 な もの では な く、 これ が企業 の

(産 業)分 類 を複i雑にす る原 因 とな ってい る。

　 第2は 、 「化 学 的 処理 の結果 得 られ た物質 の混 合叉 は 最終 処理 を行 う部 門」 が化 学産 業 に含 まれ て

い る こ とで ある(「 素材 型 化学 産 業 」 に対す る 「加 工型 化 学産 業 」 の存在)。 塗 料、 印刷 インキ、 医

療 、農 薬 な どは生 産 工程 の主 要 な技 術 が配 合、 混 合 とい った物 理的 技術 で あ って 「化学 反応 」技 術 が

主 な技術 では な いが 、 現行 の 産業 分 類 では化 学産 業 に一 括 され て い る。 それ な らプ ラス チ ック加 工

も化学 産業 に入 れ て しか るべ きだが、 これ は 「そ の他 の製 造 業 」 に分類 され 、化 学産 業 の外 に あ る。

　 第3は 、化 学 産業 の 内部 の業 種 分 類 に も斉 合 性 が ない こ とで ある。例 え ば、無 機 薬品 、有 機 薬 品 は

商 品 とな る物 質 の分 子 結 合 構造 の違 いで 類別 され るの に対 して、 化学 肥料 、 医薬、 農薬 、 塗料 、 印刷

イン キ、 写 真 感 光材 料 、 合成 染料 な どの分 類 は、 物質 を用途 に よ って分 類 した概念 とい え る。 ま た、

油 脂製 品、 ソー ダェ 業 薬 品 、石油 系芳 香族 、 コー ル ター ル製 品 は 主 原料 物質 の 組織 に よ って い る の に

対 し、 界面 活性 剤 、 火 薬、 プ ラス チ ックは 商 品 の物 性 ない しそ れ か ら派 生 す る機 能 に着 目 した分 類 と
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い え る。 このほ か、 石 油化 学 、石 炭化 学 、 天 然 ガ ス化 学、 電気 化 学、 木材 化学 とい う分 類 は 出発 原料

に よる分 類概 念 で あ り、 合成 化 学 、 高分 子 化学 、触 媒 化学 、 醗酵 化学 、生 物化 学 な どは技 術 の種 類 に

よる分 類概 念 で ある。

　 この よ うに、化 学 産業 の概 念 は 周辺 の 定義 が あい ま い で あ り、 内部 の分 類 に つい て も出発 原料 、 生

産 技 術、 製 品等 の異 った基 準 が雑 然 と使 われ てい るた め、 いず れ の基 準 で統 一 して も化 学 産業 の諸問

題 を解 明 す る の には何 らか の不都 合 が生 じる。 この こ とか化学 産業 の情報 流 通 を妨 げ る最 大 の 原因 と

な って い る。

　 〔以上の記述は、山下甫、山本勝已著 「化学産業」(東 洋経済新報社刊)に よった。化学産業のア

イデ ンテ ィテ ィの問題 は 日本 だけ の問題 では な く、化 学 工業 分 類再 分 割 の論 議 は ア メ リカで もす で に

8年 前 に行 われ てい る(D.M.　 K　I　E　F　ER"Chemicals　 1992:20years　 of　industrial　 change"

一 　 「化 学 と工業 」
、1973年2月 号 一 に よる)。 技 術 開発 におけ る境 界領 域 の進展 、 企業 経 営 の

多角 化 に伴 い、 この問 題 の論議 は今後 ます ます 大 き くな って も衰 え る こ とは ない 〕

9

　 8.1.2　 化 学 産 業に お け る情 報 の 種類 と特 徴

　 上 記 の よ うな問 題 が ある こ とを前 提 と した上 で化 学 産業 の情報 を5つ の側 面 に分 け、 そ れぞ れ の 内

容 ・特 徴 を挙 げ る と次 の通 りで ある。

　 (1)製 　 品　 情 　報

　 個 々 の化学 製 品 の生産 、 需給 等 に関 す る情報 で ある。化 学製 品 を情 報 の観 点 か らみ た特 徴 は、 ① 製

品 数 が 他産 業 に比 べ非常 に多 い こと(既 存化 学 物 質 で数 万 に上 る といわれ
、工 業 統計 の対 象 品 目で も

200を 超 え る)、 ②連 産 品体 系 で あ る こ と(2 、3の 原料 か ら多数 の製 品 が で き る。 しか も技 術的

条 件 か ら製 品 の量 の間 に一 定 の比率 関 係 が あ り、 そ の結 果 と して需 要 に関 係 な く生産 さ れ やす い) 、

③ 化 学 産業 内の取 引 が多 く、 マク ロ統計 で はそ の動 きが的 確 に反映 され ない こ と(製 品 が 次 の段 階 の

原材 料 に な るだ け でな く、 も とへ戻 って原料 に な る場 合 さえ あ る) 、④ 中 間材 と して産 業間 の取 引 が

多 く、最 終化 学製 品 を除 い て最終 需要 との対 応 が 明確 で ない こと、⑤ 高 接輸 出 を含 め て輸 出 の ウ ェイ

トが 高 い こ と(汎 用的 な化 学 製 品 一 コモ デ ィテ イ ・ケ ミカル ズ ー では国 際 市 況商 品 と して国 際的

需 給 で動 く もの が ある。一 方 、 円 高 を背 景 に製 品輸 入 が ふ え、国 内で競 合す る もの もふ え て い る)な

ど。

　政 府 統 計 と しては、 通産 省 の生 産動 態 統 計 、工 業 統計 、 日銀 の物価 統計 、 大 蔵省 の通 関統 計 な どが

ある。業 種別 団 体 では 、生産 ・出荷(需 要 産業 または 用途 別 需要)等 につ いて 独 自 に集 計 を行 ってい

る ところが 多 いが 、価 格 の調査 につ い て は独 禁 法 との関係 もあ り皆無 とい って よい
。 エ ン ドユ ー ザ

(需 要 産業)別 あるい は用途 別統 計 は需 要 予 測 を行 う場合 に必要 で あるが 、製 品間 で そ の分 類 が ま ち

まち で斉 合性 が ない の で、 全体 的 な需要 予 測 シス テ ム(例 え ば10分 析)に そ の ま ま使 用 で きる状 態

には な い。通 関 統計 は化学 品 と 目され る製 品 が 色 々 な分類 の と ころへ 入 っ てお り、 生産 また は物 価統

計 と連 動 させ る には組 み替 え が必要 で ある。

4　 ■
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　 (2)原 　料 　 情 　報

　 化 学産 業 の 原料 は、 石 油 系原料 を始 め と して無 機 系 原料 、 天 然 原料(動 植物油 脂 等)に わた り多数

ある。日化 協 のア ンケー ト調 査 で 回答 が あった素 原材 料 の数 は約50に 上 ったが、 これ は 例 え ば 「原

料 油脂 」 を1本 に括 っ てい るか ら、 細 分化 す れば数 は もっ とふ え る。製 品 原材料 につ い ては、(1)の

製 品 の数 と同 じ く無 数 とい って よい。

　 製 品 原材 料 の 問題 は ともか くと して、 原料(素 原材 料)の 大半 は海外 に依 存 してい るの で、 資 源国

(と くに産 油 国)の 動 向 の把 握 は重 要 で あ る。 また、 石 油 系原料(ナ フサ)に つい て ロ ッテ ル ダ ム で

自 由市 場 が立 つの で、 欧 州の動 き も把握 す る必要 が ある。米 国 につ い ては 原油価 格 のデ コ ン トロー ル

(国 内原 油 の統制 価 格 の撤 廃)後 の動 向 が重 要 とな る。 国 内 につ いて は、 エネ ル ギー と原料 の係 り合

い が強 い の で、 エ ネル ギー政 策 の動 向 が重要 で あ る。

　 (3)技 　 術 　情 　 報

　 技 術開発 は、化 学 産業 の存 立基 盤 で あ り、技 術情 報 は 最 も重視 され なけ れば な らな い。 戦後 の化学

産業 は海外 か らの技 術 導入 に よっ て再建 され たの で、 従来 か ら海外 との情 報 交流 は 活発 で ある。 最近

は 生産技 術 を中心 に 自主技 術 の開 発 が進 み、 ク ロス ライセ ンス もふ え たが、 先端 的 な研 究 開発 の 水準

は 欧 米 に比べ てま だ まだ低 い とい われ てい る?80年 代 の経営 戦 略 と して各 企業 と も素材 生 産 偏 重 か

ら脱却 し、 高付 加 価 値型 の フ ァイ ン化路 線 を志 向 して い るが、 化学 産業 の 研究 開発 の展 開方 向 と して

社会 的 ニー ズ との関連 か らみ て次 の4つ の領 域 が挙 げ られ る(前 出 「化 学産 業 」 による)。

　 ① 資 源 エネ ル ギー関連 領 域(省 エネ、 代 替資 源 ・エネ ル ギー技 術 の開発)

　 ② 人間 の 生命 と健康 の維持 に関 す る領域(食 糧、 医薬 、 医療機 器 ・材 料、 ラ イフ ・サ イ エ ンス)

　③ 環 境保 護 改 善 に関 す る領 域(無 公害 処理 シス テ ム、 廃 棄物 処理 シス テ ム)

④ 情 報化 の進 展 に関 す る領域(エ レク トロニク ス向 け 高分 子材 料)

　 これ は 、い ずれ も業 際 的領域 で あ り、 他産業 か らの参 入 もふえ ると思 われ るの で、 産 業 間 の 情 報 交

流 が必要 となろ う。

　 (4)物 　質 　 情 　報

　 化 学産 業 に特 有 の情 報 で あ る。 新 素材 ・新 製 品 の 開発 に あた って、 化 学物 質 の構 造、 物性 、 機 能、

用 途等 に関 す る情 報 は不 可 欠 で あ る。一 方 、環 境 ・安全 問題 の 内外 に おけ る規制 強化 の気 間 の高 ま り

に応 じて物質 情 報 の重 要性 が ま して きてい る。 後者 に関 連す る内容 の主 な もの は次 の通 りで ある。

① 環 境 …… 環境 基 準、 公害 汚染物 質

② 安 全 …… 既存 化 学物質 、 新 規化 学物 質(安 全 性 評価)、 労働 安全 衛 生

③ 保 安 ・防 災 … …危険 物 輸送(船 舶 ・航空 等)、 毒 劇 物運 搬 、 石油 コン ビナー ト防災 、 高圧 ガス

　 　 　　 　　 　 　保 安 、 不安 定物 質

　 (5)経 　営 　情 　 報

　上 記4項 目 に特 定 され ない もの と して、 マク ロ経 済情 報(国 内、 海外)、 労働 情 報 な どが ある。 マ

ク ロ経済 情 報(化 学 産 業 固有 の情 報 で はない の で、 内容 の詳 細 は 触れ ない)は 商 業 ベー ス の タイ ム シ

ェア リングで入 手 が可 能 とな って い るが、 ミク ロ情報 が 弱 い ため 中途半 端 だ とい う不満 が ある よ うで
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あ る。化 学 産業 の場 合、 マク ロの経 済 情報 と ミク ロの製 品 情報 との結 合 は不 可 欠の条 件 で あるが
、 現

状 は産 業 連 関 表 に おい て3品 目の表 示 とい った扱 い しか受 げ て い ない
。

　化学産業においてとくに問題なのは、生産統計 と雇用統計における事業所の分類と雇用者の分類 と
の 不斉 合 で ある。 例 え ば、 石 油化 学 コン ビナー トの工場 の一 部 で化 学 肥料 を生産 してい る場 合

、 化学

肥料 部 門 が 雇用転 換奨 励 金 の 対象業 種 とな った と して どう事業 所 を認定 す るか とい うのは きわ めて厄

介 な問題 で あ るが、情 報 処理 の場 合 で も常 にそ の問題 が つ きま と う。化 学産 業 の定義 の あい まい さ に

加え て、 化 学産 業 の従 事 者 の数 も確 定 で きる もの がな い現状 で あ る。

8.2　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　 8.2.4　 業 界 内 ネ ッ トワー ク

　 日化協 の会 員 構成 か らみ た情報 ネ ッ トワー ク の特 徴 と問題 点 を挙 げ る。図8-1は 日化協を中心 とした

情報源の結合状況で、図の下側に関連業界団体か掲げ られているが配列にはあま り意味はない。

　 日化協は、 「化学工業の発達に必要な事項について調査研究 し、業界の公正な意見を明 らかにする

と共 に、会 員 相互 の親睦 、 連 絡及 び啓発 を図 り、 会 員 の事 業 に共 通 の 利益 を増進 す る」 こ とを 目的 と

す る任 意 団体 で あって、 法人(企 業)会 員(168社)と 団体 会 員(61団 体)と で構 成 され てい る
。

上 記 の規 約 の 中 で情報 の収 集 分 析 と情 報 ネ ッ トワーク の拠 点 的性 格 が付 与 され てい る ことが判 るが
、

30年 前 の設 立 当時 にそ の こ とが強 く意識 され て い たか ど うか は不 明 で あ る
。法 人会 員 は化 学 品 を製

造 す る メ ー カが 主 体 で あるが 、商 社(10社 前 後)、 他 産 業 メ ー カ(食 品 、合繊 、硝 子 、 石油精

製 、 瓦斯 等15社 前 後)、 外 資 系化 学会 社(販 売 部 門 を含 む3社 、合 弁 会社 を入 れ る とさ らに若 干 プ

ラス)も 会 員 にな ってい る ものが あ る。 他方 、 化学 会社 とい って も化 学 品部 門以 外 の事 業 を兼 営 して

い る ところ も当然 多 い。

　団体会員は、明らかに他産業に属すると思われる団体(約10)を 除いて50団 体前後の業種別団

体 が会 員 とな って い るが、 未 加入 の業 種 別団 体 もあ り、必 ず しも連 合体 と して意 識 され てい る わけ で

は な い。 しか し、 日化協 が 個 々 の製 品情 報 を直接扱 う ことな く
、 経 済調 査 、 税制 、 労働 、 環境 、 安全

等 の横 断的 な事 項 を主 た る業 務 と してい る点 にお い て、一 応 の分 担 関 係 か成 り立 って い る と判 断 され

る。 一 方、 個 別 の業 種団 体 も仔細 にみ る と製 品別 に守備 範 囲 が す っ き り区分 され い るわけ で な く
、 互

い に重 複 が あ った り、 あるい は階層 的 な関係 に あ った り して
、化学 産 業 の定義 ・分類 さな が らに錯 綜

してい る。 これ らの もつれ た 糸 をほ ぐ して効 率 的 な情 報 ネ ッ トワー ク を作 り上 げ る こ とは い うほ ど容

易 では な い。 次 に、8.L2で 挙 げ た情 報 の種 類 に 即 し て現状 と将 来構 想 を記 す 。

　 (1)製 　 品　 情 　報

　 上 で述 べ た よ うに、個 々の.製品 につい ては 個別業 種 団 体 が主 で 、

　 　 　 会員 コ 個別 団 体 二 通 産省 原課

とい う形 の情 報 流通 は あ って も、 日化 協 と結 ぶ ネ ッ トワー クは な い。 日化 協 か らは広義 の製 品情 報

(景 気動 向 ・化学 工 業 動 向一般 、 化学 品 の生 産 、貿 易 、物 価動 向等)を 役員会(常 務理 事幹 事 会
、 理

事 常 議員 会)・ 通 産省 連 絡 会、 経済 調 査部 会(経 企庁 月例 経済 報 告)等 の会 合 を通 じて一 方的 に情 報
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　 　 　 　 　 　 農 林 水 産 省

中央労働災害防止協会

危険物輸送専門家委員会

(注)　 「日本 」を冠す る ものは

　 原 則 として 「日本」 を省略
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を提 供 す る に止 ま ってい る。

　 将来構想 としては、産業連関表あるいは景気動向指数等のフレームに基づいて個別製品を集約化 し、

ミク ロ とマク ロの情報 を結 合 し、 製品 情報 の質 の高 度化 を図 る必 要 が あ る。 このた め に は 、生産 サ イ

ドに偏 した製 品情報 を需要 サ イ ドか ら再 編成 す る必要 が あ り
、 各 種統計 の この面 か らの整 備 が望 まれ

る。 白化 協 で は、 経済 委員会 の中 に 「需要 予 測手 法 開発研 究会 」 を設 け
、 現在化 学 工 業 産業 連 関表 の

作 成 を行 ってい るが、 これ が情報 ネ ッ トワー ク化 の手 が か りにな るの では ない か と期 待 してい る
。

　 (2)原 　料 　 情 　報

　 個別 情 報 につい て は、 例 え ば石 油系 原料(ナ フサ)は 石化協(石 油 化学 工業 協 会)、 原 料塩 につい

て は ソー ダ工 業会 等 と守備 範 囲が は っき りしてい るの で、 日化協 が介 入 す る こ とは な いが 、化 学協会

全体 が関心 を もつ事 項(例 え ば、 ナ フサ価 格 問題)に つい ては、情 報 の提 供 を受 け、 時 には共 同 で運

動 す る こ とが ある。

　 原料問題の全体的な構想 ・戦略 については、日化協でも各種研究会(か っては化学工業長中期展望

研究 会 原料 問題 分 科会 、 現在 は化 学 工業 基 本 問題 研 究会)を 通 じて検 討 を行 ってい る
。基 本 問題 研究

会 で は、 今回 原料 問題 に関す るア ン ケー トを メー カ会 員 お よ び 業 種 別 団体 会員 に対 して行 い
、 現在

と りま とめ 中 で ある が、 団体 の中 には この調査 を き っか け に初 めて原料 事 情 の調査 を行 った と ころが

ある と聞 く。 製 品別 の原料 情報 を把 握す る とい うの は初 め ての試 み で あ り、 現 段階 では まだ カバ レッジ

が低 く、 かつ 系統 的 でない の で将来 に課題 を残 してい るが、 これが整 備 され る と産 業連 関 表 の投 入面

の分析 の進 展 が期 待 で き る とい う側 面 が ある(56年 か ら実施 され る エネ ル ギー 消費 統計 が これ を促

進 す るで あろ う。)。

　 また、 電 力 の使 用 お よび契 約 状況 につ い て、 電 力 委 員 会 で メ ー カ会員 に対 しア ン ケー トを行 って

い る。 今 回 で2度 目で あるが、 回収 率 もよ く電 力 会社 との折衝 等 に役 立 ってい る。 電 力 委員 会 を通 じ

ての関 連 団体 との協 力、 情 報 交流 は 円 滑 で ある。

　 (3)技 　 術　 情　 報

　 技術 委員 会 で共 同研究 のテー マ を主体 に、大 型枝 術 、次世 代技 術 プ ロジ ェク トの 探求 を行 ってい る。

そ の成果 の1つ と してす で に 「CI化 学 研究 組 合」 を生 み 出 した。 現在 、業 種 別団 体 、 他産 業 関連 団

体 に対 し・ そ れ ぞれ の業 界 の研 究 開発 課題 に関 す る ア ンケー トを実 施 してい るが、 これ も初 めて の試

み で あ り、 将 来 のネ ッ トワー ク形 成 につ なが るか ど うか結 果 が注 目 され る。研 究 開発 は化 学 産業 の存

立 基盤 で あ り、 今後 の業 際的 な研 究 領域 の展 開 を考 え る と情 報拠 点 と して の 白化協 の 役 割 は ます ます

大 き くな る と思 われ る。将 来 構 想 に 係 る も の と して 「情報 システ ム と化 学産 業 の情 報 交 流 関係 」 の

図 を掲 げ て お く(前 出 「化学 産業 」 よ り引用)。
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図8-2　 情報システム化学産業の情報交流関係

　 (4)物 　質 　 情 　報

　 環境 ・公 害 問題 か ら物 質 ・製品 の安 全性 、 ある いは 防 災 ・保 安 の問 題等 化学 物質 情 報 に関 す る重 要

性 は 内外 で 日に 日 に高 ま って い る。既存 化 学 物質 は と もか く.として、 新 規 化学 物質 は お おむ ね 既存 の

業 界団 体 の網 にか か らない と ころ に あるわけ で、 この 面 に おけ る 日化協 の情報 拠点 と して果 す 役割 は

きわめ て大 きい と思 われ る。現 にOECDの 化学 物 質 ア セス メ ン ト手 法 の調整 作i業には 日化 協 か ら専

門 家 を派遣 して協 力 してい る。 ま た、 日化 協 を母 体 と して出来 た 「日本化 学物 質 安全 ・情 報 センター」

は この ほ ど通 産、 労 働 、厚 生 の3者 共管 の公 益 法人 と して発 足 した 。

　 (5)経 　営 　情 　報

　 前 出 の広 義 の 製 品情報 のほ か、 四 半 期 ご と に メ ー カ会員 に対 して 「化 学 工業 景況 アンケート調査 」

を行 い、発 表 して い る。化 学 産 業 全般 の景況 とそれ に対 す る自社 の景況 の位 置 づけ に役立 ち、経 営 者

に と って羅 針 盤 の役 目 を果 してい る とい われ る。

　 労 働関 係 にっ い て は、春 闘 、⇒ 時 金等 の 交渉 状況 に っい て情 報 を収 集 し、 これ を速 報 に と りま とめ

て会員 各 社 へ 流 してい るが、 この よ うな情報 交 換 が賃 金 市場 形 成 の役 を果 して い る とい われ る。 この

ほか、 定年 延 長 問題 等 雇用 賃 金 制度 につい ての調 査研 究 を行 い、 会社 間 の情報 交換 を図 ってい る。 労

働 組 合 との情 報交 流 も、昨 年 「化 学 産業 労 使会議 」が発 足 し、 年2回 の割 合 で会 合 を もつ な ど活発 化

して きてい る。

　 経 営情 報 の面 に おい て は、事 の性質 上 、個 別業 種 団 体 との交 流 はほ とん どな く、 も っぱ ら会社 との
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交流 に限 られ る。 前 出の 化学 工 業 基 本 問題 研究 会 な ど経営 戦略 に関 す る研究 会 は会 員会 社 か らの メン

バー が 主体 で ある。

　 将 来構 想 と しては、 例 えば、 景 況 ア ンケー ト調 査 と個 々 の企業 の経 営 指標 を ドッキ ング させ た経営

予測 な ど、 化学 産業 経 営 情報 シス テ ムの開 発 が考 え られ るが 、 内容 は まだ固 ま ってい ない 。化 学産 業

内に おけ る業 種 ・業 態 の 差 に よ る収益 性 の格 差(例 えば 、素材型 と加工型 の格 差)が 大'き く、 また、

兼 業化 ・多角化 が進 ん でい るの で 、 経営 情報 シス テ ムの作成 に あた って は、 まず会社 分 類 の検討 か ら

始め なけ れ ばな らない 。

●

●

4

　 8.2.2　 政 府 ・産 業 間 ネ ッ トワ ー ク(図8-'1　 左 上)

　 日化協 は、個 別 製 品以外 の横 断 的 テ ー マ を業 務 の対 象 と して い る こ とか ら、政 府 の情 報 源 は通産 省

を中心 にほ とん どの省 庁 に及ん でい る。 各種 情 報 との対応 を挙 げ る と次 の通 りで ある。

　 (1)製 　 品　 情 　報

　 個別 製 品 を所 管 す る 原課 との 直接 の接 触は ない が、基 礎産業 局 総 務課 を通 して化 学産 業 全般 の動 向

につい て情 報 交流 が ある。 通産 は じめ各 省庁首 脳 との懇 談会 では 日化協 が と りま とめ を行 うこ とが あ

る。

　 統計情 報 につ い て は、 通産 省 調 査 統計 部(生 産動 態、工 業 統計)、 日銀(卸 売物 価)等 。

　 将 来構 想 と しては 、10ベ ー ス の作業 や景気 動 向 指標 の作成 に あた って各 省 庁 の専 門 家 の参画 を求

め る ことを検討 して い る。

　 (2)原 　 料 　情 　 報

　 原料 ・エネル ギー 問 題(電 力 を含 む)に つ いて 資源 エ ネル ギー 庁、 新 エ ネ ルギー 技術 開発 につ い て

新 エネル ギー開発 機 構(今 後)。

　 (3)1枝 術 情 報

　 研 究開発(大 型 プ ロ、 次 世代 技 術 、 創 造科学 技 術 等)に つ い て通 産省 、 工技 院、 科 技 庁、 規格 問題

につい て工 技院 、特 許 情 報 につい て特 許庁 等 。

　 (4)環 境 ・保 安 問題 につ い て環 境 庁(環 境基 準 、公 害 防止)、 自治省 、 消防 庁(消 防法 に よる危険

物運 搬容 器 規定 、 石油 コ ン ビナー ト防 災)、 運 輸省(危 険 物船 舶 ・航空 輸送 規 則)、 国 鉄(危 険物 輸

送)、 厚 生省(毒 劇物 貯 蔵 ・廃 棄基 準)、 通 産 省(立 地 公 害 、高 圧 ガス保 安 、石 油 コ ンビナ ート防 災)

物 質安 全 性 問題 に つい て通 産 省(化 学物 質 審査 規制 法)、 厚 生 省(化 審法 、 薬事 法)、 農林 水産 省

(農 薬取締 法)、 労働 省(労 働安 全 衛生 法)な ど。

　 ⑤ 経 　 営　 情 　報

　 経営 情報 一般 につ い て通 産省(通 産 政 策 につ き首 脳 との懇談 会 、連 絡会、 講 演 会)、 経 企庁(経 済

動 向、 経済 運営 にっ き懇談 会 、講 演会)の ほ か統 計 入手 先 と して大 蔵省(貿 易、 国 際収 支)、 日 銀

(物 価 、 金融)、 労働 省(雇 用 、 賃 金)、 建 設省 、 総理 府統 計 局等 。

　 雇用 問題 につ い て、 労働 省(労 働 政 策 につ き首脳 との懇談会 、 連 絡会 、講 演会)、 総理 府(婦 人

年 問題 等)
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　 税 制 、経済 法 規等 につ い て 自民党 税調 、 大 蔵省 、通 産 省、 自治 省(以 上 税 制)、 公 取 委(独 禁 法)、

法務 省(会 社 法 規)等 。

　 以 上多 種 多様 で あるが、 当面 、 政府 ・産業 間 でデー タベー ス に乗 せ得 る もの は やは り官 庁統計 で、

将来 に おい ては物 質情 報 の デ ー タベー ス化 を期 待 した い。 官 庁統計 の一 方通 行 化 を避 け たい とす るな

らば、国 民経済 計 算(SNA)、 産 業 連 関表(IO)等 のテー プに よる細 目の開 示(SNAに おけ る

U表 、V表 お よび10に おけ る部門 の表示 の細分 化)を 是非 検討 す べ きで、 そ れ と産 業側 の情 報 とが

結 合 で きる よ うになれ ば 、 お の ずか らTWO-WAYの 道 か開 か れ よ う。

,

　 8.2.5　 産業 間 ネ ッ トワー ク(図8-1　 右 側)

　 製 品 情報 、経 営情 報 一般 につ い て は 、経 団 連経 済 情報 専門 委員 会 、 通産 統 計協 会等 を通 じて図 に掲

げた よ うな他産業 団 体 との 交流 は あるが、 川 上(電 事 連 、石 油連 盟 等)あ るい は 流通(貿 易会、 商社

の輸 出 入成 約)の 段 階 の情 報 を除 い て直接 必 要 な情 報 は あま りな い。 川 下(例 え ば 自動 車 、家電業 界)

の情報 は、化 学産 業 のな か の特 定 の業 界 に と って必要 な もの で あるが、 個 別 の 製 品情 報 を扱 わな い

日化協 と しては 、景気 動 向一 般 の判 断 に資 す る程 度 で あ って直接 必要 な もの で は ない。

　 しか しな が ら、化 学産 業 の需 要 予測 を行 お うとす る な らば(当 然 若干 の部 門分 割 を必 要 とす る)、

化 学産 業 の 内部 連 関 は もちろん の こ と、 投 入 部門 、産 出部 門 の他 産 業 の動 向 を把 握 す る こ とが 欠か せ

ない が 、 これ に関 す る情報 シス テ ムは ほ とん ど開発 され てい ない 。産 業 間 ネ ッ トワー ク を有 効 に ワー

ク させ よ うとすれ ば、 例 え ばSNAに おけ るU-V表 、 あるい はIO表 の フレー ムの上 で情 報 が相互

に交換 され る よ うな仕 組 み が必 要 となろ う。

　 8.2.4　 海 外 情 報 ネ ッ トワー ク(図8-1,左 側)

　 企業 ベー ス の 交流(従 来 は 主 と して技術 導入)、 に よるほ か、 業 界 ベ ー ス と しては、 歴史的va　IL

Oを 中 心 とす る労 働 関係 の 情 報 の国 際 交流 が先 行 してk－り、各国 の経 営 者団体 との接触 もある。 しか

し、各国 の化学 工 業 団体 との 交流 は従 来 あ ま りなか った。最 近 双方 かち 接 触 の気 運 が 高 ま りつ つ ある

(西 独VCI、 米CMAな ど)。 また、CEFIC(欧 州化学 工 業連 盟)と は従 来 か ら年2回 の割 合

で国 内経 済 の動 向k・よび 化学 工 業 の動 向 に つい て レポ ー トをま とめ て送 ってい るが、CEFICで は

日化協 、 米CMAと の よ り密 接 な交 流 を企 図 してい る模様 で、 これ が実 現 すれ ば 日米欧 先進 化学 工業

国 間 の経 営情 報 を中心 に した ネ ッ トワー ク が形 成 され る こ とに な ろ う。 しか し、 このた め には国 内 に

おけ る需要 予 測 を中心 に した 経 営情 報 シス テ ムの確 立 が先 決 で ある。

　一 方、物 質 情報 につ い て は、 化学 物 質 の安 全 規 制強化 の国際 的 高 ま りの 中 で、最 近 とみ に化 学物 質

の 国 際的情 報 交 流 が進展 してい る。関 連 の国 際 機 関 ・機 構 あるい は各 国 の機 関 ・機 構 と しては次 の よ

うな もの が あ る。

　 環境 ・安 全 問題 にっ い ては 、UNEP(国 連 環境 計画)、WHO(国 際化 学物 質 安全 性計 画IPCS)

OECD(経 済協 力 開発 機 構 環境 委)、　BIAC(OECD民 間経 済 界諮 問 委)、 　EPA(米 環境保

護庁)、OSHA(米 労 働省 労 働 安 全 衛 生局)な ど。

'

■
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　危険物輸送についてUN(国 連経済社会理事会危険物輸送専門家委)、　IATA(国 際航空輸送協
会)、ICAO(国 際 民間 航空 機 関) 、　IMCO(政 府 間 海 事協 議機 関)な ど。

8・5　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　 電算機 の大 型化 に伴 っ て集 中 処理 か ら分 散処 理 へ進 ん で い る とい われ てい るが、 情報 ネ ッ トワー ク

の形 成 に 鋤 て必 要 となる と思 われ る ・ア ・セ ンター と産 業別 情 報 拠点 との関係 を上 記 モ デル で画 _

的 に考 え る と誤 ま りを犯 す こ とに なる。 情報 拠 点 で ある各 団体 が
、 まずそ れぞ れ の実情 に応 じた情 報

処理 方式 を開発 すべ きで ある・ そ の場 合、LS・ 、超LSIの 開 発 の進度 に応 じて電 算機 の大 型 化 が

進 む一 方 、小 型化 、 低 廉化 も急 激 に進 み、 また、 オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン(OA)の 面 で も今後

数年 の間 に飛 躍的 な発 展 が予 想 さ れ るの で、 旧態依 然 た る われ われ 団体 の事 務処 理 も
、 恐 ら く 「OA

イ ノベー シ ョン」 の波 をか ぶ ら ざる を得 ない で あろ う
。 情 報処 理 につい て も、 その段 階 でEDP化 の

気 運 が生 まれ るで あろ う と思 われ る。 しか しな が ら、団体 職 員 の 電算機 に対 す る認 識 度合 の現状 か ら

み て、 た とえ電算 機 が低 廉化 し団体 の予 算 規 模で 利用 可能 にな った と して も
、EDP化 の 壁は厚 い。

したが って、 情報 ネ ッ トワー ク の構想 を進 め る に あた っては
、産業 別 情報 拠 点 に おけ る要 員 養成 が先

決 で ある・ さ らに繍 的 陣 えぱ ・そ れ も・・一 ソナル ・・ ン ピ。一 夕(pc)の レベ ルカら 始 め るべ

きで ある。

　 日化協 の試 行結 果 に よ る と、 現 行 の各 種 デ ー タ処理 作業 の うち、処理 量 がか な り多 い 「景況 ア ンケ
ー ト調査 」

、　 「春 闘 賃 金、 一時 金状 況速 報 」 、　 「労 働 災害 定 期調 査 」 の集 計 は
、48K　 RAM、 ミ

ニ フ ロ ッピー デ ィス ク2台 付 のPCの レベ ル で十 分 可能 で あ
った(対 象会社 数80～100)。 と く

に賃 金速報 の よ うに 日々改 定 の必要 な もの にはEDP化 の効 果 は抜 群 である
。 日常 行 ってい る統計 処

理(比 率計 算・ 製 表 ・ グ ラ・作成 等)や 会 計処 理、 会員 禰 管理 、 メ イ リン グ ・リス トの作 成 な どを

通 じて、 「全員PC化 」 も不可 能 で は ない。 日化協 の会 員 会社 の 某首 脳 が=社 長 も女 子 従業員 も端 末

機 をた 牟け ば平等 に情 報 にア ク セス で き、 同 じ情 報 を保 有 す る こ とが会社 の 活 力 で ある。 コ ン ピ ュー

タは 民 主主義 の 媒体 で あ る.と い われ た が、 け だ し至 言 であ る。

　一方、旧化協では前述の問題意識をもって化学工業の産業連関表の作成を行っているが、大型電算

機 の計算 委託費 がか さむ こ とか ら、 単独 の プ ロジ ェク トと して行 う
。 あるい は デー タベ ース と してそ

れ を常時 維 持 す る こ とは 日化 協 の能 力 ・予算 では不 可能 で あ る
。 情報 ネ ッ トワー クの形成 に あた って

は、 大型 電算 機 を もつ コア ・セ ン ター の 存在 が 不可 欠 で ある
。

8.4　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 期 待 と 効 果

　 今 まで述 べ て きた こ との なか か ら、 結 論 的 な部分 をま とめる と次 の通 りで ある。

　 電 算機 の大 型 化 に対 応 して、 ネ ッ トワー ク の形成 は ハー ド的 には可 能 で あろ う し期待 もあるが、 ソ

フ トが問題 で あ る。 ネ ッ トワー ク の形 成 に あた っては
、 と くに官 庁 統計 のテー プに よる細 分 類 の開示

が前 提 とされなげればならな い
。 産業 間 ネ ッ トワー クは、IOベ ー ス あるいはSNAのU_V表 ぺ_ス

の フ レー ム に よる ミク ロ情 報 の交換 が で きる よ うに なれば効 果 が 大 きい と思 うが
、 実現 は困難 で あ ろ



う 。

8.　5　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 問 題 点

　 8.5.1　 マ ネー ジ メン ト上 の 問題

　 画 一 的 な方式 での デー タベー ス の維 持 は 困難 。産 業 別情 報 拠 点 は まずそ れぞ れ の実 情 に応 じたED

P化 を行 うべ きで、 そ の過程 に おい て汎 用的 な性 格 を もった情 報 を選定 し、 ネ ッ トワー ク の共 通 デー

タベー ス と して登 録、 維 持 す る とい う手 順 をふむ べ きで ある。

　 また、 これ らの前提 と して要 員 の養 成 が 先決 で ある。 そ の場 合、① 職員数 が少な く、専 任 者 を置 く余

裕 が ない団 体 が多 い こ と、②OA時 代 にそ な え て全 員 が電算 機 処理 に慣 れ る必 要 が生 じてい る こ とな

どか ら、色 々な レベ ル での全 員 を対 象 と した 研修 が必要 で あろ う。

'

　 8.5.2　 技 術 上 の 問 題

　 入 力手段 の多様 化(カ ナ入 力、 漢字 入 力、 キー ・フ ロ ッピー デ ィスク装置 に よる入力 、OCR、 音

声入 力)と 費用 の低廉 化 に対 応 して、 で き るだけ従 来 の事 務 処理 に な じむ 形 で 円滑 にEDP化 で きる

よ う工 夫 が必要 で あ る。 また、 現行 のデ ー タ通 信制 度 が改 め られ ない限 り、諸 般 の 制限 と通 信 費 の割

高 か らオン ライン に よるネ ッ トワー クの形 成 が進 まない恐 れ が ある。 電話線 の開放 が必 要 で ある。

　 8.5.5　 公共 的 デ ー タの利 用

　政 府 デー タの テー プに よ る開 示 は絶 対 に必要 な前 提条 件 で ある。 ネ ッ トワー クの 構想 を進 め よ う と

す れ ば コァ ・セン ター が必要 で ある し、 そ こに は大型 電 算機 と と もに政 府 統計 が デー タベ ー ス と して

存在 してい なけ れば な らない 。統計 の開 示 は で きるだ け細 目で あ る こ とが望 ま しいが、 少 くと も印刷

(紙 に よ る)等 の制 約 か ら公 表 してい ない もの はす べ て開示 す べ きで あ る。
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9.繊 維 産 業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構 想

●

9.1　 業 界活動 と情報流通

　 戦 前 の繊 維産 業 は操短(操 業 短 縮)の 歴 史 と言 われ た が、 これ は戦後 の今 日におい て も改 ま ってい

ない。 と くに最近 輸 出競 争 力 を喪 失 し輸 入 に依 存 す る体 制 とな って、市況 産 業的 な景気 の振 幅 は更 に

増 幅 した観 が あ る。

　 例 え ば 昭和48年 の イン フ レ時、 そ れ まで150万 トンの繊維 国 内 需要 が一 挙 に195万 トンに拡

大 し、 そ の反動 で49年143万 トン、50年131万 トンに縮 小 した こ とが ある。 こ う した大 きな

景気 波動 で合 繊 及び テ キ ス タイル業 界 は 原料 コス トの製 品転 嫁 ど ころか逆 に膨大 な赤字 を負 う羽 目に

な った。

　 日本 の繊 維業 界 では実 需 情報 に もとつ いて 生産 が 行 われ る ので な く、 価格 騰貴 によ る投 機 に よ って

生 産 が行 われ る。 情 報 流通 とい う神経 組 織 が ない ため、 産業 自体 の体質 を弱 め る傾 向 が ある。

　 一 方、50年 を境 とす る構 造 的 な不 況期 に、 ひ と り気 を吐 い て伸 び た業 種 が繊 維 産業 にもあ った。ア

パ レル産業 とい われ る業 種 で あ るが 、40年 代 繊維 産 業 の フ ァ ッシ 。ン産 業 化 の 中で 目 ざま しい伸 び

を示 し、 そ の余 勢 を駆 って不 況期 を 乗 り切 った。

　 しか し欧 米技 術 や 欧米 有 名 ブ ラ ン ドに一 方的 に依 存 す る時 代 は終 ってアパ レル産業 に も低滞 と混迷

の時 代 が始 ま った。

　 消費 者 に飽和 した ワー ドロー ブ を整 理 させ て新 しい衣 料 を求 め させ る哲学 も情 報 も、 この業 界 では

持 合 せ が少 ない。 日本 人 に 日本 の 消 費者 に喜 ん で もらえ る繊 維製 品 をつ くらな くて は、外 国 の 消費者

に も喜 ん で も らえ るは ず はな い。

　 繊 維 品 の輸 入 が定着 し、 また 円 高 や コス ト ・ア ップ が進行 する なか で、 価 格一 槍 で国 際競 争 す る こ

とは 容 易 で ない。 まず国 内の 消費 者そ れ も成 熟 化 社会 で生 活水準 の高 ま った1億 人 を超 え る 消費 者 を

じっ く り観 察 す る こ とか ら、繊 維産 業 は出 直す 時期 に きてい る。

■

■

9.　2　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　 9.2.1　 業 界 内 ネ ッ トワー ク

　 現在 、 繊維 産 業 では繊 維情 報 セ ン ター を情 報 拠 点 と して、図9-1の よ うな情 報 ネ ッ トワー クが構

成 され てい る。
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図9-1　 情 報 セン ター を中 心 と した情 報 ネ ッ トワー ク

　 上図 ① の業 界 団体 との情 報 ネ ッ トワー クは 、各 団体 が それ ぞれ の 目的 に応 じて、 例 え ば、 図9-2

に み る よ うな 独 自の ネ ッ トワー ク を もってい る ので、 これ との重複 は避 け る必 要 が ある。従 って、

情報 セ ン ター の役 割 は繊 維 業 界 の ニーズ に沿 い なが ら、 そ れぞ れ の 団体 に と って境 界領 域 に属す る分

野 で の情報 ネ ッ トワー ク を構 成 す る こ とが必 要 とな る。

　 こ う した趣 旨の も とで現在 、上 図 ② の 生 産 業 者 と の ネ ッ トワー ク を構成 してい るの は、 合繊 、

テ キ ス タ イル業 界 で な く次 の衣 料 品生 産業 者 で あ る。

　・ 衣 料品 生 産調 査 ネ ッ トワー ク

　 これ は、 通 産 省繊 維 統計 等 の公 式 統計 を補完 す る もの と して作 られ たネ ッ トワー クで ある。 通 産省

統 計 は メー カを対 象 と し、30人 以 下の 従 業 者 の メ ー カ が 裾切 りされ てい るた め
、 これ を カバ_す

るた め には 、 下請 組織 で生産 す る製造 卸 業 者 の ネ ッ トワー ク が必 要 とな る
。 表9-1の 団 体 の うち

下請 業 者 を除 ピ て重複 をさけ、 衣 料品 の全 国 拡 大推 計 を行 うネ ッ トワニ ク とな ってい る
。

表9-1　 衣料 品 生産 情報 ネ ッ トワー ク

団　　　　　　体
地　　　区 調　　　査

(工 業 組 合連 合 会) 組　合　数 対　象　数

全 日本 紳士服工業組合 連 合 会 7 486

全 日本編入子供服工業組合連合会 9 1,150

日本 被 服 工 業 組 合 連 合 会 5 550

日本 布 吊製 品 工業組合連合会 16 552

日本輸出縫 製 品 工業組合連合会 17 180

日 本 ニ ッ ト 工 業 組 合 連 合 会 27 2,202

日 本 靴 下 工 業 組 合 連 合会 14 340

日本ボデ ィファッション協 会 連 合 会 一 120

計 95 5,580

■
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図9-2 化繊協会を中心 とした情報源の結合状況
(出 典　 「業 界 団体 を中心 とす る情報 流 通 シス テ ムの プ ロ トタイ プ の開 発 」)
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　 関 係団体 と生 産 メー カを結 ぶ その 他 の 情報 ネ ッ トワー クは 、業 界 ニー ズ とモ デ ル ・ビル デ ィング の

有効 性 の同意 が 得 られ た とき、 始 め て新 規 ネ ッ トワー クが成 立 す る もの と考 え られ る。

　 9.2.2　 政 府 ・産 業 間 ネ ッ トワー ク

　 繊 維需 給 表 は、 政 府 、産 業 そ れぞ れ の ニー ズ に従 って、 早 くか ら構 成 され た政府 ・産業 間 ネ ッ トワ

ー ク に よ って作 成 され て い る典 型 的 な情 報 で ある。 これ は通 産省 で昭和27年 か ら年 次ベ ー ス で、 昭

和51年 か ら月次 ベ ー ス で生 活産 業局 の委 嘱 に よ り情 報 セ ンター で作成 され て い る。

　 需給 表 の作 成 に あた って の情報 は、 政府 と産業 間 ネ ッ トワー クに よ る通産 省 の繊維 統計 、 ゴ ム製 品

統計 及 び 資源統 計 と大 蔵 省 の 日本 貿 易 月報 で あ り、繊 維 需給 表 の用 途 は 、糸 の需 給情 報 としてばか り

で な く、 繊 維産 業 全 体 の 需給 、価 格 、 輸 出入 、 景気 な ど と各 方 面 の問題 の分析 に広 く利用 され て きで

い る。

　 昭和51年 よりコンピュータでの計 算 に移 行 した た め、 「コー ド番号 表 」 を追 加 ・整理 し、 使用 デー

タ、 計 算 方法 を明確 に した 。

　 繊 維需 給表 の 整備 　 各方 面 で使 用 され て きた需給 表 で あるが、 現行 需 給表 は 繊維 需給 をマ ク ロに把

握 した もの で あ り、 そ の 「内 需」 を計 算 す る こ とで国 内最 終 消費 の規 模 及 び動 向 を長期 的 には把 え る

こ とが で き る。 しか し、 この 「内需 」 には川 中、 川下 段 階 におけ る在 庫 の増 減 やい わ ゆる 「仮需 」 を

包 含 し てい る と い う統計 上 の制 約 か ら、国 内最終 消費量 そ の もの の動 き を正 確 に表 現 して い ない と

い う欠点 を もってい る。

　 と くに昭和48年 の 石油 危機 以 降、 繊 維 需給 状況 の変化 が大 き くな る に従 い 、繊 維 最終 消費 の動 向

とい う観 点 か ら大 きな 問題 が 生 じ、 需給 表 の信 頼 性 が問 われ る こと とな った。

　 繊 維産 業 は川上 か ら川下 ま で多 数 の 段階 に よ って構 成 され てい るが、 現行 統 計法 が設備 を有 す るテ

キ ス タ イル ・メー カを 中 心 に.収集 す る統 計 にな ってい るた め、 流通 段 階 の統 計収 集 が不備 で ある。

　 従 って政府 ・産 業 間 情報 ネ ッ トワー クの不備 を補 う もの と して、 他産 業 と くに卸 ・小売業 に対 す る

情 報 ネ ッ トワー ク の整備 が情 報 セ ン ター に要請 され てい る。

■

●

　 9.2.る 　 産 業 間 ネ ッ トワー ク

・アパ レル製 造 卸 と の ネ ッ トワー ク

　 繊維 産業 の アパ レル産業 化 と ともに繊維 の流 れが ア パ レル、 小 売業 界 へ と大 き く変 った に も拘 らず

統 計 の整備 が追 随 出来 な か った と こ ろに 今 日の 問題 が あ る。

　 整備 の遅 れ は予 算 上 の制約 もあ るが 、 ア パ レル、小 売 業 界 に おけ る企業 の零 細性 に も問題 が あ った。

ア パ レル ・メー カ の零 細 業者 を統計 的 に裾切 りしては実 態 を捉 え る こ とが 出来 ず、零 細 下請 業 者 の情

報 を収 集 す るた め には 、統 計法 を改正 して業 界の い わゆ る こ製 造卸 業 者.か ら情報 を収 集 しな けれ ば

な らな い。

　 従 って情 報 セ ン ター の現 行 製造 卸 ネ ッ トワー クは1つ の実 験段 階 に と どま ら ざるを得 なか った。 こ

の ネ ッ トワー ク は アパ レル製 造 段階 で 製 品在庫 が どの よ うに変 化 してい るか、 短期 的 な需 給状 況 を知
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るた めの任 意的 ネ ッ トワー ク にす ぎな い。

　 紳 士衣 料 品7品 目を53社 、 婦人 衣料 品8品 目 につ い て36社 、 毎 月 の初 在庫 、 受 入、 出荷、 末 在

庫 を調査 してい る。

・小 売業 者 と のネ ッ トワー ク

　 繊 維 産業 が フ ァ ッシ ョン産 業 化 す るに従 って、 各 段 階 の メ ー カで は、 直接 消費 者 と接触 す る小 売

業 者 の衣料 品販 売 に関 す る情報 が必 要 とな る。 しか しこれ につ い て も多額 の予算 を必要 とす るた め
、

現 行 の た衣料 品 購買 実 態調 査.の 小売店 舗 ネ ッ トワー クは定 点観 測 的 な もの に と どま って い る
。

　 札 幌 か ら福 岡ま で7大 都 市 に おい て、 百 貨 店19、 専 門店27、 量販 店4、 全 部 で50店 舗 につ き

主要衣 料 品 の販売 動 向 及び ベ ス トセ ラー 商 品 の価格 、 素材、 デ ザ イ ン、 カ ラー の実 態調 査 を行 ってい

る。

・他 産 業 との ネ ッ トワー ク

　 上述 の政 府 、産 業 間 ネ ッ トワー ク に よ り 「繊 維 需 給表 」 を作 成 す る に当 り、 現行 ネ ッ トワー クで は

各種 産業 に おけ る繊維 消費、 官 公 需 及び サ ー ビス産 業 な どに よる衣料 、 イ ンテ リア、 寝 装製 品 な どの

繊 維 需要 に欠落 が 生 じやす い。 現在 は化繊 協 会 が関連 官 公庁、 団体 、 組 合 及び商 社 、 問 屋 を対 象 に ヒ

ア リン グ調 査 を行 ってい るが、 今後 、 情 報 セ ンター によ るネ ッ トワー ク の整備 が必 要 で ある。

　 9.2.4　 消 費者 ネ ッ トワー ク

　 従 来 の糸 ベー ス需 給 表 の考 え 方 は 、

　 (生 産 十輸 入)一 輸 出 一在庫 増 減=内 　 需

と して左辺 はす べ て既 知 の もの と して内需 を求 めてい るが、在 庫 増 減 を統計 的 に明 らか にす る こ とは

困難 で あ り、 む しろ、

　 (生 産+輸 入)一 輸 出 一国 内最 終 実需=在 庫 増 減

と して、 最初 に最 終 実需 を既知 の もの と し、結 果 的 に在 庫増 減 を推定 す る方 が 目下 の ところ 良策 と考

え られ る。

　繊 維 最終 実 需 の8割 近 くは消費 者 の需要 に よ る もの で、残 余 は産 業 間 ネ ッ トワー ク に よ り求 め られ

る。

現在 の ところ、 消費 者 ネ ッ トワー クはIWS(国 際 羊 毛事 務 局)に よる2千 世 帯 が構 成 され て い る

が、 全国 的 需要拡 大 推計 につい ては サ ンプ ル ・サ イズ に問題 が あ り、 今 後 、情 報 セ ン ター に よる改 善

が求 め られ てい る。
'

　 9.2.5　 海外 情報 ネ ッ トワー ク

　繊 維 情 報 セ ンタ ー と して・ 現 在 の と こ ろ 海 外 情 報 をコ ン ピ ュー タ に イ ンプ ッ ト してい る ものは

な い 。

　国連統計による37カ 国の繊維工業統計、FAO(国 連食糧農業機構)に よる150カ 国の繊維需給

統計 を定期 的 に収 集 し、 業 界 に弘布 してい る。 またJETRO、 交 流協 会 を通 じて東南 ア ジア各 国 にお
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け る繊 維工業 の詳 細 を交互 に実 態調 査 してい る。

　貿 易 統計 は輸 出繊 維 統計 協会 の コ ン ピ ュー タ に よ って輸 出、 輸 入 それ ぞ れ28カ 国 に っい て、 繊維

別 に原料 、 糸、 織物 、 ニ ッ ト、2次 製 品 の統 計 を毎 月収 集 してい る。

　将 来 的 に計画 してい るのは ア メ リカMRCA社(Market　 Research　 of・Corporation　 of　America)

との繊 維 消費 者 情 報 に関 す る情 報 ネ ッ トワ ーク であ り、 磁 気 テ ー プに よる情 報 の入 手 を 考 え てい る
。

■

●

9.5　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

・繊 維 情 報 セ ン ター の 情 報処理 の経過

　 繊 維 産業 では、 昭和49年 に繊 維 工業 構 造 改善 に関 す る新 繊 維法 の実 施 に際 し、 繊 維情 報 セ ンター

内 に コン ピ ュー タ を導 入 し、情 報収集 、 解析 、伝 達 の強 化 が計 画 され た。 しか しこれ は50年 以来 の

業 界 の構 造不 況 に よ って挫折 し計 画 の変 更 を余 儀 な くされ た。

　 繊 維 業 界 で 、数 多 くの業 種別 団 体 に よる情 報 は政 府 統計 によ って集約 され てい るが、 川 上 の合繊 、

紡 績 の3団 体 では、 そ れ ぞれ の業 種 を中 心 に独 自の情 報 が 広範 に収集 され てい る。

　 従 って、情 報 セン ター が担 当 す るネ ッ トワー クは 自然 にアパ レル 及び流通 業 に限定 され る こ と とな

る。情 報 セ ン ター に おけ る情報 処理 は フ石 ジェク トの企 画、　 フ ォー マ ッ トの作 成 に と どま り、 コン ピ ュ

ー タ に よる シス テ ムの 設計
、 開発、 運用 か ら管 理 ま で一 切 の業 務 は外部 計算 セ ンター と相 談 しなが'ら

行 って い る。

・今後 の コン ピ ュー タ利 用 シ ステ ム

　 将 来 、 情報 セ ン ター が コ ン ピュー タを所 有 す るか、 ソー ス使 用 す るか につい ては ともか く と して、

これか ら情 報 業 務 の量 的 ・質 的効 率 をあげ るた め には、スタ ッフ及び 職員 か一層 コ ン ピュー タ ・コン シ

ャス に な る こ とが 必要 で ある。

　 この観 点 か ら、 情報センターが 昭 和56年 か ら実施 を計画 して い る=全 国繊維 消費 者 購 買 調査=は 、

コ ン ピ ュー タ接 近 へ の第1ス テ ップ と考 え られ る
。 まず、年 間 予算 に億単 位 の 資金 を要 す るた め コン

ピ ュー タ コス トの認識 が必要 にな る。 次 に コス ト見 合 い の成 果 を あげる ために は フ ォー マ ッ トの作 成
、

消 費 者 パネ ル の管 理、 デ ー タ の 正 確 度 、 デ ー タ ・ア ナ リシス に対 して真剣 な検 討 が 必要 とな る。 当

面 、フ ィール ド ・サ ー ベ イ及 び デ ー タ処 理 につ い ては 外部機 関 に委 ね ざる を得 ない が、外 部 機 関 との

接 触過 程 に おい て要員 の資質 を高 め る こ とが 出来 よ う。 ま た この間、 人材 の採 用、 要 員 の適 当 な機 関

へ の研 修 出 向 も必 要 にな る であ ろ う。

　 情 報 セ ンタ ー が 当 初 に 企 画 し、最 終的 に完 成 しなけれ ば な らな い システ ムは、 繊維 産 業 の需 給 を

安 定 化 す るた め の情 報 の フ ィー ドバ ック ・シス テ ムで あ る。

・生 産 者 が何 を どれ だけ 生産 し、 そ れ に対 して どの よ うな 原材 料 提供 が行 われ てい るか 。

・卸 売業 者 は生 産 者 の委託 を うけ
、 或 いは、 自分 の見 込 み判 断 に よ り、 何 を どれ だけ備 蓄 した り、在

庫 投 資 を しよ う と してい るのか6

・小 売業 者 の製 品 ご との仕 入 れ と販 売 と在庫 は毎 月 どの よ うに変 化 してい るのか
。

・ 消費 者 は どの よ うな製品 を、 い く らの価 格 で購 買 してい るの か。
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　 この よ うな情 報 が 逐次 オ ンラ イ ンシス テ ム に よ ってス ピー ドア ップされ るだ け でな く、 情 報 セ ンタ

ー で整 理 分折 され た 資料 が 直 ちに フ ィー ドバ ック され る とい うシステ ム を確立 しなけれ ば な らな い。

　 消費者 情報 シ ステ ムの整備 は、 この トー タル シス テ ム を確 立 す る ため の現 実的 突破 口 を開 くと考 え

られ る。

9.　4　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 期 待 と 効 果

・現 行 ネ ッ トワー クと新 し い ネ ッ トワー ク

　 情報 セ ン ター の現行 情 報 ネ ッ トワー ク の成果 につい て、 コス ト ・パ フ ォー マ ンス の評価 は必 ず しも

高い もので は ない 。

　 繊維 産 業 は かっ ては鉄 鋼業 と同 じよ うな素材 供給 産業 で あ った が、今 日す で に消 費者 の最 終 消 費 に

大 き く依 存 す る産業 とな ってい る。従 って、 素材 を中 心 とす る現行 情報 ネ ッ トワー ク だけ で は、業 界

の問題 点 を考 え る ため の情報 とな り得 ない。

　 しか し新 しい情 報 ネ ッ トワー クの構 成 を政府 に要 請 して もい ろい ろな障 害 が あ り、 現在 必 要 とい う

時 間 的要 求 に も応 え られ ない。業 界 が 自 らの力 で この新 しい ネ ッ トワー ク を作 りあげ てい か ざる を得

な い立場 に ある。

　 新 しい 消費 者情 報 ネ ッ トワー クは、 まず、 現行 需 給 統計 に よ る仮 需 で な く、実 際 の需 要動 向 を明 ら

か に して需 給 安定 化 に資す る もので な けれ ば な らな い。 つ ぎに成熟 化 してい く日本 社会 での 消費 者 を

追 跡 す る こ とに よ って、 供 給体 制 の知 識 集約 化 を図 り、新 しい繊維 産業 に よ る輸 出体 制 を確 立 す るメ

デ ィア と しての性 格 を要 求 され る。

●消費者 ネ ッ トワー クへの 評価 と成果

　 戦後 の繊維 業 界 は零 細 多数 の 中小企業 か ら構成 さ れ て お り、 戦前 と違 って 大 企業 の技 術 力、 資本 力

に も圧倒 的 な強 さ は な く、 業 界 の需給 の安 定 を政府 な い し大企 業 に依存 す る傾 向が強 い 。

　 一方 、50年 代 に入 り消費 者情 報 の ニー ズ を強 く感 じなが ら も、40年 代 の外 国 フ ァ ッシ ョン情報

に よる安易 な成長 の名残 りもあ って、 独 自 に情 報 を開発 しよ うとす る意欲 も薄 い。 こ う した業 界 環境

の なか では、 業 界 の 自主性 に よ る新 しい消 費者 ネ ッ トワー ク の構成 は なか なか 困難 で ある。

　 従 って、 業 界 か ら高 い 評価 を得 て、 そ の 自主性 を促 進 す るた め に も、 初 期 段 階 で何 らか の形 で政 府

資 金 を導入 し、新 しい 情報 ネ ッ トワー ク に よ る相応 の成 果 を あげ る こ とが必 要 にな る。

　 すな わ ち、 か な り高 い正 確 度 を も って繊 維 の実 需量 を統計 的 に明示 し、 これ に必 要 な 供給量 を提 示

して、 繊維 需 給 の安 定 化 に つい て業 界 の 自覚 を促 す こ と。

　 日本 の消 費者 の 成熟 化 してい く消費 トレン ドの 内容 を明 らか に し、業 界 の知 識集 約的 供給体 制 の方

向 を示 す こ とで あ る。

・TIS(Textile　 Information　 System)へ の期 待 と成 果

　 繊維 産業 も国 際 的 に は対 日輸 入制 限、 円高 問題、 原材 料 、 エネル ギー 確保 、 開発 途上 国 か らの輸 入

抑 制等 の問題 が あ り、 国 内 的 には産 業 構造 の変 化 に よ る構 造 改善 問 題、 需給 安 定化 、 公 害等 の 問題 が

ある。

ぐ

■
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　 業 界 と して の政 策 ・意 思決 定 を十 分 に且 つ円 滑 に行 うた め には 、課 題 の分析 、 必要 な情 報 の入 手 ・

整備 、利 用解 析等 の た め情報 の一 層 の強化 が求 め られ てい る。

　 しか し、 繊 維業 界 では 現在 の と ころ、 川上 業界3団 体 を中心 に 、情報 の入手 、 処理 、 蓄積 が行 われ

業 界全 体 の情 報 処理 の省 力化 、 コス ト削 減、情 報 利用 の高 度化 が指 向 され てい る
。 従 って現在 の段 階

で は、 これ らすべ ての情 報 を情 報 セ ン ター に集 中 す る こ との効果 は ほ とん ど評価 され て'いない し
、 事

実、 そ の こ とに よ る成果 もほ とん ど期待 で きない と思 われ る。

　 情報 セ ンター がTISを 将 来 的 に完 成 させ るた め には、 当面 、業 界 に と って境 界領 域 に属 す る アパ

レル業、 流通業 、 消費 者 の情 報 ネ ッ トワー ク を強 化 す る こ とが必 要 で ある
。

　 こ う したサ ブ シス テ ム を構成 す る過程 に おい て専 門 スタッフを養成 し、各スタ ッフの計 画 性、 創造性 を

コン ピュー タを媒体 とす るモ デ ル ・ビルデ ィング に結 びつ け
、 業 界 の ニーズ を試 行 錯誤 す る こ とが ま

ず必要 で あ る。

　 こ う した成果 が業 界 に評価 され る に従 って、 自然 に、 情報 セ ン ター へ の情 報集 中が行 われ 、TIS

は しだい に完 成 され てい く性 格 の もの と思 われ る 。

9.　5　 情 報 ネ ッ トワー クに お け る問題 点

　 9・5.1　 マ ネ ジ メン ト上 の問 題

　 情報 セ ン ター と しては 当面 、 消費 者 ネ ッ トワー ク につ い て、 消 費 者パ ネ ル の維 持 に関 す る問題 が最'

も先決 的 な問題 とな る。 消 費者 パ ネ ル維持 に つい ては多 額 の費 用 を必要 とす るた め、 欧 米 の例 にみ ら

れ るよ う に複数 の企業 に よ るジ ョイ ン ト ・ベ ンチ ャー が必要 とな る
。 しか し、 日本 では まだ情 報 対価

意 識が低 いた め、 か な り多 くの 企業 の参 加 を必 要 とす るが、 多数 に配布 され る に したが って情報 価値

は低 ま る とい う矛盾 を解 決 しな けれ ば な らない。

　 同時 に、情報 セ ンター が法 律 に よ って収集 した情 報 はす べ て企業 に無料 で伝達 しなけれ ば な らな い

とい う規制 を免 れ るた めの方 策 を考 え な けれ ば、 消費 者 ネ ッ トワー クの構 成 は難 しくな る
。

●

●

L

　 9.5.2　 技 術 上 の 問 題

　 消費 者ネ ッ トワー ク を全 国的 に構 成 す る場 合、 まず問題 に な るのは、 全 国拡 大推 計 を考 慮 してサ ン

プ ル ・サ イズ とコス トの見 合 い を決定 す る こ とで ある。 つ ぎに・National　 Consumer　 Panelの 世 帯 分

布 をっ ね に最新 の セ ンサス のデ モ グ ラフ ィック要因 と比較 して近似 した形 で維 持 しなけれ ば な らな い
。

　パ ネル を更 新 した りパ ネル との コ ミュニ ケー シ ョン をはか る ノ ウハ ウは、 す べ て正確度 の高 い情 報

を得 るため の技術 とい う ことが出 来 る。そ の ため には それ相 応 の ノ ウハ ウの開発 とコス トを必 要 とす

る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 e

　 9.5.5　 公共 的デ ー タの 利 用

　 官公 庁 統計 は、 多岐 に わた り、 ニー ズ は高 いが情 報 セ ンター では 目下 の と ころ公 表 され た印 刷物 か

ら転 記 、組 替 え を して利 用 した り、 コン ピ ュー タにイ ンプ ッ トしてい る場 合 が多 い
。



　最 近、 統計 法施 行令 の改 正 に よ り磁気 テー プ で提供可 能 な情 報 もある の で、 イン プ ッ トコス トの低

減、 利 用 の タ イ ミング、情 報 の全 面 的 利 用 とい う観 点 か ら磁気 テ ー プに よ る利用 を考 え そみ る必 要 が

あ る。

　 また、 サ ン プル ・サ イズ の観 点 か ら、 例 えば総 理府=家 計 調 査 ミ8千 世 帯 の大 きさか ら考 え、 これ

と、情報センター消費者 ネ ッ トワーク情 報 とを うま く ドッキ ング させ るな どの工 夫 が必要 で あ ろ う。

◆

◇
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10.セ メン ト産 業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構 想

■

は　　じ　　め　　に

　 セ メン ト産 業 は、 日本 標準 産業 分 類 で窯 業 ・土石 製 品製造 業 に分 類 され て お り、 これ らは、 さ らに

セ メ ン ト製 造業 、 生 コ ンク リー ト製造 業 、 コンク リー ト製 品製 造業 及 びそ の他 の コ ンク リー ト製 品製

造 業 の4業 種 に細 分 類 さ れて い る。

　 従 って、 セ メン ト産業 全 体 と しての情 報 ネ ッ トワー ク構 想 を推 進 す るに は、 少 な くと も細分 類 され

てい る4業 種 それ ぞれ に おけ る情 報 の収 集 ・処理 ・加工 に関 す る実 態 をあ る程度 把握 す る と ともに、

自業 界 の情 報拠 点 と して役割 を分 担 す る よ う働 きかけ、 相 互 の協 力体制 を整 備 す る必 要 が ある。 この

整 備 が完 了 し、 セ メ ン ト産業 の情報 ネ ッ トワー ク が構 築 され るこ とに よって、 セ メ ン ト産 業 が 内外 に

提 供 で きる情 報 は的 確 ・利 用価 値 の 高 い もの となろ う。 これ に よ って新規 需要 ニー ズ が開 拓 され、 新

製品 の 開発 に結 びつ くな ど多 くの 利点 を見 出 す こ とに なろ う。 しか し、 これ が実 現 は容 易 ではな く、

相 当 の年 月 を要す る もの と思 われ る。

●

●

10.1　 業 界 活 動 と 情 報 流 通

　 現在 、 我 が国 の セ メン ト産 業 は 、企業 規 模、 製 造技 術 、 労働 生産性 な ど、 あ らゆ る面 で世 界 の トッ

プ ク ラス に あ り、 例 え ば、 生産 高 で は ソ連 につ い で第2位 で、 自由経 済圏 にお・い て は第1位 とな って

い る。

　 我 が国 は、 国 土利用 の見 直 しと高福 祉 社会 建 設持 代 を迎 えて い るた め、 セメ ン ト工 業 では、 各種 の

情報を収集 し、 これに対応すべ く、単位工場の生産能力の拡大、生産技術の向上、 コンピュータ導入

をはじめとする省力化 と労働生産性の向上、セメント流通面の合理化 と機構整備、新製品 と新規事業

開発による経営の多角化等々、体質強化策を具体的に展開 しているところである。

　 セメン トは、社会資本形成に必要欠くべか らざる建設基礎資材であるため、安定供給には万全を期

しているが、その需要は、公共投資及び民間の設備投資動向の影響を大きくうけるので政府、民間機

関の経済見通 しに関する情報は可能な限 り収集 し、セメントの需要見通 し策定の最重要情報 として活

用 している。

　 セ メン ト協 会 は発 足 以来 、業 界 内外 の情 報 図10-1、 表10-1参 照)を収 集 し、各 種 の資料(図10-1、
'
表10-2参 照)作 りを行 って きて お り、 これ らの資料 は直 ちに業 界政策 決 定機 関(図10-2参 照)に 提

出す る と と もに、業 界 内 に還元、 さ らに一部 は業 界 外部 に提供 して きてい る。 この業務 は今 後 も継続

す る こ とに なるが、 作業 能 力は す で に限界 の状 態 に あ り、 これ の解 決策 と しては、 電 算化 が最 も有 効

適 切 な方法 と考 え てい る。 電算化 に よ って、 業務 は迅 速化 され、情 報 収集 は 広範 とな り、 作成 情報 は

利 用価 値 の高 い もの とな る 。さ らに 原始 、集 計 ・加 工情 報 類 は フ イル ム化、 テー プ化 が万能 とな る こ

とか ら、 保 管場 所 の悩 み も一挙 に解 決 す る こ とにな る。 また、 この 実現 化 に よ って、 セ メ ン ト協会 は

業 界 の情 報 拠点 と して の役 割 も十 分果 し得 る と判断 され る こ とか ら、 早期実 現 を図 り、 コ ン ピュー タ
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〔情報収集方法 〕 〔情 報処 理 体 制 〕 〔協会作成資料一例 〕 〔利用 方 法 〕

セメ1ト 工場 ・分布図　　　　　　　 ・
セメン ト企業の規模
工場外貯蔵出荷般備分布図
地区別工場外貯蔵出荷設備
社別工場外貯蔵出荷設備
工場 ・工場外貯蔵出荷設備の立地現況

.

情 報 選 択,　 翻 訳

分　　類　　・　 整　　理

費　料　 購　.入

各年度別セメン ト需給推移
生産 ・出荷 ・在庫高月別推移
月　男lj品檀81」セ　メ　ノ　　ト　生産高
月別地区別セメン ト生産高
世界主要国並びに近隣諸国のセメント生
産高(暦 年)

(定 期,臨 時)

一

集　　　　　　　　　計

計　　　　　　　　　算

一
セ メン ト協 会

政 策 決 定 機 関

資　　　　　 料

団　　 体　　 間
.

年度別 ・需要部門別腹売高
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セメン ト製品及 び生コンク リー ト部門への転化
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セメントの労働生産性

日米労働災害率比較
　

新増設 ・改造 ・様式変更の焼窯
様式別キルン保有散の推移
セメント工藁の設備投資実績及び尉面
セメントタンカー保有状況

主要資材消費高

.

各 種 セ　メ　ン　ト　の 品 質 試 験 結 果 　

卸 売 物 価 指 数 推 移
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表10-1　 業 界 内 収集 主 要情 報一 例

(1)生 産出荷在庫高月報

②　セメント出荷総合月報

(3)需 給 月　報

(4)都 道府県別需要部門別販売高月報

(5)種 類別セメン ト販売高月報

(6)セ メン ト汽船積輸送出荷月報

(7)貨 車積出荷月報

総 会 一 理事会

(55・10現 在)

総 務 委 員 会

労 働 委 員 会

流 通 委 員 会1

調 査 委 員 会

生 産 委 員 会

公害対策委員会

骨材対策委員会

資材対策委員会

技 術 委 員 会

普 及 委 員 会

高 炉 ス ラ グ

対策特別委員会

図10-2(a)セ メ ン ト協 会 機 構

(8)セ メン トトラック輸送出荷月報

⑨ 操 業 実 績 月 報

⑩ 労 働 災 害調 査 表

⑪　労働者疾病統計調査票

a2給 与 調 査 表

09従 業 員 数 調 査 表

事 務 局

一91一

　 　 　 　 (5'5・10現 在)

総務吐∴

調査汗 警1

「

「」

「
τ

部術技

部業事

技 　　術 　　課

試 　 騒

音 　 　及

出　　版

図10-2(b}事 務 局 機 構

課

課

課



表10-2　 セ メン ト協 会 に おけ る作成 資 料 一例

情　　　　　報 サ　　ー　　ビ　　ス　　状　　況

名　　　　　称 発　　行 提　供　先 そ　　　　　の　　　　　他

1.統 計 、 試験 研 究 資料 等

(1)生 産 関 係

① 生産 ・出荷 ・在 庫 高 月・期 暦 会 会　員　各　社
会員各社報告資料より作成、印刷物 と
して配布、統計数値は一般に公表

②焼窯操業状況 月 ・期 ・会 '/
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノノ

③原料使用高 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノノ

④ 原単位(原 ・燃 ・電 ・資) ノノ 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑤焼成熱量推移 月　 ・　 会 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑥燃料消費在庫高 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑦電力調査 月 ・期 ・暦 会 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑧暁窯時差実績(能 力) 4月 ・10月 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

② 販売関係

①都道府県需要部門販売高 月 ・期 暦 会 会　員　各　社 会員各社報告資料 より作成、印刷物 と
して配布、統計数値は一般に公表

②種別セメント販売高 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

③仕向地別輸出高 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

(3)輸 送関係

①地区機関別出荷高(1次) 月・期 ・暦 会 会　員　各　社
会員各社報告資料より作成、印刷物 と
して配布、統計数値は一般に公表

②　　　　〃　　 (2次) 〃 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

③地区交流実績 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

(4)総 括 表

①内　　報 期　　 毎 会　員　各　社 (1)～〈3)月毎 作成 資 料 の と りま とめ

② セメン ト工業の現状 年 会 員 各社 、一般
企業 規 模 、生 産、需要 、輸送 、労 務、合理 化 、

品質 、市 況、関連 資 料 の と りま とめ

③工 場 表 4年 　毎 会　員　各　社 各工場の設備に関する資料のとりまとめ

④新聞記者用資料 月 一　　　　　般 生産 、需要 、地 区 別 需要 部 門別 セメント販売

実 績、仕 向地 別 輸送 実績 と りま とめ

⑤販売高調 年 会　員　各　社

(5)技 術関係

①セメント共同試験報告 年 参 加 者(無料配布)
セメントの試験技術向上 を目的に日本の各
試験、研究所を対象として実施

②海外製セメント品質試験報告 不 定　期 会 員 一般(〃) う勢 鰹2難 セメントの顯 試験をセ
③海外 セメン ト品質の現状 〃 〃　 (〃) セメント生産各国で行われている品質試験

結果 を蒐集取 りまとめ
④ セメント定期試験報告 年 会　員　会　社 会員各工場より試料採取それ初 試験結果

⑤石こうのS(㌔ 水分成績表 期 〃
会 員 各工場 よ り使 用 石 こ うSO3、 水 分

デー タ入手取 りま とめ
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(6)労 働 、安 全

①給与調査 半　　　年 会　員　各　社

②定期賃金調査 年 ノノ

③学卒採用者初任給調査 〃 〃

④退職金、年金事情調査 〃 〃

⑤繋≧議 拡 散 〃 〃

⑥従業員数調査 半　　　年 〃

⑦年齢別従業員構成調査 年 〃

⑧組織機構、配置人員調査 〃 〃

⑨労務管理調査 〃 〃

⑩福利厚生調査 〃 〃

⑪労働災害調査 月 〃

⑫重傷災害調査 〃 〃

⑬労働者疾病統計調査 〃 〃

(7)輸 出関係

①積立明細報告書 月 会　員　各　社

②揚地別実績表 〃 会員 各社 、 一般

③契約残高表 〃 〃　 、 一 部

④商社別輸出高 期　・　 年 〃　 、商 社

⑤社別、工場別輸出高 〃 会　員　各　社

⑥海外セメント情報 不 定　期 会員 各社 、 一般

2.出 　 版 　物

(1)セ メン ト・コンク リート誌 月　　　刊 一　般(市 販)

(2)セ メ ン ト技 術年 報 年　　　刊 〃　 (〃) セメント技術大会発表論文集

(3)R・vi四 ・f　g・ne・a1 年　　　刊 〃　 (〃) セメント技術大会発表論文の英文梗概集

meeti㎎

－Technical　 session一

(4)コ ンク リートブ ックス 等 不定期刑 〃　 (〃 　)

(5)セ メン トの常 識 年　　　刊 〃　 (　 「〃)

(6)技 術専門委員会報告 〃 〃　 (〃 　) 各専門委員会の年間検討結果

(7)　 コンク リートペンフレッ ト 不定期刊 〃　 (〃 　 )

(8)道 路 と コ ン ク リー ト 季　　　刊 道路関係技術者向け技術PR誌

(9)コ ンフ リー ト工事 現場 不定 期 刑 〃　 (〃 　)

枝術者の手引き

00　 セメント・コンク リー ト問 答 〃 〃　 (〃 　)
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の導 入 も し くは外 注 に よ る電 算 化 の検 討 を進 め て い る と ころで あ る。

10.2情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　 10.2.1　 業 界 内ネ ッ トワ ー ク

　 セ メン ト協 会 が収 集 す る情 報 は、 月次 が主 で あ り、 セ メン ト需 給 に 係 る も の は 勿論 の こ と、 製 造

設 備、 原燃 料、 品 質 等 の技術 情報 、 労働 ・安全 等 に関 す る情 報 も定 期 的 に 、 あ るいは随 時収 集 して い

る。

　収 集 情報 は 、図10-1の 体 制 によって処理 され、 業 界 内外 に提供 してい る が、 それ らの大 部分 は単 純

集 計 表で ある。

　 提 供情報 類 が、 利用 者 に と って必要 不可 欠 な もの との 評価 を得 る まで に レベ ル ア ップす るた め には

最 小限、 セ メ ン ト関 連4業 界 の情 報 交換 が ス ムー ズ に行 え る体 制 整備 、す な わ ち情報 ネ ッ トワー クの

構 築 が必要 で ある。 これ に よ って、 建設 基 礎 資材 産業 と しての情 報 サ ー ビスの充 実 が図 られ る とと も

に、 セ メ ン ト産 業 と して も新 規需 要 ニー ズ の開 拓、 新 製 品の 開発 等、 新 規 建設 需 要 に対 応 し得 る体制

を確立 す る こ とが で きる。 しか しなが ら、 セ メ ン ト業 界 を除 く他 業 界 は、 組織 的 に も未整 備 の ものが

多 く、情 報収 集 も十分 に行 わ れ ては い ない よ うで ある。従 って、 当面 は これ ら業 界 に対 し、 当該 業 界

の情報 拠点 と しての 役割 を果 し得 る体 制 整備 を呼 びか け る必要 が あ る。一 方、 セ メ ン ト協 会 におい て

も刊行物 、 論 文等 の 文章 情報 を よ り効 果的 に活 用 で きる資 料 作 りが可 能 な体制 に改善 す る必要 が あ る。

　 10.2.　 　 政 府 ・産 業 間 ネ ッ トワ ー ク

　セ メ ン ト産 業 は、 経 済 活動 と密 接 な関 連 が あ り、 特 に公 共 投資動 向(セ メ ン トの官 公需 は全 需 要 の

約60%)に 大 き く左 右 され るた め、 政 府施 策 には常 時 留意 し、 関係 情 報 の収 集 に努 めて い る。

　政府 が公 表 す る短 期経 済計 画 及 び 中長 期経 済 計画 は 、 セ メ ン トの需 給 計 画策 定 の上 で、1つ の重要

な情報 とな ってい る。 しか し政 府 が公 開す る情 報 は限 られ てお り、 しか も時宜 に適 さ ない場 合 が多 い

の で、 この面 での 配 慮 を希 望 す る。

　セ メ ン ト、 生 コ ンク リー ト等 は、建 設 基礎 資材 で あ るので、 良質 な製 品 の安 全 供給 を果 す のが セ メ

ン ト産業 の社 会 的責 務 で あ り、 これ を全 うす る に も、 通 産、 建設 、 運 輸、 大 蔵 省等 の政 府 機 関 との よ

りきめ細 かい ネ ッ トワー ク の早 期 構 築 を切望 してい る。

　 10.2.　 　 産 業 間 ネ ッ トワー ク

　 セ メ ン ト産 業 を と りま く情 報網 は、 図10-3に みられ る如 く多岐 にわ た ってい る。 これ ら総 て を有機

的 に連結 した情 報 ネ ッ トワー ク構 想 の実 現 が理 想 で あ るが、 これ は技 術 的 に難 しい と考 え られ る。

　各産 業 の情 報 収集 の 目的 は 、 原則的 には さほ どの相違 は ない もの の、 処理 ・加工 は各 産業 独 自の手

法 で行 われ てお り、 しか も処理 情 報 の第3者 へ の 提供範 囲 が産 業毎 に異 な ってい るの が 実 情 で あ る。

これ を相 互 利用 可 能 な ネ ッ トワー ク とす る には、 ある程 度 の統 一化 が必要 とな るが、全 産 業 の総 意 を

得 るのは無 理 では ない か と思 う。

7
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　 セ メ ン ト産 業 は、 当面、 最 小 限 の ニーズ に応 じた産 業 、例 え ば建 設、 鉄鋼 あるい は 原燃 料、 骨材 な

どの直接 的 な産 業 を対 象 と した ネ ッ トワー ク化 を進 め る ことを念頭 におい てい る。 これ らの 産業 間 ネ

ッ トワー ク で あ って も、情 報 集 約化 が大 き く前進 し、 情報 入手 が容 易 とな り、情 報 分析 を行 う余裕 も

生 じる な ど、 自産業 に とっての収 穫 は少 な くな い と思 われ る。

c

　 10.2.4　 海外情 報 ネ ッ トワー ク

　 セ メン ト協 会 は、現 在33カ 国(表10-3)の セ メ ン ト関 連団体 及 び研究所 と情 報 交換 を行 ってい る

の で、 現 状 では海外 の必要 情 報 は ほぼ 入手 で きる体 制 とな ってい る。海外 か らの情 報 は文 章 情報 が 多

く、 しか もス タ ッフ的 な問 題 もあ って、入 手情 報 のす べ て を消化 利 用 してい る とは い い難 い 。今後 、

解決 を図 るべ き課題 の1つ で あ る。

10.ろ 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　 我 が国 の セメ ン ト企 業 は24社(55年9月 現 在)あ り、 大部 分 は コン ピ ュー タ を導入 し、 社 内業

務 を処 理 して い る。 これ に対 して セ メ ン ト協会 の対応 が遅れ てい るた め、 情報 処 理 に時 間 を要 し、作

成 資料 の利用 価 値 を低 下 させ て い る場 合 もあ る。 この よ うな事例 は、 他産 業団体 にお い て も当面 して

い る問題 と思 われ る。

　産 業 全体 の情報 ネットワーク構 想実 現 の た め には、 まず各産 業 団体 の電算 化 を図 るのが 先決 で あろ う。

■

10.4　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 期 待 と 効 果

　 セ メ ン ト協 会 は関 係省 庁、 関連 業 界 団体 か ら入 手 した情 報 に基 づ き、セ メン ト産 業 の将 来 展望 に資

す るた め の資 料作 りを行 って い るが、 情報 は直接 的 な もの よ りは、第3者 を経 由 して入手 す る もの が

多 い。 そ の た め、 タ イ ム ラグ を生 じ、 時宜 にか な った資料 作 りは非常 に難 しい。

　 近 い将 来 、 各産 業 の情 報拠 点 が確立 し、 これ を有 機 的 に連結 した情 報 ネ ッ トワー クが完 備 した場 合

政 府 、産 業 間 の情 報 交換 が活 発 に行 われ、 必 要情 報 は容 易 に入 手 で き、 その処理 がス ピー ドア ップ さ

れ 、 しか も必要 に応 じた分析 情 報 の活 用 が可 能 とな る こ とか ら、産 業 の政 策 は社会 情 勢、 社 会 的 ニー

ズ を的確 に反 映 した もの とな り、産 業 全体 の繁栄 に大 き く寄与 す る こ ととな ろ う。 さ らに、 情 報収集

・加 工 の冗 費節 減 に結 びつ くこ とも考 え られ
、 そ の メ リ ッ トは計 り知 れ ない もの が あ る。

■

　む 　 す 　 び

　以 上 、 セ メ ン ト産 業 にお け る現状 と問題 点 な らび にその 解決策 の一 端 を中心 に述 べ た。 各 産業 は尾

大 な情 報 の な かか ら必 要 情報 を選 択 し、そ れ を 自産業 の方 向付 け の1資 料 と して活 用 してい る。 しか

し現状 の収 集 ・処 理 ・加 工体 制 では経済 的 に も、 また時 間的 に も無 駄 の多 い こと を十分 認 識 してい る。

そ のた め 、各産 業 は政府 機 関 、産 業毎 の情 報拠 点 を有 機 的 に連結 した普 遍的 に利 用 し得 る情 報 ネ ッ ト

ワー クの早 期 実現 を願望 してい る と思 う。 この よ うな社 会的要 請 に あ って セ メン ト産業 もそ の一 翼 を

担 う見地 か ら、 少 な くとも自業界 の電算 化 をベー ス とす る情 報拠 点 の早 期確立 を 目指 し、 漸 進 的 では

あ るが、 検討 を進 め て お り、 最終 的 には図10-4に 示 す 情報 ネ ッ トワ ーク構 想の 実 現 を 目 指 し ている 。
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表10-3　 海 外 交 流 団体 ・研究 所 等

国　　　名 団　体　 ・　 研　究　所　名 備　　　　　考

UN工TED

K工NGDOM

・　 Cement　 and　 Concrete　 Association
英 国 セメ ン ト協会

FRANCE ・　Syndicat　 National　 des　 Fabricants

　 de　 Ciments　 et　 de　 Chaux

・　The　 Europ『an　 Ceme竺C
-Association

・R工LEM

・Association　 Francaise　 de

　 Normalisation　 (AFNOR)

・　 Sociξ …t6　 Nouvelle　 du　 Littora1

セメン ト・コンク リー ト

に関 す る情 報交 換

ヨーロッパセメン ト協会

仏 規 格 協 会

仏 標 準 砂 工 場

工TAI、Y ・　Associazione　 Italiana　 Tecnico

　 Economica　 del　 Cemento　 (A.1.T.E.C.)

イ タ リア セ メ ン ト協会

PORTUGAL ・Associacao　 Tecnica　 da　 Industria

　 do　 Cimento

ポル トガルセメン ト協 会

　　　　～

ESPANA ・　 工nstituto　 Eduardo　 Torroja　 dela

　 Construccion　 y　 del　 Cemento

スkイ ンセ メ ン ト協 会

GREECE ・Association　 of　 the　 Greek　 Cement

　 Industry

ギ リシ デセ メ ン ト協 会

B.R.D. ・Verein　 Deutscher　 Zementwerke　 e .V.

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

・　Der　 Kernforschungsanlage　 JUlich

　 GtnbH

・　Beuth　 Verlag　 GmbH

　 　 　 　 .

・　Normensand　 G .M.B.H.

西 ドイツセメント協会

セメント化学情報

ドイツの規格協会

標 準 砂 情 報

SWEDEN ・　Cementa　 AB ス ウェーデ ンセメン ト協 会

NEDERLAND ・BetQnvereniging-Beto㎜orte1-

　 Controle

オ ラ ン ダ ・コ ン ク リ ー ト

研 究 所

FINLAND・ ・　Sementtiyhdistys　 r .y.

　　(Finish　 Cement　 Association)

フ ィン ラン ドセ メ ン ト協 会

`
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ζ

■

●

B肌GIQUE ・　 Centre　 National　 de　 Recherches

　　Scientifiques　 et　 TeChniques

　 Pourll工ndustrie　 CimentiOre

'　Sociξit6　 C .B.R.S.A.

ベ ル ギ ーセ メ ン ト協会

標 準 砂 情 報

DENMARK ・　Aalborg　 Portland　 Cement-OG .

・F .L.　 Smidth&-Co.,AS.

情　報　交　換

セメン ト製造設備情報
　 　 、

NORWAY ・　Norsk　 Cementforening

・　Norges　 Standardiseringsforhuτ1d

ノルウ ェーセメン ト協会

ノ ル ウ ェー規格 協 会

POLAND ・　 工nstytut .Przemyslu ポーラン ドセ メン ト協会

YUGOSLAV工A ・Association　 of　 Yugoslav　 Cement

　 and　 Asbestos-Cement　 Producers

ユ ー ゴス ラ ビアセメン ト

齢

EAST-

GERMANY

(D.D.R.)

・　 工nstitut　 fUr　 Zement　 bei　 dem　 VVB

　 Zement　 und　 Beton

東 ドイ ツセ メ ン ト協会

研 究 所

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、
　 ,

CSSR ・　Research　 工nstitute　 of　 Building

　 Materials

チ ェ コス ロバ キア

セ メ ン ト協 会

CANADA ・　National　 Research　 Council　 Canada

●　Canadian　 Portland　 Cement

　 Association

出 版 物 情 報

カナダセメン協会

U.S.A. ・Portland　 Cement　 Association

・　American　 Society　 for　 Testing

　 Materials　 (ASTM)

・　American　 Concrete　 工nstitute

・Martin　 Marietta　 Laboratories

・　 Bellrose　 Silica　 Company

・Ottawa　 Silica　 Company .

・　United　 States　 Department　 of　 the

　 Interior　 Bureau　 of　 Reclamation

ア メ リカ セ メン ト協会

ア メリカセ メン ト規 格情報

アメ リカコンク リー ト協 会

情 　報 　 交 　換

標 準 砂 情 報

　　　 　　 〃

米国セメン トに関する

出版物情報
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MEX工CO ・　 工nstituto　 Mexicano　 del　 Cemento　 y

　 del　 Concreto　 A.C.

メ キシ コセ メン ト協 会

VENEZUELA ・Asociacion　 Venezolana　 de

　 Productires　 de　 Cementos

ベネズエ ラセメン ト協会

CHILE ・　 Instituto　 Chileno　 del　 Cemento

・　Universidad　 de　 Chile

チ リセ メ ン ト協 会

チ リ大 学

ARGENTエNA ・　Asociacion　 fe　 Fabricantes　 de

　 Cemellto　 Portland

・　 Instituto　 del　 Cemento　 Portland

　 Argentino

アルゼンチンセメン ト協会

　 　 　 　 　 .

アルゼンチ ンセ メン ト協会

研 究所

BRAZ工L ・Associacao　 Brasileira　 de　 Cimento

　 Portland

ブ ラ ジル セ メン ト協 会

SOUTH

AFRICA

・　 South　 African　 Cement　 Producers

　 Association

・　Portland　 Cement　 工nstitute

南 アセ メン ト協 会

南 アセ メン ト協 会

AUSTRA工 、工A ・　Cement　 and　 Concrete　 Association　 of

　 Australia

オース トラ リアセ メン ト

鹸

NEW　 ZEALAND ・　N .Z.　 Portland　 Cement　 Association ニ ュー ジ ー ラン ドセ メ ン ト

協 会

工NDIA ・　 Cement　 Research　 工nstitute　 of　 India
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

イ ン ドセ メン ト協会

KOREA ・　Korea　 Cement　 Industrial　 Association 韓 国 セ メ ン ト協 会

TA工WAN ・　Taiwan　 Cement　 Manufacturer　 l　s

　 Association

台 湾 セ メ ン ト協 会

THAILAND ・　 工nternational　 Ferroce皿ent

　　Information　 Center

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

出 版 物 情 報

U.S.S.R. ・HNNμEMEHT 出 版 物 情 報

PH工LIPPINE ・　PhilipPine　 Cement　 Corporation 情　報　交　換
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1-1.印 刷 産 業 に お け る情報 ネ ッ トワー ク構 想

11.1 業界活動 と情報 流通

●

{

●

◆

　 印刷産 業 は、 我 が国 の経 済 活 動 は も とよ り、生 活 文化 の中 にお け る情報 媒体 産 業 と して重要 な役 割

を果 して い る。 しか しな が ら、 高度 成 長 か ら安 定成 長時 代 へ と一変 した経 済 環 境 の 中 に あ って、 印刷

産業 の 内部 には需要 の多 様化、 生産 技 術 の発 達、 従業 員 の高齢化 、 競争 環境 の変 化等 、 多 くの 課題 が

山積 してk・り、 中 小零 細型 企業 集 団 で あ る全 日本 印刷工業 組 合連 合 会(全 国47都 道 府県 印刷工業 組

合加 盟、 傘下企業11.670社)に おい て も、 受注 加工 型産業 と して の生産 志 向経 営 に加 え て、知 識

集 約的 経 営 体質 へ の転換 を模索 して い る と ころで あ る。

　 印刷 業 界 の特 徴 を挙 げれ ば、

① 需 要 は全産 業 に及 ん でい る。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

② 製 品 は 多種 多様 で ある。

③ 企業 は極 め て中 小企業 性 が 強 い。(昭 和53年 工業 統計 一300人 未満 の事業 所99.9%。 こ

　 の うち、9人 以 下 の小 企業78.4%)

④ 生産 方式 、設備 、 使用 資材 も多岐 に わた ってい る。

⑤ 経 営形 態 は受 注型 で あ り、 都市 集 中型 産 業 で ある。

で あるが、 テ レ ビ、 ラジオ、 電話 、 録 音 テー プ、 コ ピー 、 ファクシ ミリ、 ビデオ ・テー プ等 の情報 媒体

に較 べ て、 大量 複製 、 記 録性、 保 存 性 、正 確 性、 鮮 明度、 表 現 の多 様性(体 裁、 サ イズ、 色 彩等)な

ど多 くの長 所 を持 ち、 そ の用途 は極 めて広 い もの が ある。

　 これ らの点か らも、 印刷業 界 の情報 そ の もの を収集 す るに して も、 小 企業 が 多数 を 占め て お り、 多

岐 にわ た る需 要、 生 産 形態 な どか ら も極 めて捉 え難 い面 が多 く、特 に物 量 表 示 も困難 で ある。 また、

受 注産 業 と して 自主 的 な生産 計 画 も立 たず 、 資材 調達 も計 画的 では ない。 こ うい った情 報 の 出難 い業

界 で は あ るが、 その反 面、 最終 需要 情 報 な ど を必 ず し も必 要 と してい ない面 もある。

　 従 って、 関連 の新 聞業 界、 出版業 界、 広 告 宣伝業 界 な どの動 向 や、 インキ、 紙 業 界 な どの情 報 を参

考 とす る程 度 の企業 が多 く、 高 時元 に立 った国 際情 勢 や経 済変 動、 そ して長 期 的 な 構造 変化 の動 きな

ど根幹 とな る動 向 を見落 し易 い体 質 が あ り、 そ れ だ けに情 報流通 を高 め る努 力が業 界 の課題 と もい え

よ う。 また、 マ ク ロ的 視野 か ら判 断 して行 く ことが高額 な設 備投 資 の リス ク解 消 ともな り、 公 害対 策

な どに も一 歩先 ん じて対応 で き る こ と とな る。 この よ うに中小 企業 の 多い 印刷 業 界 では 、 マー ケ ッテ

ィング に関 す る情 報収集 は極 めて困 難 で あ り、 業 界組織 の中心 で あ る全 印 工連 にお い ては、 専 ら経 営

情 報 を主体 に加盟 企業 へ 提供 してい る。

　 即 ち、 経営 管理 、生 産性 、 技術 、 設備 、 資材 、 あ るいは労 務、 教 育 訓練 な どに関 す る情報 で あ り、

加盟 企業 宛 ダ イ レク トで送 達 され てい る。 しか し、 これ らの情 報 は必 ず しも体 系 づけ られ た中 で行 わ

れ る もので な く、 そ れ ぞれ の 関係 の 中 で伝 達 され て お り、 業 界紙 な どの場 合で も同 様 で ある。 現在、

29,000に 及ぶ 事業 所 の うち、 組織 の傘 下に ある もの 約15,000企 業 で あ り、 重 複 加盟 を除 くと
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約13・000社 とな るが ・各 団 体 機 関紙 お よび業 界新 聞 や業 界 誌 の発 行 部 数 か ら も
、 何 らか の情 報 を

機 関 を通 じて得 てい る もの は13、 　000社 が ピー クの状 態 で あ り、 非 加盟 企業 の 大半 は受 け てい ない

のが 現状 であ る。 しか し、 これ らの企業 は逆 に情 報 を求 め る必要 性 が低 く
、 印刷業 では こ うい った体

質、 環境 下 に ある こと も現 実 なの で あ る。

11.2情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　全 印工連 を中 心 と した 情報 流 通 を分 野 別 、重要 度 あるい は 頻度 を考 慮 して作 成 した構図 は図10-1

の とお りで あ る。

■

,

　 11.2.1　 業 界 内 ネ ッ トワー ク

　 全 印工 連 と傘 下 の 加盟 企業 の情 報 流通 は、 機 関紙 のほ か各種 会合 に よ る ロコ ミ情報 が大 きな ウ ェイ

トを 占め てい る。 また 、会議 で使 用 され る資 料 の 中 で も数 値 情報 が 多 い。 そ の ほ か業 界紙 も定 期的 に

発 行 され、 全 国 紙規 模 の業 界 紙 も6紙 を数 え てい る。

　 企業 か ら業 界 へ の デー タ提 供 につ い ては、 業界 の 調査 活 動 に よ り収 集 され る ケース が大 半 で あ り、

結果的にも企業のニーズに対応する形で業界から情報が提供されている。

　 (1)全 印工連の定期的調査事業

①

②

③

④

(2)

①　業態調査

②

③

印刷業総合実態調査

構造改善計画調査

経営動向実態調査

用紙価格動向調査

全　社

参加各社

出

出

抽

抽

印刷工業組合の定期的調査事業(東 京)

資材価格動向調査

総合賃金調査

社

出

出

金

抽

抽

5年

毎年

毎年

4半 期

年

宜

年

毎

適

毎

　 そ のほ か、 生産 方 式 別 各種 の白書 、標 準 作業 資料 、 原価計 算 ガ イ ド、 労務 ニ ュー ス(年6回 程度)

公 害 防止 ガイ ド(毎 年)な どが 発行 され、 経営 分析 や管 理面 の 指 針 とな ってい る。 また、 日本 印刷 技

術 協 会 に おい て も、 企業 向 け お よび社員 向 け の機 関紙 を毎 月発行 してい るほ か、 各種 の技術 、経 営 、

教 育 訓練 に関 す る 資料 を常 時発 行 してい る。 さ らに 印刷 関連 の 各種 学 校 、学会 、 訓 練施 設 との交流 に

努 め技 術問題 を中心 に情 報 交換 が行 われ てい る。 ま た、 大手 ・中堅 企業 を中 心 に組織 され てい る印刷

工 業 会 では、4半 期 毎 に経 営情 報 と して 「プ リンテ ィング ・イ ン フ ォメー シ ョン ・ダ イ ジ ェス ト」 を

発行 してい る。

●

　 11.2.2　 政 府 ・産業 間 ネ ッ トワー ク

　 政府 訟 よび行 政 機 関 との情 報流通 につ い ては、 行 政機 関 の要 請 に応 じた印刷業 界 の情 報 提 供 が多 く

業 界動 向 の推 移 ・実績 を中 心 に・通 産 省、 環境 庁 、労 働 省 、地 方 自治体 な どの行政 に参 考 とな る公聴
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■

♂

外 国 諸 機 関

l　 lF・GR・l

　　l　 lNAPLl

教 育 ・研究機関

lPIRA
高 分子 学 会

情 報処 理 学会
1日 本 化 学 会1

公的 機 関

1 GATF

PIA
1電 子顎 学会1

日本 写 真学 会
紙パル プ技術協会

日本 色材 協会 1画 像 電 子 学会1
報道 機 関

郵 　　政　 省
科 学 技 術 庁 中央職業能力開発協会

一
公正取引委員会

文　 化　庁

文　部　省 印刷関連教育機関

工 業 技 術院
経 済企 画庁

1総 理 府1

一　 般　 紙

資源エネルギー庁
労　働　省

大　蔵　省

公害防止事業団

[重三・鑓 退職金共瀞 業団1

1環 境 庁1

印 刷 関連 労 働組 合

経済 紙　 誌

全国印刷工業健康保険組合

印 刷図 書 館

中小 企 業庁 日本 印 刷学 会

地 方 自治 体 通 産 省 (社)日 本印刷技 術協会

新技術開発事業団 1日 本 銀 行1

1槻 融 業 聴 組1

　　　　　　　IJETRo　 l

準公的機関1一

印刷工業厚生年金基金協議会

全・劫1ド 礪 繭'

業 界 紙 ・誌

E本 科学揃 繍 ・・タ一 州 服 金 融 公 ・・E　1

中小企業金融公庫

中小企業振興事業団

全国グ ラビア協組連合会

全日本印刷工業組合

　　　　　 連合会

加盟企業
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図10-1　 全 印工 連 を 中 心 と した情 報 ネ ッ トワ ーク 構 想図
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的なケースも含めて頻度ぽ高い。　　　　　　　　　 .　　　 '

　印刷業界では、政府サー ビスによる情報を分析 し、前述の機関紙、業界紙、各種会議資料として活

用 しているが、その主なデータは次のとお りである。

① 工 業 統 計 　 　 　 '　 　 /毎 年

　　　 (産 業編、品目編、企業編)

G

② 中小企業の経営指標

③ 中小企業の原価指標

④ 積　算　資　料

⑤ 物　価　資　料

⑥ 紙パルプ統計月報

⑦ 紙流通統計月報'

⑧　毎月勤 労 統 計

⑨ 鉱工業生産指数(景 気動向指標)

⑩ 機械工業統計月報

⑪ 化学工業統計月報

⑫ 卸売価格、消費者物価指数

年

年

月

月

月

月

月

月

月

月

月

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

そ のほ か商業 関 係、 貿 易 関係、 金 融関 係、 労働 関係 の諸 資料 も毎 月活用 して い る。

9

　 11.23　 産 業 間 ネ ッ トワー ク

　 印刷業 界 では、 小規 模 企業 が主 流 を占め てい る だけ に需要 も限 定 さ れた特 定 の地域 内で発 生 して お

り、地 域 密着 型 の 企業 が 多 い。 従 って、地 域 毎 の業 者間 交 流 や会 合 に おけ る情 報 の ウ ェイ トが極 め て

高 く、次 に関連業 界 、 主 と して機械 、 イ ンキ、 用 紙 な どの販 売業 者 を通 じて もた らされ る情報 も多 い 。

　 併 し技 術面 な どに おい ては特 定 の会 社 、製 品 に つい ての情 報 で あ り、 バ ラツキ もあ り片 寄 る傾向 が

あ る。 印 刷業 は、 他 の産業 界 にみ られ る大 企業 を頂 点 と した部 品 加 工 や物 品小売 業 界 と異 な り、 一 部

の下請 加 工 を除 い て大 部 分 が 直接 需要 者 と取 引 してい る。従 って、 情 報 ニー ズ も多種 多様 で あるが、

千 差万 別 な数 値情 報 や技 術 情報 で な く、 整理 され た情 報 に よ り判 断 して行 く必要 度 が高 ま って い る。

これ は業 界事業 と して も整 理、 体 系 づ けて取 組 む こ とが必要 で あ り、 ネ ッ トワーク構 想 の確 立 が大 き

な課題 で もあるが 、今 後 、 さ らに重要 な こ とは技 術 革新 に伴 う業 界 環境 の変 化 を正確 に捉 えて 行 く こ

とが長 期 的、 マク ロ的視 野 に立 った経 営 路線 を確立 す る上 で大 き く影 響 して くる もの とい え よ う。 即

ち、 エ レク トロニ ノス を中 心 とす る他産業 との接触 分野 が ます ます拡 大 、接 近 しつ つ あ る こ とで ある。

　 電子 複 写機 器、 感 光材 料 、 マ イ コ ン内蔵 の事務 機器 等 々、 オ フ ィス ・オー トメー シ ョンの波 は フ ァ

ク シ ミ リ、 ワー ドプ ロセ ッサ な どの情 報 伝 達媒体 を多様 化 させ 、 複 製機 能分 野 に次 々 と新 た な競争 や

影 響 を与 えつ つ あ り、 この こ とは、 業 界 の大 半 を占め る事 務用 印刷 部 門 や文字 印刷 を主体 とす る出版

印刷物 の将来 に微 妙 な変 化 を生 ず る ことが 予期 され る。

　 この よ うに、 現在 の構 図 では需 要 あ るい は機材 、 資材 の 調達 先 との 関係 に重 点 が置 かれ てい るが、
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今 後 は 前述 の電 子機 器 産業 に関 す る情 報 の ウ ェイ トが順 次高 まる ことに なろ う
。

　 11.24　 海 外 情 報 ネ ッ トワ ー ク

　 我が国の印刷産業は、日本文字を根幹 として発展 してきた。このことは必然的に諸外国との経営上
の直接取引のウェイトが極端に低 く、一般産業界の海外貿易に係る輸出製品に付帯的需要としての印

刷製品がみ られた。従って、印刷界では技術情報が中心であり、文献あるいは海外の開発機材の輸入

とい う形で情報の提供を受けてきた。

　 しかしながら、今後の動向を掌握せん とするならば国際社会における日本経済であり、資源問題、

貿易動向などは間接的であるとはいえ、極めて短時間に影響を受けつつあるのが現状であり、産業構

造や需要構造の著 しい変化の中で印刷業の国際化問題を捉えて行 くことになろう。

　 印刷物は基本的に多種少量生産であり、マスプロ型設備投資や多角的営業活動の進む反面、企業の

小型 化 も進 ん でい る。 この ことは、 世 界各 国 に おい て も同 様 の傾 向 を示 してい るの で
、先 進 諸国 にお

け る動 向 をみ て行 くこ とが肝 要 と もい え る。一 方、国 際 化 の流 れ の中 で、 海外 情 報 と しては 各国 の技

術 研究 機 関 や業界 団体 の発表 デー タ、 技 術 文 献情 報 な どは国 内 におけ る教 育
、 研 究機 関、 業 界誌 な ど

を通 じて逐次 紹介 され てい る が、産 業活 動 の国 際 化 に伴い、EC諸 国 にみ られ る如 く、 印刷物 の生産

についても必ずしも『国で供給する必要性力三薄 らいできた・昧 文字 という独特の国語を有する我が

国においても、主として出版印刷物である書籍、辞典、年史など漢字および仮名文字の組版作業にお

いて、近隣の韓国、台湾にも発注されてきてteり、55年 に入って中国においても日本文字の組版工場

が設置され全印工連自体 も貿易窓口の創設に取組むなど、80年 代を迎えて印刷物流通の面でも国際

化が台頭化 した。また、各種の輸入製品に係る日本文字についても輸出国において印刷されるなど複

雑化 しつつある。大手印刷会社では既に多角的な経営戦略を展開する中で各国 との合弁事業 も進んで

おり、印刷業界の国際化は技術輸出を含めて今後一層進展 して行 くものと考えられる。

,

41.5　 情 報 ネ ッ トワー ク とコ ン ピ ュー タ

　 1t.5.1　 印刷業界の情報ネットワーク

　中小企業型産業 として特に小規模企業が多 く占める印刷業界として、業界組織の中心である全印工

連 で は経 営 情報 を重 点 に各 都 道府 県 印刷 工 業 組 合 一県 下各 支部(市 区 町村)と い う運 営上 のルー トを

通 じ情報 を提供 し、 ま た、 調査 活 動 を通 じて情 報 収集 を行 って きた。 また時 には、 全 印工 連 あ るい は

各 工組 か らダ イ レク トに周知 をはか る場 面 もあ った。 そ の意 味 では業 界 内 のネ ッ トワー ク は極 めて深

い人 間 関係 の結 び着 きを含め て確立 され てい る とい え よ う
。

　 しか しなが ら、 「業 界 内 ネ ッ トワー ク 」 の項 で述 べ て きた とお り、 業 界 と して の数 値 情報 は あ ま り

に も少 ない こと。 マー ケ ッテ ィング情 報 が 困難 で ある ことな どか ら、 デー タの積 み 重 ねが 必要 で ある

と して も情 報 サー ビス セ ンタ ー的 な役 割 を果 す機 構 を描 くま でに至 らない の が現状 で あろ う
。
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　 11.5.2　 コ ン ピ ュー タ化 の期 待 と効果

　 印刷業界では出版会や広告宣伝業界の動向やデータを求めてはいるが、印刷需要が余 りにも多品種、
多 岐 に わた るた め業 界 情報 と して纒 め切 れ ない点 もあ り、 コン ピュー タ化 し得 る情報 は僅 少 で ある。

また、 材 料 とか賃 金 な どの外 部情 報 に して も結 果 的 に は後 追 い 情報 とな り
、 各 種 の調 査 活動 と併せ コ

ン ピュー タ化 に よ る当 面 の効果 としてはデー タ集 約 まで の時 間短 縮 で あ ろ う
。

　 従 って、 大 型 コ ン ピ ュー タを独 自 に設 定 して機 能 さ せ る こ と よ りも、頻度 、 重要 度、 記録 性 な ど

の観 点 か ら用途 を しぼ る必要 が あ り、 政府 情 報 な ど と業 界 デー タ を ドッキ ング させ て提 供す る こ とに

効 果 が あろ う。

　 勿論 、 これ ら情報 は企 業 に よる ニー ズの 相異 もあ り取 捨 選 択 させ れ ば よいの で あ るが、 コン ピュー

タ化=早 期 提 供 となれ ば 、 各社 に おけ るデー タ との照 合
、判 断 も早 まる こ とにな り、対応 策 に も寄与

す る こ とにな ろ う。

0

τ
一

0

11.4　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 問 題 点

　 コン ピュー タ化 の是 非 論 よ りも、 情報 ネ ッ トワー ク を確立 ・充 実 して行 く上 で の内題 と して、 印刷

業 界 では組織 、 人 、 予 算 な ど基 本 的 な課 題 の対応 策 を ど う講ず るか が先決 で ある
。勿論 、 実 務処 理 機

関設 置以 前 の問 題 と して、 先 ず 窓 口を ど うす るか。 情 報 の分 類整 理
、収 集 を ど うす るか。 中 小企 業 の

み で よい の か等 々、 あ ま りに も課題 が山積 してい る。

　 しか し、拠 点 を設置 す る方 向、 必 要性 は論 を待 た ない し、 凸版 か らオ フセ ッ ト方式 へ の移 行、 輪 転

化 の推移 、 イ ンキ の種 別 出荷状 況、 大都 市 ・中都 市 な ど地域 別 資材 の使用 度
、 小 型化 ・多色 化 の動 向

な ど例 え後追 い の情 報 で あ った と して も、 そ の情 報 が整理 され た デー タ で ある な らば
、積 み重 ね る こ

とに よ って業 界 動 向 を捉 え る ことが で きる し、 同時 に1年 前 の情 報 が半 年前
、1カ 月前 と短 縮 され る

こと に よって現況 が よ り正 確 に把 握 で きる こ とにな る
。加 えて、 前述 の電 子 機器 の動 向 や原材 料 価 格

情 報、 さ らには経 済 計 画 、 国 民所 得、 設 備投 資、 貿 易動 向、 景気 動 向 な どマ ク ロ的 情報 を加 え る こ と

に よ って長 期 的 戦略 が 可 能 とな る。 業 界 の 中 には需要 動 向 につい て の情報 ニー ズ もあるが
、 これ こそ

各社 の営 業 戦略 で あ り、 自社 の 責任 で もあろ う。

　 政府 デー タに して も適 宜 活 用 して きてい る こ とは前 述 の とお りで あ り、また 、53年 度 「情 報 ニー ズ 調

査報告書」においても要望事項 として記載されているように、政府、地方自治体などの行政機関にお

いて各種の統計がさらに業界別に細分化された情報 として早期に提供されたならば
、印刷産業におけ

る情報ネットワークにも大きな影響と効果 をもたらすものといえよう
。

従・て・政府機関あるいは躰 儲 処理醗 協銑 ど・核となる繍 処醐 関路 成され漣 動ず

る業種別処理機関の設立・提携の方策を講じて行くことが、ネットワーク構想をさらに現実の課題解決

と拡充に繋げるものと期待される。
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